
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 



 

 
 

はじめに 
 

 

平成２４年１０月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律」が施行されました。この法律は、障害者に対する虐待が障害

者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって虐待を防

止することがきわめて重要であること等に鑑み、虐待の防止、早期発見、虐

待を受けた障害者に対する保護や自立の支援、養護者に対する支援などを行

うことにより障害者の権利利益の擁護に資することを目的としています。 

この目的を実現するため、この法律では国や地方公共団体、障害者福祉施

設従事者等、使用者などに障害者虐待の防止に関する責務を課しており、こ

れらの団体等においては、法施行に向けての体制整備や、職員に対する研修

の実施などに取り組んでいく必要があります。 

本市では、厚生労働省が作成した「市町村・都道府県における障害者虐待

の防止と対応（「国マニュアル」）」、および兵庫県が作成した「兵庫県におけ

る障害者虐待の防止と対応（「兵庫県マニュアル」）」を土台にして市や相談

支援事業者、高齢者･障害者権利擁護支援センター等の役割について検討を

重ね、「西宮市障害者虐待防止・対応マニュアル」を作成しました。 

本マニュアルは、本市における障害者の虐待防止・権利擁護を図る際の指

針になるとともに、障害者虐待に関する基本的な知識や虐待事案への支援方

法を記載していますので、関係者が共通認識を持ち、適切な対応をするため

に役立つものになっています。 

関係機関の皆様におかれましては本マニュアルを活用して虐待防止に努

めるとともに、虐待事案が発生した時には適切な対応をお願いいたします。

また、虐待ケースとしての対応が終わった後、あるいは虐待ケースと判断さ

れなかった場合につきましても必要に応じて支援をお願いしたいと思いま

す。 

最後に本マニュアルの作成にあたり多大なるご協力・ご指導を頂いた各関

係機関の皆様に深く感謝申し上げます。 

 

平成３１年１月
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１ 障害者虐待とは                                
１．障害者虐待防止法の成立 

障害者に対する虐待はその尊厳を害するものであり、障害者の自立と社会参加にとって障害者虐

待の防止を図ることが極めて重要です。こうした点等に鑑み、障害者虐待の防止や養護者に対する

支援等に関する施策を推進するため、平成２３年６月１７日、「障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律」（以下「障害者虐待防止法」という）が議員立法により可決、成立し、

平成２４年１０月１日から施行されることになりました。 
 
２．障害者虐待の定義と種類 
○定義 

障害者虐待防止法では、障害者とは障害者基本法第２条第１号に規定する障害者と定義されていま

す。同号では、障害者とは「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能

の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を

受ける状態にあるもの」としており、障害者手帳を取得していない場合も含まれる点に留意が必要で

す。対応の初期段階では、障害者であることが判然としない場合もありますが、そうした場合でも、

適切に対応することが重要です。また、ここでいう障害者には１８歳未満の者も含まれます。 
 障害者虐待防止法では、障害者虐待を①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等によ

る障害者虐待及び③使用者による障害者虐待に分け（第２条第２項）ています。 

また、法第３条では「何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない」と規定され、広く虐待行為

が禁止されています。 
 

○種類 

①養護者による虐待 

養護者とは、「障害者を現に養護する者であって障害者福祉施設従事者等及び使用者以外のもの」

と定義されており、身辺の世話や身体介助、金銭の管理等を行っている障害者の家族、親族、同居人

等が該当すると考えられます。また、同居していなくても、現に身辺の世話をしている親族・知人等

が養護者に該当する場合があります。養護者による障害者虐待とは、養護者が養護する障害者に対し

て行う次のいずれかに該当する行為とされています。なお、経済的虐待については、養護者のみなら

ず、障害者の親族による行為が含まれます。 

ⅰ身体的虐待：障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者

の身体を拘束すること。 

ⅱ性的虐待：障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

ⅲ心理的虐待：障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言

動を行うこと。 

ⅳ放棄・放置：障害者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外の同居人によるⅰからⅲまでに

掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 

ⅴ経済的虐待：養護者又は障害者の親族が当該障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者から不当に財

産上の利益を得ること。 
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②障害者福祉施設施設従事者等による虐待 

障害者福祉施設従事者等とは、「障害者総合支援法等に規定する障害者福祉施設または障害福祉サ

ービス事業等に係る業務に従事する者」と定義されています。障害者福祉施設または障害福祉サービ

ス事業等に該当する施設・事業は表１のとおりです。また、障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待とは、障害者福祉施設従事者等が行う次のいずれかに該当する行為とされています。（以下、下線

を施した部分は、養護者による障害者虐待と規定が異なる点です。） 

ⅰ身体的虐待：障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者

の身体を拘束すること。 

ⅱ性的虐待：障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

ⅲ心理的虐待：障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著しい

心理的外傷を与える言動を行うこと。 

ⅳ放棄・放置：障害者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、他の利用者によるⅰからⅲまでに掲げる行

為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

ⅴ経済的虐待：障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。 

 

(表１) 

 事業名 具体的内容 
障害者 

福祉施設 

・障害者支援施設 

・のぞみの園 

 

障害福祉 

サービス 

事業等 

・障害福祉サービス事業 

 

 

 

・一般相談支援事業及び特定相談支援事業 

・移動支援事業 

・地域活動支援センターを経営する事業 

・福祉ホームを経営する事業 

・障害児相談支援事業 

・障害児通所支援事業 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、

生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援

助及び共同生活援助 等 

 

 

 

 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援 

 
③使用者による虐待 

使用者とは、「障害者を雇用する事業主又は事業の経営担当者その他その事業の労働者に関する事

項について事業主のために行為をする者」と定義されています。この場合の事業主には、派遣労働者

による役務の提供を受ける事業主等政令で定める事業主は含まれ、国及び地方公共団体は含まれてい

ません。使用者による障害者虐待とは、使用者が行う次のいずれかに該当する行為とされています。 

 ⅰ身体的虐待：障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者

の身体を拘束すること。 

ⅱ性的虐待 ：障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

ⅲ心理的虐待：障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著しい

心理的外傷を与える言動を行うこと。 

ⅳ放棄・放置：障害者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、他の労働者によるⅰからⅲまでに掲げる行

為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

ⅴ経済的虐待：障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。 
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参考）虐待行為と刑法 

障害者虐待は、刑事罰の対象になる場合があります。 

①身体的虐待：刑法第199条殺人罪、第204条傷害罪、第208条暴行罪、第220条逮捕監禁罪 

②性的虐待：刑法第176条強制わいせつ罪、第177条強制性交等罪、第178条準強制わいせつ罪、準強制

性交等罪 

③心理的虐待：刑法第222条脅迫罪、第223条強要罪、第230条名誉毀損罪、第231条侮辱罪 

④放棄・放置：刑法第218条保護責任者遺棄罪 

⑤経済的虐待：刑法第235条窃盗罪、第246条詐欺罪、第249条恐喝罪、第252条横領罪 

※ただし、刑法第244条、第255条の親族相盗例に注意。 

 

刑事訴訟法第２３９条第２項では、公務員はその職務を行うことにより犯罪があると思料するとき

は、告発をしなければならない旨が規定されています。障害者虐待においては、市町村、都道府県が

事実関係を把握した段階やその後調査を進める中で、警察等への被害の届出、告発の要否を適正、迅

速に判断し、必要に応じ、被害者による被害の届出の支援や行政として告発を行うことが求められま

す。被害の届出の支援や告発については、二次被害が生じないよう配慮した対応が必要です。警察と

の連携については、何かあってから突然に連絡するのではなく、日頃から意見交換の機会を持ち、円

滑な協力関係を作ることが必要です。 

また、警察への通報に至った場合であっても、市においては必要な虐待対応を行う必要があります。 

なお、「刑法の一部を改正する法律（平成２９年法律第７２号）」が平成２９年７月に施行されまし

た。従来は「姦淫」（性交）のみが「強姦罪」の処罰の対象とされていましたが、この改正により、

罪名を「強姦罪」から「強制性交等罪」とし、性交だけでなく、口腔性交や肛門性交（以下「性交等」

という）についても、同じ罪として処罰することとされました。また、従来は、被害者が女性に限ら

れていたところ、被害者の性別を問わないこととされ、男性が男性に対して性交等をすることも「強

制性交等罪」として処罰することとされました。あわせて、法定刑の下限を懲役３年から５年に引き

上げる改正が行われています。 

また、この「強制性交等罪」を含む性犯罪については、被害のあった本人にとって、告訴すること

が精神的負担になる場合があることを踏まえ、その負担を軽減するため、「非親告罪」（告訴がなくて

も起訴できる犯罪）とされたところです。 
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参考）障害者虐待の例 

区分 内容と具体例 

身体的虐待 

○暴力や体罰によって身体に傷やあざ、痛みを与えること。身体を縛りつけたり、過剰な投薬によ

って身体の動きを抑制すること。 

【具体的な例】・平手打ちする ・殴る ・蹴る ・壁に叩きつける ・つねる ・無理やり食べ物や飲

み物を口に入れる ・やけど・打撲させる ・身体拘束（柱や椅子やベッドに縛り付ける、医療的

必要性に基づかない投薬によって動きを抑制する、ミトンやつなぎ服を着せる、部屋に閉じ込め

る、施設側の管理の都合で睡眠薬を服用させる等） 

性的虐待 

○性的な行為やそれを強要すること（表面上は同意しているように見えても、本心からの同意かど

うかを見極める必要がある）。 

【具体的な例】・性交 ・性器への接触 ・性的行為を強要する ・裸にする ・キスする ・本人の前

でわいせつな言葉を発するまたは会話する ・わいせつな映像を見せる ・更衣やトイレ等の場面

をのぞいたり映像や画像を撮影する 

心理的虐待 

○脅し、侮辱等の言葉や態度、無視、嫌がらせ等によって精神的に苦痛を与えること。 

【具体的な例】・バカ、あほなど障害者を侮辱する言葉を浴びせる ・怒鳴る ・ののしる ・悪口を

言う ・仲間に入れない ・子ども扱いする ・人格をおとしめるような扱いをする ・話しかけて

いるのに意図的に無視する 

放棄・放任 

○食事や排泄、入浴、洗濯等身辺の世話や介助をしない、必要な福祉サービスや医療や教育を受け

させないなどによって障害者の生活環境や身体・精神的状態を悪化または不当に保持しないこと。 

【具体的な例】・食事や水分を十分に与えない ・食事の著しい偏りによって栄養状態が悪化してい

る ・あまり入浴させない ・汚れた服を着させ続ける ・排泄の介助をしない ・髪や爪が伸び放

題 ・室内の掃除をしない ・ごみを放置したままにしてある等劣悪な住環境の中で生活させる  

・病気やけがをしても受診させない ・学校に行かせない ・必要な福祉サービスを受けさせない、

制限する ・同居人による身体的虐待や心理的虐待を放置する 

経済的虐待 

○本人の同意なしに（あるいはだます等して）財産や年金、賃金を使ったり勝手に運用し、本人が

希望する金銭の使用を理由なく制限すること。 

【具体的な例】・年金や賃金を渡さない ・本人の同意なしに財産や預貯金を処分、運用する ・日

常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない ・本人の同意なしに年金等を管理して渡さない 

※「障害者虐待防止マニュアル」（NPO法人PandA-J）を参考に作成 
 
【注】セルフネグレクトについて 

 ＮＰＯ法人 PandA-J の「障害者虐待防止マニュアル」のチェックリストには以下のとおり「セル

フネグレクトのサイン」が挙げられています。セルフネグレクト（自己による放任）については、障

害者虐待防止法に明確な規定がありませんが、このようなサインが認められれば、支援が必要な状態

である可能性が高いので、相談支援事業所等の関係機関と連携して対応をする必要があります。 
＜セルフネグレクトのサイン＞ 
□ 単身生活の人が、痩せて食事をしていないようであったり、身体や衣類の清潔が保たれていない。 
□ 昼間でも雨戸が閉まっている。 
□ 電気、ガス、水道が止められていたり、家賃の支払いが滞っている。 
□ ゴミが部屋の周囲に散乱している。部屋から異臭がする。 
□ 郵便物が溜まったまま放置している。 
□ 野良猫のたまり場になっている。 
□ 近所の人や行政が相談に乗ろうとしても「いいよ、いいよ」「放っておいてほしい」とあきらめの態度 

が見られる。 
※「障害者虐待防止マニュアル」（NPO法人PandA-J）を参考に作成 
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参考）虐待防止法制の対象範囲 

所在 

場所 

 
 
 

年齢 

在宅 
（養護者・ 
保護者) 

福祉施設・事業 

企業 
※７ 

学校 
病院 
保育所 

障害者総合支援法 介護 
保険法等 

児童福祉法 

障害福祉 

サービス 

事業所 

(入所系､日中

系､訪問系､Ｇ

Ｈ等含む) 

相談支援 
事業所 

高齢者 

施設等 

(入所系､通

所系､訪問

系､居住系等

含む) 

障害児 
通所支援 
事業所 

障害児 
入所施設

等 ※５ 

相談支援

事業所等 

18 歳未満 

児童虐待 

防止法※１ 

 

・被虐待者 

支援 

（都道府県） 

※２ 

障害者虐待 

防止法 

 

・適切な権限 

行使 

（都道府県 

市町村） 

障害者虐待 

防止法 

 

・適切な権限 

行使 

（都道府県 

市町村） 

－ 

障害者虐待 

防止法 

（省令） 

 

・適切な権限

行使 

（都道府県・ 

市町村） 

児童福祉法 

 

・適切な権限 

行使 

（都道府県） 

※６ 

障害者虐待 

防止法 

（省令） 

 

・適切な権限

行使 

（都道府県・

市町村） 

障害者虐

待防止法 

 

・適切な権

限行使 

（都道府県 

労働局） 

障害者虐

待防止法 

 

・間接的 

防止措置 

（施設長・ 

管理者） 

18 歳以上 

65 歳未満 

障害者虐待

防止法 

 

・被虐待者 

支援 

（市町村） 

－ 

【20 歳まで】 

※４ 
【20 歳まで】 

― 
－ － 

【特定疾病 

40 歳以上】 

※３ 

65 歳以上 

障害者虐待

防止法 

 

高齢者虐待

防止法 

 

・被虐待者 

支援 

（市町村） 

高齢者虐待 

防止法 

 

・適切な権限

行使 

（都道府県 

市町村） 

－ － ― 

※１ １８歳未満の障害児に対する養護者虐待は、総則等全般的な規定や養護者の支援については障害者虐待防止法

に規定されていますが、通報や通報に対する虐待対応については、児童虐待防止法が適用されます。 

※２ 養護者への支援は、被虐待者が１８歳未満の場合でも必要に応じて障害者虐待防止法も適用されます。なお、

配偶者から暴力を受けている場合は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の対象にもなります。 

※３ 高齢者関係施設等の利用者に対する虐待については、６５歳未満の障害者に対するものも含めて高齢者虐待防

止法が適用されます。 

※４ 放課後等デイサービスのみ 

※５ 小規模住居型児童養育事業、里親、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設、児童自立支

援施設、指定発達支援医療機関等（児童福祉法第３３ 条の１０） 

※６ 児童福祉施設の入所者に対する虐待については、１８歳以上の障害者に対するものも含めて児童福祉法が適用

されますが、１８歳以上で障害者総合支援法の給付を受けて入所している者に対しては、障害者虐待防止法が適用

されます。なお、障害者福祉施設従事者等が勤務時間外または施設等の敷地外で当該施設等の利用者である障害者

に対して行った虐待を含みます。 

※７ 使用者による障害者虐待については、年齢に関わらず（１８歳未満や６５ 歳以上でも）障害者虐待防止法が適

用されます。 
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２ 基本的視点                                         

１．障害者虐待防止と対応のポイント 

障害者虐待防止と対応の目的は、障害者を虐待という権利侵害から守り、尊厳を保持しながら安定

した生活を送ることができるように支援することです。障害者に対する虐待の発生予防から、虐待を

受けた障害者が安定した生活を送ることができるようになるまでの各段階において、障害者の権利擁

護を基本に置いた切れ目ない支援体制を構築することが必要です。 
 

ア 障害者虐待の防止に向けて 

障害者虐待は、障害者に対する重大な権利侵害であり、住民一人ひとりがこの問題に対する認識を

深めることが障害者虐待を防ぐための第一歩となります。また、虐待として顕在化する前に、差別や

不当な扱い等が前兆となる場合もありますので、虐待の芽に気が付くことも大切です。 

都道府県及び市町村は、障害者虐待防止法の制定を踏まえ、広報・啓発を進めることが必要です。

通報義務や通報窓口の周知は虐待防止につながる取り組みです。障害者虐待防止法では、虐待を受け

たと思われる障害者を発見した者は、生命または身体に重大な危険が生じているかどうかに関わらず、

速やかに市町村に通報しなければならないとしており、高齢者虐待防止法の規定より一歩進めていま

すので、この点について周知することが重要です。また、通報等を行った施設従事者や労働者は、通

報等を行ったことを理由に解雇その他不利益な取り扱いを受けないことが規定されています。 

西宮市では、西宮市地域自立支援協議会等の場を活用して、関係機関と連携しながら、啓発等に取

り組みます。 

また、障害者福祉施設等は、今後より高いレベルで虐待防止に向けた取り組みを進めることが必要

です。例えば、第三者評価を受けることや虐待防止委員会の設置、内部研修や会議等を通じて施設内

での円滑なコミュニケーションを図るなどが有効です。西宮市では、実地指導などを通じて虐待の早

期発見や支援の質の向上による虐待の防止に努めます。 

 

イ 障害者虐待の早期発見・早期対応 

障害者虐待防止法では、国・地方公共団体のほか、保健・医療・福祉・労働等の関係者も虐待の早

期発見に努めることとされています。これら関係者は、虐待問題に対する意識を高く持たねばなりま

せん。また、各障害者支援施設や障害福祉サービス事業所から事故報告書が提出された場合には、そ

の内容が虐待に当たらないか注意が必要です。また下表は、障害者虐待のサインの例です。虐待して

いても本人にはその自覚のない場合や虐待されていても障害者自らＳＯＳを訴えないことがよくあ

りますので、相談等を受ける中で小さな兆候を見逃さないことが大切です。 
【虐待チェックリスト】 

身
体
的
虐
待 

□ 身体に小さな傷が頻繁にみられる 
□ 太ももの内側や上腕部の内側、背中等に傷やみみずばれがみられる 
□ 回復状態がさまざまに違う傷、あざがある 
□ 頭、顔、頭皮等に傷がある 
□ お尻、手のひら、背中等に火傷や火傷の跡がある 
□ 急におびえたり、こわがったりする 
□ 「こわい」「嫌だ」と施設や職場へ行きたがらない 
□ 傷やあざの説明のつじつまが合わない 
□ 手をあげると、頭をかばうような格好をする 
□ おびえた表情をよくする、急に不安がる、震える 
□ 自分で頭をたたく、突然泣き出すことがよくある 
□ 医師や保健、福祉の担当者に相談するのを躊躇する 
□ 医師や保健、福祉の担当者に話す内容が変化し、つじつまが合わない 
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性
的
虐
待 

□ 不自然な歩き方をする、座位を保つことが困難になる 
□ 肛門や性器からの出血、傷がみられる 
□ 性器の痛み、かゆみを訴える 
□ 急におびえたり、こわがったりする 
□ 周囲の人の体をさわるようになる 
□ 卑猥な言葉を発するようになる 
□ ひと目を避けたがる、一人で部屋にいたがるようになる 
□ 医師や保健、福祉の担当者に相談するのを躊躇する 
□ 眠れない、不規則な睡眠、夢にうなされる 
□ 性器を自分でよくいじるようになる 

心
理
的
虐
待 

□ かきむしり、かみつき等、攻撃的な態度がみられる 
□ 不規則な睡眠、夢にうなされる、眠ることへの恐怖、過度の睡眠等がみられる 
□ 身体を萎縮させる 
□ おびえる、わめく、泣く、叫ぶ等パニック症状を起こす 
□ 食欲の変化が激しい、摂食障害（過食、拒食）がみられる 
□ 自傷行為がみられる 
□ 無力感、あきらめ、なげやりな様子になる、顔の表情がなくなる 
□ 体重が不自然に増えたり、減ったりする 

放
棄
・
放
任 

□ 身体から異臭、汚れがひどい髪、爪が伸びて汚い、皮膚の潰瘍 
□ 部屋から異臭がする、極度に乱雑、ベタベタした感じ、ゴミを放置している 
□ ずっと同じ服を着ている、汚れたままのシーツ、濡れたままの下着 
□ 体重が増えない、お菓子しか食べていない、よそではガツガツ食べる 
□ 過度に空腹を訴える、栄養失調が見て取れる 
□ 病気やけがをしても家族が受診を拒否、受診を勧めても行った気配がない 
□ 学校や職場に出てこない 
□ 支援者に会いたがらない、話したがらない 

経
済
的
虐
待 

□ 働いて賃金を得ているが、貧しい身なりでお金を使っている様子がみられない 
□ 日常生活に必要な金銭を渡されていない 
□ 年金や賃金がどう管理されているのか本人が知らない 
□ サービスの利用料や生活費の支払いができない 
□ 資産の保有状況と生活状況との落差が激しい 
□ 親が本人の年金を管理し遊興費や生活費に使っているように思える 

※「障害者虐待防止マニュアル」（NPO法人PandA-J）を参考に作成 
ウ 虐待対応のポイント 

○障害者の安全確保を最優先する 

障害者虐待に関する通報等の中には、障害者の生命に関わるような緊急的な事態もあると考えられ、

そのような状況下での対応は一刻を争うことが予想されます。また、障害者本人の自己決定が難しい

ときや養護者との信頼関係を築くことができないときでも、障害者の安全確保を最優先するために入

院や措置入所などの緊急保護を必要とする場合があります。ただし、このような緊急的な保護を実施

した場合には、養護者に対し特にその後の丁寧なフォローアップが必要となることに留意が必要です。 
 

○障害者の自己決定の支援と養護者の支援 

虐待を受けた障害者は、本来持っている生きる力や自信を失っている場合も多くみられます。障害

者が主体的に生きられるよう、生活全体への支援を意識しながら、障害者が本来持っている力を引き

出す関わりを行い（エンパワメント）、本人の自己決定を支援する視点が重要です。法が目指すのは、

障害者が地域において自立した生活を円滑に営めるようにすることです（法第41条）。 

一方、在宅の虐待事案では、虐待している養護者を加害者としてのみ捉えてしまいがちですが、養

護者自身が何らかの支援を必要としている場合も少なくありません。障害者の安全確保を最優先とし

つつ、養護者支援を意識することが必要です。 

これら障害者支援や養護者支援の取り組みは、関係者による積極的な働きかけや仲介によって信頼

関係を構築しながら、時間をかけて行うことが必要です。 



 

10 
 

○関係機関の連携・協力による対応と体制 

障害者虐待の発生には、家庭内での長年の人間関係や介護疲れ、障害に対する理解不足、金銭的要

因など、さまざまな要因が複雑に影響している場合も多く、障害者や養護者の生活を支援するための

さまざまな制度の活用や知識が必要となります。そのため、支援の各段階において、複数の関係機関

が連携を取りながら障害者や養護者の生活を支援できる体制を構築し、チームとして対応します。 

参考）西宮市高齢者・障害者虐待防止ネットワークについて 
虐待の防止や早期の対応を図るためには、関係機関との連携協力体制を構築しておくことが重要で

す。西宮市では、行政はもとより保健・医療・福祉の関係機関及び関係者が認識を共有して、密接な

連携のもとに、虐待防止の取り組みの推進を図るため、西宮市高齢者・障害者虐待防止ネットワーク

を設置しています。 

 

○個人情報の保護 

相談や通報、届出によって知り得た情報や通報者に関する情報は、個人のプライバシーに関わる極

めて繊細な性質のものです。障害者虐待防止法では、通報または届出を受けた場合、当該通報または

届出を受けた市町村等の職員は、職務上知り得た事項であって当該通報または届出をした者を特定さ

せるものを漏らしてはならないとあり、通報者や届出者を特定する情報について守秘義務が課されて

います。また、事務を委託された市町村障害者虐待防止センターの職員またはこれらであった者につ

いても、正当な理由なしに、委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならないとされて

おり、通報者や届出者を特定する情報についての守秘義務も課されています。なお、規定に違反した

場合、罰則も課されます。 

個人情報の保護に関する法律では、本人の同意を得ずに特定の利用目的以外に個人情報を取り扱っ

てはならないこと、本人の同意を得ずに個人情報を第三者に提供してはならないことが義務づけられ

ています。しかし、障害者虐待事案への対応では「法令に基づく場合」「本人の生命、身体又は財産

の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」などの個人情報

保護法の利用目的による制限、第三者提供の制限の例外規定によって守秘義務が解除されるものと考

えられ、当該障害者についての情報を有する人が、障害者虐待対応に関係して、市町村などに情報提

供することは認められることとなります。 

 
エ 虐待の判断に当たってのポイント 

○虐待をしているという「自覚」は問わない 

虐待事案においては、虐待をしているという自覚がある場合だけでなく、自分がやっていることが

虐待に当たると気付いていない場合もあります。また、しつけ、指導、療育の名の下に不適切な行為

が続けられている事案もあるほか、「自傷・他害があるから仕方ない」ということが一方的な言い訳

となっている場合もあります。 
虐待している側の自覚は問いません。自覚がなくても、障害者は苦痛を感じたり、生活上困難な状

況に置かれていたりすることがあります。虐待しているという自覚がない場合には、その行為が虐待

に当たるということを適切な方法で気付かせ、虐待の解消に向けて取り組む必要があります。 
 
○障害者本人の「自覚」は問わない 

 障害の特性から自分のされていることが虐待だと認識できない場合があります。また、長期間にわ

たって虐待を受けた場合などでは、障害者が無力感から諦めてしまっていることがあります。このよ

うに障害者本人から訴えの無いケースでは、周囲がより積極的に介入しないと、虐待が長期化したり

深刻化したりする危険があります。 
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○親や家族の意向が障害者本人のニーズと異なる場合がある 

施設や就労現場で発生した虐待の場合、障害者の家族への事実確認で「これくらいのことは仕方が

ない」と虐待する側を擁護したり虐待の事実を否定したりすることがあります。これは、障害者を預

かってもらっているという家族の気持ちや、他に行き場がないという状況がそういう態度を取らせて

いるとも考えられます。家族からの訴えがない場合であっても、虐待の客観的事実を確認して、障害

者本人の支援を中心に考える必要があります。 
 
○虐待の判断はチームで行う 

障害者虐待の事案に対する判断は、担当者一人で行うことを避け組織的に行うことが必要です。そ

の前提として、それぞれの組織の管理職が虐待問題への意識を高め、虐待への厳しい姿勢を打ち出す

ことが重要です。 
相談や通報、届出を受けた場合、速やかに上司に報告し、西宮市障害者虐待防止・対応マニュアル

に基づいて緊急性の有無、事実確認の方法、援助の方向などについて組織的に判断していく必要があ

ります。さらに、事実確認のための調査では、担当者一人への過度の負担を避け、また客観性を確保

する観点から、複数の職員・機関で対応することが原則です。 
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３ 関係機関の役割と責務                              
１．西宮市の役割と責務 

障害者虐待防止法では、市町村の果たす役割として、通報義務の広報啓発、通報を受けた場合の速

やかな対応、居室の確保、立入調査、養護者の支援などが規定され、西宮市においても支援体制の整

備を行っています。障害者福祉施設従事者等による虐待においては、障害福祉サービス等の適正な運

営の確保に向けた社会福祉法及び障害者総合支援法等に規定する権限の行使が求められます。 

また、市には「障害者虐待防止センター」を設置することとされており、西宮市においても虐待防

止センターを設置し、適切な対応に努めています。 

 
２．障害者虐待防止センターの役割 

障害者虐待防止センターの具体的な業務として、①養護者、障害者福祉施設従事者等、使用者によ

る障害者虐待に関する通報又は届出の受理、②養護者による障害者虐待の防止及び養護者による障害

者虐待を受けた障害者の保護のための相談、指導及び助言、③障害者虐待の防止及び養護者に対する

支援に関する広報・啓発があります。 
西宮市においては、障害者虐待防止センターにかかる業務の一部を委託し、委託機関と連携を図り

ながら対応に当たっています。なお、障害者虐待防止センターは休日や夜間においても速やかに対応

できる体制を確保することが求められているため、下記のとおり、平日窓口とともに２４時間対応を

行う西宮市障害者虐待ホットラインを整備しています。 
 
○西宮市障害者虐待防止センター 

名称 電話番号 備考 

西宮市生活支援課 0798-35-3130 平日日中のみ 

西宮市障害者虐待ホットライン 0798-35-2787 24時間対応 

 
３．西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センターの役割 

西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター(以下「権利擁護支援センター」という。)は、地域

での権利擁護支援を推進していくための中核的な役割・機能を担う拠点です。 

権利擁護支援センターは、その機能として専門的支援機能、成年後見制度利用支援機能、ネットワ

ーク推進機能を持ち合わせています。障害者の状態や状況を踏まえて、その思いや必要な支援ニーズ

に対応するため、法律等の専門家、行政、西宮市高齢者あんしん窓口・障害者総合相談支援センター

にしのみや等関係機関と連携・協働し相互に役割を確認しながら支援を行っていきます。 

障害者の虐待案件においては、障害者の権利侵害の状態の改善や適切な権利行使を支援するために

虐待対応協力機関として関与します。具体的には虐待の有無や緊急性の判断、支援計画の立案等に対

する助言、法的支援ニーズへの対応など、２次的相談・対応機関として、障害者虐待防止センター/

委託と共に対応していきます。 
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◎印はシート作成担当

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・権利擁護支援ｾﾝﾀｰ
・（その他関係者）

具体的な支援

様式②

情報共有ｼｰﾄ

受 付

通報の受理

事 実 確 認

コアメンバー

会議

個別支援評価

会議

虐待対応の

終了（終結）

生活支援ニーズへの対応

（相談・通報・届出）

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

実施内容

・緊急性の判断

・相談受付ｼｰﾄの記入

・初動会議の日程調整

実施内容

・被虐待者・養護者への訪問

・確認項目の調査

・緊急性の判断

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・（権利擁護支援ｾﾝﾀｰ）

・（その他関係者）

実施内容

・情報の整理

・緊急性の判断

・虐待の認定

・対応方針の決定

・支援計画の作成

担当

・生活支援課

・障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託(⑥)

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ(⑤)

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・権利擁護支援ｾﾝﾀｰ
・（その他関係者）

実施内容

・実施した支援の評価

・支援計画の見直し

・支援の役割分担

担当

◎生活支援課等

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ

・（その他関係者）

実施内容

・虐待状況の解消の確認

・今後の支援の役割分担

・終結終了の判断

養護者による障害者虐待対応フロー

（ 要 請）

（コア会議）

・権限行使の

要否の判断

(専門職）

・対応に関する

専門的判断・助言

初動・継続

会議

スーパーバイズ

コアメンバー会議

(=虐待認定)につ

いては、必ずこの
3機関のみで行う。

様式①

相談受付ｼｰﾄ

様式③

初動・継続

会議ｼｰﾄ

様式④

事実確認ｼｰﾄ

様式⑥

支援計画ｼｰﾄ

様式⑤

コアメンバー

会議ｼｰﾄ

様式⑦

個別支援評価

ｼｰﾄ

支援記録票

様式⑧

個別支援終結

ｼｰﾄ

権利擁護支援ニーズへの対応

新
た
な
虐
待
発
生
の
場
合

実施内容

・現時点での情報共有

・緊急性の判断

・必要な確認項目の洗い出し

・事実確認の方法と役割分担

・ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ会議の日程調整

（
原
則

時
間
以
内
）

48

虐
待
の
有
無
が
判
断
で
き
な
い
場
合
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１ 養護者による障害者虐待の対応プロセス                     
１．相談、通報及び届出の受付 

 市もしくは障害者虐待ホットラインが虐待通報の受付を行います。障害者虐待ホットラインで通報

を受理した場合は速やかに市に連絡します。情報収集や緊急性の判断については、市が中心となり行

います。また、相談受付シート(様式①)、情報共有シート(様式②)を作成し、関係機関で情報共有を行

います。 
通報等の受付およびその後に把握・確認する事項 

□ 通報等の受付（虐待の状況、通報者の情報などの確認） 

□ 障害者や養護者に関する情報収集 

□ 緊急性の判断 

□ 関係機関との情報共有 

 

１）通報等の受付 
 障害者虐待に関する相談や通報・届出を受けた職員は、以下のポイントを参考に、虐待の状況や障

害者・養護者等の状況、通報者の情報など可能な限り必要となる情報を聴取します。虐待という言葉

を使わなくても、虐待が推測される場合がありますので注意が必要です。ここで的確な情報を把握す

ることが、次の段階への判断の根拠になります。 
＜通報受付時のポイント＞ 

①虐待の状況、障害者や養護者の状況 

□ 「いつ、どこで、誰が、誰に、何を、どのように、何回」など、虐待が疑われる具体的な内容や

頻度を聞き取ります。 
□ 障害者および虐待を行っている養護者を特定し、通報者との関係についても確認します。さらに

障害者の現在の状態や生活状況、養護者に関する情報、養護者と障害者の関係など、分かる範囲

で具体的に聞き取ります。 
□ 通報者の主観的な意見や思いと客観的な事実を区別して聞き取ります。たとえば「通報者が○○

と思う」「家族が○○を見たということヘルパーから通報者に伝えた」など、直接に見聞きした

のか、伝聞なのか、誰が何と言ったかをあいまいに聞き取るのではなく、正確に情報を整理しな

がら聞き取りを行います。 
②通報者の情報 

□ 通報者に対して再度確認が必要な場合もあるため、通報者の氏名や連絡先、連絡の可否や連絡方

法などは確認しておきます。 

③守秘義務 

□ 通報者の中には、虐待通報をしたことによって「逆恨みをされるのではないか」「人間関係が悪

くなるのではないか」と不安に感じることがあります。障害者虐待防止法には、通報内容は職務

上知り得た事項であって当該通報または届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない

と規定されており、市には守秘義務が課されていることを伝えます。また、相手の言った言葉を

繰り返しながら確認を行うなど、通報者に安心して落ち着いて話してもらえるように配慮します。

匿名による通報等の場合も、通報者に関する守秘義務によって通報者名が知られることはないこ

とを伝え、通報等の内容の詳細を聞き取ります。 

□ 守秘義務により市から通報者を漏らすことはありませんが、調査を実施することで通報者が誰で

あるか特定される、もしくは限定される危険性の説明と了承の有無を確認することが必要です。 
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④通報者へのフィードバック 

□ 通報者から、通報受理後の経過や調査結果などの問い合わせがあることも考えられますが、守秘

義務や個人情報保護、調査の確実性の確保の関係から、内容によってはお答えできない場合があ

ることを伝えて理解を求めます。通報者には守秘義務がないため、虐待対応上の情報は慎重に取

り扱う必要があります。 
 

２）障害者や養護者に関する情報収集 

通報を受けた後は、障害者の基本情報、障害福祉サービス等の利用状況や医療情報など、庁内関係

部署から情報収集を行います。また緊急性がある場合については、関係機関からも聞き取りを行いま

す。なお、聞き取りの際には通報者保護の観点を忘れないように慎重に対応します。 
 

３）緊急性の判断（緊急対応の要否の判断） 

緊急性の判断は、必要に応じて、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターに意見や助

言を求めたうえで、市の管理職を含む複数職員で行います。通報内容および収集した情報、過去の通

報や支援内容に関する情報等を確認したうえで、下記の例やＰ．２１の虐待リスクアセスメントシー

トを参考に、緊急対応を行うか否かを判断します。 
（参考）緊急性が高いと判断できる状況例 

○生命や身体の安全が危ぶまれるような状況が確認もしくは予測される 

・骨折、頭蓋内出血、重度のやけど等の深刻な身体的外傷がある 

・極端な栄養不良、脱水症状がある 

・うめき声が聞こえる等の深刻な状況が予測される 

・器物を使った暴力もしくは脅しがあり、エスカレートすると生命や身体の危険が予測される 

・虐待者が同居している場合の性的虐待等、繰り返しの被害が予測される 

○障害者本人が明確に保護を求めている 

 

ア 緊急性ありと判断した場合（緊急性なしと判断できない場合） 

 障害者の生命や身体等に重大な危険が生じる恐れがあると判断した場合もしくは緊急性なしと判断

できない場合は、迅速に初動会議（Ｐ．１７参照）を行なったうえで、原則４８時間以内に直接訪問・

目視により、障害者の安全確認を行います。特に差し迫った危険が予見される場合は即時の緊急対応

を検討します。あくまでも生命等への危険の有無に留意することとし、障害特性および背景などに関

係なく対応することとなります。また、緊急性ありと判断した根拠をシートに記入します。 
早急に介入する必要がある場合は、措置を含めた保護や救急搬送、警察出動の必要性などを検討し

ます。本人の安全確保を最優先とし、具体的な支援方針についてはその後の事実確認等を踏まえて判

断することに留意します。 
 

イ 緊急性なしと判断した場合 

本人が通所系サービス、往診や訪問看護などを利用しており、直近で安全が確認できていれば、早

急に本人を目視確認する必要性は低いと考えられます。緊急性なしと判断した場合は、その根拠をシ

ートに記録します。また、緊急性なしの場合でも、速やかに初動会議を行うように日程調整します。 
 

※時間外対応の体制整備について 

障害者虐待に関する通報などは平日の日中のみに寄せられるとは限らないため、休日・夜間でも迅
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速かつ適切に対応できる体制（時間外窓口、職員連絡網）を整備しています。障害者の生命や身体等

に重大な危険が生じる恐れがあると判断した場合は、緊急対応として、訪問等による状況把握や措置

を含めた保護、救急搬送、警察出動要請などを検討します。この場合も組織的に緊急対応等の判断が

適切に行えるように留意します。 

また、緊急性がないと判断した場合については、翌開庁日以降に初動会議や事実確認を行っていき

ます。 

 

４）関係機関との情報共有 

虐待通報を受理したあとは初動会議までに相談受付シート(様式①)、情報共有シート(様式②)を作

成します。収集した情報は、個人情報保護法の例外規定（Ｐ．１０参照）のもと、虐待対応関係機関

内で、以下のとおり、共有します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害者虐待
防止センター/委託

権利擁護支援C ケースワーカー

相談受付

生活支援課
…受付順にナンバリング。様式②の＊部分を
作成。様式①、②を関係機関にFAX。

生活支援課、障害者虐待防止センター/委託
…様式①、②（一部）を作成し、
生活支援課にFAX。
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２．初動会議 

初動会議では、情報共有したうえで、事実確認の実施方法や役割分担を決めたり、緊急性の判断な

どを行います。市が招集し、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターで構成されるメン

バーで行います。また、会議という名称になっていますが、緊急度合等により会議形式にとらわれず

にさまざまな方法を検討し、合議で対応方針を決定します。 
初動会議で把握・確認する事項 

□ 情報共有（通報内容等の確認） 

□ 緊急性の判断（緊急対応の要否の判断） 

□ 事実確認の方法（訪問、電話、立入など）、役割分担、予測されるリスクの確認 

□ コアメンバー会議の日程調整 

 

１）情報共有 

 関係機関全体で通報内容などの情報を共有し整理することで、障害者や養護者の状況や課題を把握

し、支援の方向性の統一につなげます。 

 

２）緊急性の判断 

 障害者虐待の対応では、障害者や養護者を取り巻く環境は刻一刻と変化します。通報受理時に緊急

性なしと判断した場合であっても、初動会議時にも改めて、Ｐ．１５緊急性の判断に沿って、障害者

の生命や身体等に重大な危険が生じる恐れがあるか否か（緊急対応の要否）を判断します。緊急対応

の要否については、その根拠も含めてシートに記録します。 

 

３）事実確認の方法、役割分担 

事実確認には、本人の安否確認と通報内容に関する確認、総合的な生活状況に関する情報収集など

の意味があります。初動会議ではこれらを念頭に、障害者や養護者に対して、誰が、どのように、ど

のタイミングでアプローチすることが適切かを検討し、事実確認の方法や役割分担を決めます。 

事実確認は、他者からの伝え聞きや過去の記録による情報に基づくのではなく、複数機関の直接訪

問・目視が原則ですので、役割分担の際はその点に留意します。今後を見据えて、障害者と養護者へ

の対応は別々の担当者とする必要があることもあります。 
また、障害者や養護者へのアプローチは、どのタイミングが適切で、どのような方法が効果的であ

るかを検討します。たとえば、相談支援専門員や障害福祉サービス事業所、民生児童委員、学校、医

療機関など、当該障害者や養護者と関わりのある機関や関係者から多面的に情報を収集し、人間関係

や障害特性、生活状況、虐待の背景などを確認したうえで、アプローチすることが有効な場合も考え

られます。一方で本人の安否確認の必要性、通報からの時間の経過具合、緊急度などを考慮し、早急

に直接訪問が必要な場合も考えられます。初動会議では、なにを情報収集・確認することが必要か、

どのようなスケジュールで直接訪問を行うかをできる限り具体的に検討するようにします。さらに、

具体的な訪問等による聞き取り場面を想定しながら、どのような質問をして、どのように話を展開す

るか、どこをポイントに確認するかを明確にして、予測されるリスクへの対応方法も含めて検討しま

す。また、障害者の安全や事実確認を行った後も、障害者や養護者を取り巻く環境は常に変化するこ

とも想定されるため、必要に応じて、複数回訪問して状況を確認することも検討します。 

 

４）コアメンバー会議の日程調整 

 事案の緊急度合などを考慮したうえで、次回のコアメンバー会議の日程を調整します。 
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３．事実確認 

事実確認は、初動会議で決定した内容に沿って、予測されたリスクなどに留意しながら行います。

前述しているとおり、事実確認は原則は複数機関が直接訪問・目視により行います。緊急性ありと判

断している事案については、通報から原則４８時間以内に行うように留意します。 
事実確認で把握・確認する事項 

□ 安否確認（緊急性の判断） 

□ 虐待内容に関すること 

□ 総合的な生活状況に関すること 

□ 本人（や養護者）の意思確認 

 
１）安否確認 

□ 原則は訪問・目視により、本人の心身の状況、生活状況などの確認を行い、緊急性の見極めを行

います。 

□ 通報等の内容から障害者本人への医療の必要性が疑われる場合には、訪問したときに的確に判断

し迅速な対応がとれるよう、医療職が訪問調査に立ち会うことが望まれます。 

 

２）虐待内容に関すること 

□ 通報受付のポイントと同様、「いつ、どこで、誰が、誰に、何を、どのように、何回」など、虐

待が疑われる状況が具体的・客観的に把握できるように情報収集します。 

□ 訪問の趣旨や目的、担当職員の身分や職務などに関する説明をします。虐待通報を受けての訪問

と説明するか、虐待を理由とした訪問でなく、日常支援の延長など自然な理由による訪問も検討

します。必要に応じて、ヘルパーや相談支援専門員などと一緒に訪問することも検討します。 
□ 養護者への聞き取りにあたっては、虐待状態の解消や適切な支援につなげていくことを念頭に、

受容的な態度で接しながら信頼関係の構築に努めることが考えられます。一方、障害者の安全確

保の必要性がある場合などは毅然とした態度で接することも必要な場合があります。障害者や養

護者の特性を見極めながら、柔軟で有効なアプローチを検討します。 

□ 聞き取りは第三者がいる場所で行わなかったり、痣などを確認する場合は同性職員が対応したり

するなど、障害者や養護者への権利やプライバシーへは十分配慮を行います。また、本人の了解

を得たうえで、確認事項の記録としてＩＣレコーダーやカメラ、ビデオなどの使用も検討します。 
□ 聞き取りは、できる限り、答えを誘導しないオープンな質問の仕方で行います。障害者に対して

聞き取り調査を行う場合は、質問を理解しやすい言葉に言いかえるといった工夫や、聞き取りの

内容を把握する補助としてコミュニケーションボード等の使用を検討します。 

 

３）総合的な生活状況に関すること 

□ 障害者の障害特性や意思判断能力の程度、養護者の性格や思考パターンなどそれぞれの人物像に

加え住環境や経済状況など、虐待の事実だけではなくその背景要因も探ります。本人や養護者か

らだけでなく、障害福祉サービス事業所や学校、医療機関など、多面的な情報収集に努めます。 

□ 本人や養護者、関係機関に聞き取りを行うときには、守秘義務が課されており、通報者や届出者

を特定する情報を漏らしてはならないことに留意します。情報収集のために協力を依頼する場合、

通報内容に関する情報提供が必要なこともありますが、その情報は慎重に取り扱います。 

□ 関係機関から情報収集する際は、障害者虐待に関する個人情報については、個人情報保護法の第

三者提供の制限(同法第２３条)の例外規定に該当すると解釈できる旨を説明します。 
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□ 通報者が特定されないよう配慮しながら、どのような質問をして、話を展開するか、どこをポイ

ントに確認するか、事前に検討しておきます。 

 

４）本人（や養護者）の意思確認 

□ 今後の支援の展開を考えた場合、「本人がどうしたいか」という意思確認も重要です。本人の意

思確認が困難な場合もありますが、可能な限り本人の意思の把握に努めるようにします。 
 

３－２．介入拒否がある場合の対応 

調査や支援に対して拒否的な態度をとる養護者等へのアプローチは、虐待に関する初期援助の中で

最も難しい課題のひとつであり、障害者の安全確認ができない場合は、立入調査の実施も視野に入れ

ながら、さまざまな関係者との連携協力のもとで対処する必要があります。 

たとえば当該障害者が障害福祉サービス等を利用している場合には、相談支援専門員や障害福祉サ

ービス事業所職員等から養護者に対してアプローチすることが考えられます。また、養護者と面識の

ある親族や知人、地域関係者等がいる場合には、それらの人に協力を仰ぐことも考えられます。 

養護者等にとって抵抗感の少ない方法を優先的に検討し、それらの方法では安否の確認が困難な場

合にはコアメンバー会議で立入調査（Ｐ．２５参照）を検討する流れとなりますが、特に障害者の生

命や身体に重大な危険が生じている恐れがあると認められる場合には、養護者等の拒否的な態度に関

わらず積極的な介入が必要です。状況に応じて、その場で警察や消防へ通報することも必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

. 
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４．コアメンバー会議 

 コアメンバー会議は、市、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターの３機関で協議し

ます。会議では事実確認で収集した情報を整理し、事案の分析、緊急性や虐待の有無の判断を行いま

す。必要に応じて、専門職（弁護士、学識経験者等）への助言要請や行政権限の行使のためのコア会

議開催の要請を検討します。また、会議という名称になっていますが、緊急度合等により会議形式に

とらわれずにさまざまな方法を検討し、合議で対応方針等を決定するようにします。 
コアメンバー会議で把握・確認する事項 

□ 事実確認の情報整理と事例分析 

□ 虐待の有無の判断 

□ 緊急性の判断 

□ 対応方針、支援計画の決定 ※虐待認定した場合 

□ （必要に応じて）専門職への助言要請 

□ （必要に応じて）行政権限の行使の要請 

 
１）事実確認の情報整理と事例分析 

 事実確認により集めた情報を共有し、支援課題となっている事項を明確にします。虐待発生の背景

等についても検討し、関係機関が共通認識を持つようにします。 

 

２）虐待の有無の判断 

 事実確認情報の整理や事例分析を通じて、本人の権利が侵害されている事実等に着目し、「継続性」

や「一方性」といった視点も考慮しながら、虐待の有無について判断します。なお、虐待の有無を判

断する際は本人や養護者の虐待に対する自覚の有無は問いません。 
 

①虐待ありと判断 

 虐待と判断できる事実や本人の権利が侵害されている事実が確認された場合、虐待認定を行います。

虐待認定を行った根拠をシートに記入し、あわせて虐待状態の解消に向けた対応方針や支援計画書

（Ｐ．２２参照）の作成を行います。 
 
②虐待なしと判断 

 虐待や権利侵害の事実が確認されなかった場合あるいは事実確認をすべてやり尽くしたがこれ以

上の事実確認は不可能で虐待ありと結論付けることはできない場合、虐待なしと判断し、その根拠を

シートに記入します。虐待なしと判断した場合であっても、関係機関が連携し、見守り的な支援を行

ったり、適切なサービスを導入するなど、生活支援ニーズへの対応を検討します。また、権利擁護支

援ニーズがある場合は権利擁護支援センターを中心に、その支援に当たります。通常の支援に移行し

たあとの留意事項がある場合はシートに記入します。 
 
③虐待の有無が判断できない場合 

初動会議時に設定した事実確認項目の情報を収集できない、あるいは収集した情報が不十分なため、

虐待かどうかの判断ができない場合は、再度、初動・継続会議シートを使って確認項目を設定し、期

限と役割分担を明確にして事実確認を継続します。本人の生命や身体に危険性が高いと認められるが、

介入拒否等に遭い、本人の安全が確認できない場合は、「立入調査」の要否を検討します。 
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３）緊急性の判断（分離保護の判断） 

緊急性（分離保護の必要性）については、情報の整理・分析を通じて、本人や養護者の心身や生活

状況、関係性、虐待の程度や頻度などをもとに、虐待対応の一連の流れの中で総合的に判断します。

コアメンバー会議の３機関の協議では客観的で慎重な判断が求められます。 

虐待の事実が確認できて（もしくは可能性が非常に高い）、障害者の生命や身体等に重大な危険が

生じる恐れがある場合や虐待が繰り返されている可能性があったり、意思疎通が可能である障害者が

保護を求めている場合など、Ｐ．１５緊急性が高いと判断できる状況例や下表の虐待リスクアセスメ

ントシートを参考に、状況によっては分離保護が必要になります。 
分離保護の方法としては、まずは契約による障害福祉サービスの利用（短期入所、施設入所等）や

市独自事業による一時保護などを検討します。また、入院治療の必要性が高い場合は医療機関を受診

し、医師の指示を仰ぎます。契約による障害福祉サービスの利用が難しく、かつ身体や生命に重大な

危険が生じている恐れがある（緊急性が高い）場合は、行政権限である「やむを得ない事由による措

置」（Ｐ．２９参照）による保護も検討します。ただし、行政権限の行使については、行政内部にお

けるコア会議で決定します。 
なお、緊急性ありと判断した場合はその根拠をシートに記入しておきます。 
 

（参考）虐待リスクアセスメントシート 

最
重
度 

身体的虐待 

□ 身体のいずれかの部位に、入院を必要とする外傷・骨折・火傷がある 

□ 健康に有害な食物や薬物を与えられている 

□ 本人の自殺企図 

□ 一家心中（未遂を含む） 

□ 四六時中、ベッドや部屋に拘束・監禁されている 

放棄・放任 

□ 脱水・栄養不足による衰弱がある 

□ 潰瘍や褥瘡が悪化している 

□ 口腔内の出血・腫れ 

□ 治療中の服用薬を飲んでいない、飲ませてもらえない 

□ 生命にかかわる医療拒否がある（宗教やオカルトを理由する場合を含む） 

□ ライフラインがすべて止まっている 

性的虐待 

□ 性行為・わいせつな行為を強要されている 

□ 性風俗業で働くことを強要されている 

□ 性感染症に罹患している 

経済的虐待 
□ 本人名義の預貯金・資産が家族・他者に不当に流用・処分されている 

□ 悪徳商法の業者に多額の金銭を巻き上げられている 

重
度 

身体的虐待 
□ 身体のいずれかの部位に、通院を必要とする外傷・骨折・火傷がある 

□ 外出・通信が著しく制限されている 

放棄・放任 

□ 著しい体重の増減がある 

□ 偏食・不衛生・不眠によって健康に明らかな問題がある 

□ 家族と同居しているが、実質的な世話・介護者はいない 

□ 必要な福祉サービスを受けることができない 

□ 必要な医療を受けることができない 

□ 医療機関の指示と異なる服薬調整が行われている 

□ 本人が家出・徘徊をしても放置するか、無関心である 

心理的虐待 
□ 家族の自殺企図 

□ 家族や身近な人から本人の意向にそぐわない宗教・オカルトを強要される 
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性的虐待 
□ 性的ないやがらせ、はずかしめを受けている 

□ 障害を理由に、他者が交際する異性との関係を引き裂く 

経済的虐待 

□ 本人名義の預貯金・資産が本人の了解なく家族・他者に管理されている 

□ 遺産相続等で差別的な扱いを受けている 

□ 悪徳商法の業者に接近されている 

中
度 

身体的虐待 

□ 通院を必要とするほどではないが、治療の必要な外傷・火傷がある 

□ 繰り返し傷・あざがある 

□ 外出・通信が自由にできない、行事への参加を制限されている 

放棄・放任 

□ 健康問題につながる可能性のある偏食や不衛生等、衣食住の不適切さがある 

□ 必要な医療を受けることを制限されることがある 

□ 必要な福祉サービスの利用を制限されることがある 

□ 本人がしばしば欠席・欠勤していても連絡をしてこないか、無関心である 

心理的虐待 

□ 無視・暴言・乱暴な扱い・締め出し・懲罰的な扱いによって情緒的問題が出ている 

□ 必要な医療・福祉サービスの内容を周囲が勝手に決める 

□ 養護者から強い拒否感の訴えがある 

性的虐待 
□ 障害を理由に、他者から異性との交際を禁じられている 

□ 他者から窃視や不自然なアプローチを受けている（関係妄想と区別する） 

経済的虐待 
□ 「小遣いがあまりもらえない」と訴える 

□ 周囲の人間からお金をたかられている 

軽
度 

身体的虐待 
□ 治療の必要はない程度の外傷がある 

□ 養護者から暴力を振るってしまうとの訴えがある 

放棄・放任 
□ 健康問題がただちに生じるほどではないが、衣食住の不適切さがある 

□ 本人・周囲ともに必要な医療や福祉サービスの内容を考えることができない 

心理的虐待 

□ 無視・暴言・乱暴な扱い・締め出し・懲罰的な扱いを受けている 

□ 家族の間にけんかや争いごとがしばしば起きる 

□ 養護者から拒否感の訴えがある 

参考）さいたま市 
４）支援計画書 

虐待認定したケースについては、虐待状況の解消や再発防止に向けて、支援計画書を作成し、障害

者や養護者への具体的な支援・介入を実施していきます。支援計画書では、総合的な対応方針を設定

したうえで、虐待状況の解消に向けた支援課題を明確にし、課題解決に向けた具体的な支援内容を検

討するとともに、どの機関（担当）が、いつまでに、どのような優先順位で行うかもあわせて決定し

ます。 

○対応方針の決定 

本人がどのような生活を望んでいるかといった、本人の意思や希望をもとに、本人の心身の状態や

生活状況あるいは養護者の状態像など、それまでに収集した情報を踏まえて、虐待状態の解消に向け

た対応方針を決定します。 

○課題解決に向けた支援内容や方法等の決定 

設定した対応方針に基づき、障害者や養護者、その他の家族などに対しての支援課題を検討します。

障害者を取り巻く生活の全体像を見ながら、虐待状態につながっている課題を整理していきます。 

支援課題に対しては、どのような状態になることが望ましいか（目標）、目標を達成するための支

援内容や方法、役割分担を検討します。たとえば、障害者本人への支援および養護者への介護負担の

軽減の観点から、障害福祉サービス等の導入が有効に働く場合があります。養護者の負担感が大きい
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場合は短期入所や通所サービス、居宅介護などの利用を促したり、すでにサービスが入っている人に

ついては、サービスの種類や量の追加を含めたケアプランを見直したりすることで、状況の改善がで

きる場合があります。また、障害特性に応じた対応方法について正確で適切な知識を提供することも

考えられます。そのほか、医療機関への受診が必要な場合には専門医の紹介、金銭管理などの支援が

必要な場合には日常的金銭管理サービスや成年後見制度の活用など、適切なサービス導入による支援

を検討します。 
さらに本人だけでなく、養護者や家族に障害などがあり、養護者自身が支援を必要にしているにも

関わらず十分な支援や治療を受けられていないこともあります。養護者支援の視点も持ち合わせるよ

うにします。 
また、事案の緊急性、介入の糸口やタイミング、支援の手順などを協議し、優先順位も設定します。

これらの設定した支援内容などの進捗状況を確認するタイミングとして、評価日（個別支援評価会議）

も設定します。事案により緊急性が高い場合は、短い期間で評価日を設定して現状の共有を図ること

を検討します。具体的な支援を行っていくうえで、起こりうる事態を見据えて、留意しておく点もあ

わせて確認しておきます。 
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５．個別支援評価会議 

個別支援評価会議では、支援計画書で設定した目標や支援状況について確認を行い、虐待状態が解

消したかどうかを評価します。各機関が役割分担して対応した事項について、会議で共有し、参加メ

ンバーの合議の上で評価を行います。 
 

１）虐待が解消された場合 

 評価の結果、支援目標が達成され、虐待が解消したと判断した場合は、「７．虐待対応の終結（終了）」

へ移行します。 
 

２）虐待が解消されていない場合・新たな課題や虐待が発生した場合 

①支援内容の継続あるいは新たな支援ニーズ、計画変更の必要性を確認します。 

②対応方針及び支援課題の見直しを行います。 

③支援内容・方法、役割の再検討を行います。 

④新たな課題が発生した場合は個別支援評価シートの「新たな支援の必要性」に記入します。 

⑤新たな虐待の疑いが発生した場合は個別支援評価シートの「新たな支援の必要性」にその内容を記

入し、次に作成する支援計画書の「支援課題」「支援内容・方法」に事実確認の方法を記入し、支

援と並行して事実確認を行います。次回の個別支援評価会議で虐待認定した場合は判断根拠を明確

にするため、コアメンバー会議シートを再作成します。 

⑥終結と判断されるまで、評価と支援計画の見直しを繰り返しながら支援を継続します。 

 
６．虐待対応の終結（終了） 

１）虐待対応の終結 

 虐待対応の終結とは、個別支援評価会議で、個別支援評価シートの支援目標が達成され、「支援を

要する状況の確認」の６項目において虐待と認定された項目について、すべて「解消」と判断され、

虐待の要因が除去されて、虐待行為が発生しないことをいいます。虐待対応が終結しても支援が必要

な状況が継続することがありますが、通常の支援として、生活支援や権利擁護支援等を行います。 
 
２）虐待対応の終了 

 虐待対応の終了とは、虐待対応の途中で本人または養護者の死亡や転出などの事由により、障害者

虐待防止法による介入の根拠がなくなった場合をいいます。 
終結（終了）した場合は本人等の支援目標の達成状況に加えて、終結（終了）した根拠を記載しま

す。（事実確認中に終了した案件ではコアメンバー会議シートの作成は不要です。） 
 
３）終結（終了）後の支援 

終結（終了）後も様々な生活課題を抱えている場合があり、状況に応じて生活支援、権利擁護支援

を継続して行うかどうかの検討が必要です。 
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２．専門的な対応による支援について                       

１．立入調査 

 障害者虐待により障害者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められると

きは、市長は、担当部局の職員に、当該障害者の住所や居所に立ち入り、必要な調査や質問をさせる

ことができます(第１１条第１項)。立入調査は第３２条に規定する障害者虐待防止センターの業務に

は含まれませんので、市職員が行います。なお、正当な理由がなく立入調査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは障害者に答弁をさせず、

若しくは虚偽の答弁をさせた者は、３０万円以下の罰金に処せられることとされています(第４６条)。 

 

１）立入調査の要否の判断 

当事者から情報を集めることができない場合であっても、関係者へのアプローチなどで必要な情報

が収集できると判断したときは、その方法を優先します。しかし、さまざまな手段を尽くしてもコン

タクトする手立てがなく、かつ障害者の生命または身体に危険性が高く、安否が気遣われるようなと

きには、立入調査権の行使を検討する必要があります。 

立入調査の実施の判断は、市の管理職を含む行政内部で行うコア会議で行います。立入調査が必要

と認められる状況は、緊急性や重大性があるとともに、養護者の協力が得られない場合です。その例

を以下に示します。 

＜立入調査が必要と判断される状況の例＞ 

○ 障害者の姿が長期にわたって確認できず、また養護者が訪問に応じないなど、接近する手が 

かりを得ることが困難と判断されたとき。 

○ 障害者が居所内において物理的、強制的に拘束されていると判断されるような事態があると 

き。 

○ 何らかの団体や組織、あるいは個人が、障害者の福祉に反するような状況下で障害者を生活 

させたり、管理したりしていると判断されるとき。 

○ 過去に虐待歴や援助の経過があるなど、虐待の蓋然性が高いにもかかわらず、養護者が訪問 

者に障害者を会わせないなど非協力的な態度に終始しているとき。 

○ 障害者の不自然な姿、けが、栄養不良、うめき声、泣き声などが目撃されたり、確認された 

りしているにもかかわらず、養護者が他者の関わりに拒否的で接触そのものができないとき。 

○ 入院や医療的な措置が必要な障害者を養護者が無理やり連れ帰り、屋内に引きこもっている 

ようなとき。 

○ 入所施設などから無理やり引き取られ、養護者による加害や障害者の安全が懸念されるよう 

な事態にあるとき。 

○ 養護者の言動や精神状態が不安定で、一緒にいる障害者の安否が懸念されるような事態にあ 

るとき。 

○ 家族全体が閉鎖的、孤立的な生活状況にあり、障害者の生活実態の把握が必要と判断される 

ようなとき。 

○ その他、虐待の蓋然性が高いと判断されたり、障害者の権利や福祉上問題があると推定され 

たりするにもかかわらず、養護者が拒否的で実態の把握や障害者の保護が困難であるとき。 

 

２）立入調査の実施体制 

 予測される事態に備え、市の複数職員を選任します。また、担当職員を基本に、入院等の必要性を
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的確に判断できる医療職の同行も有効です。 

＜警察との連携＞ 

市は、立入調査の際には障害者の生命又は身体の安全確保に万全を期する観点から、必要に応じて

適切に、所轄の警察署長に対し援助を求めなければならないとされています（第１２条）。立入調査

を行う際に養護者から物理的な抵抗を受ける恐れがあるなど、市の職員だけでは職務執行することが

困難で、警察の援助が必要である場合には、所轄の警察署長あてに「障害者虐待事案に係る援助依頼

書（Ｐ．２７参照）」を出し、状況の説明や立入調査に関する事前協議を行うようにします。 

＜保健所との連携＞ 

養護者に精神的な疾患が疑われる場合は、保健所等と連携します。事前の情報によっては入院を要

する事態も想定し、精神保健指定医による診察や入院先の確保などの手配をあらかじめ行っておく必

要があります。養護者や家族と関わりのある親族等に同行や立会いを求めることも有効な場合があり

ます。ただし、いずれの場合でも事前に周到な打ち合わせを行い、種々の事態を想定した柔軟な役割

分担を決めておくことが必要となります。 

 

３）立入調査の実施 

立入調査については、養護者等に事前に知らせる必要はありません。立入調査の際には身分証明書

（Ｐ．２８参照）を携帯し、法律に基づいた行政行為であること、立入調査の目的や確認事項、立入

調査権を発動した理由を説明し、冷静に対応するようにします。 

＜緊急保護の判断＞ 

障害者の身体的な外傷の有無や程度、健康状態、養護者等に対する態度、脅えの有無などを観察す

るとともに、できれば同行の医療職による診断的チェックを受けることが望ましいと考えられます。

障害者から話を聞ける場合には、養護者から離れた場所で聴取することを検討します。障害者の居室

内の様子に注意を払い、不衛生・乱雑であるなどの特徴的な様相があれば、障害者本人の同意を得た

上で写真等の活用を含めて記録しておきます。障害者の心身の状態、養護者の態度、室内の様子など

総合的に判断して、障害者の生命や身体に関わる危険が大きいときには、緊急入院ややむを得ない事

由による措置を通じて、緊急に障害者と養護者を分離しなければならないことを伝え、養護者の意思

に反する場合であっても実行に踏み切ることが必要です。 

緊急に障害者と養護者を分離する必要性が認められないときは、関係者の不安が調査で解消されて

よかったことを伝え、養護者の心情に配慮したフォローを十分に行うことが必要です。なお、緊急の

対応が不要になったとしても、障害者および養護者が支援を要すると判断される場合には、継続的に

関わりを持つことが必要となります。各機関におけるサービスの説明や、何かあればいつでも相談に

乗ることを伝え、支援につなげやすくします。 

 

４）立入調査の留意点 

立入調査には、実施上の制約があることを踏まえた上で、立入調査の要否や方法、警察等関係機関

への援助依頼のタイミングや内容等を判断する必要があります。例えば、養護者等が立入調査を拒否

し施錠してドアを開けない場合、鍵やドアを壊して立ち入ることを可能とする法律の規定がない以上、

これをできるとは解されていません。立入調査の権限を発動しても無条件に居所に立ち入れるわけで

はなく、あらかじめ立入調査を執行するための準備（出入りする時間帯をチェックする、ドアを確実

に開けてもらうための手段や人物を介在させる等）を綿密に行うことが必要です。 
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(参考)障害者虐待事案に係る援助依頼書 

 

第      号 

障害者虐待事案に係る援助依頼書 

 年  月  日 

      警察署長  殿 

西宮市長  ○ ○ ○ ○ 

 

 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律第12条第1項及び同条第2項の規定により、次

のとおり援助を依頼します。 

依
頼
事
項 

日  時 年   月   日    時  分 ～    時  分 

場  所  

援助方法 
□ 調査の立会い 
□ 周辺での待機      
□ その他（                ） 

障 

害 

者 

（ふりがな） 
氏  名 

 
                        □ 男 ・ □ 女 

生年月日 年   月   日生（    歳） 

住  所 
□ 上記援助依頼場所に同じ 
□ その他（                            ） 

電  話 （      ）     －       番 

職 業 等  

養 

護 

者 
等 

（ふりがな） 
氏  名 

 
                         □ 男 ・ □ 女 

生年月日 年   月   日生（    歳） 

住  所 
□ 上記援助依頼場所に同じ 
□ その他（                            ） 

電  話 （      ）     －       番 

職 業 等  

障害者との 
関    係 

□ 配偶者   □ 子    □ 子の配偶者   □ 孫 
□ その他親族（       ）   □ その他（        ） 

虐
待
の
状
況 

行為類型 
□ 身体的虐待   □ 介護・世話の放棄・放任   □ 心理的虐待 
□ 性的虐待    □ 経済的虐待 

虐待の内容  

障害者の生命又は身体に
重大な危険が生じている
と認める理由 

 

警察の援助を必要とする
理由 

 

担当者・連絡先 

所属・役職  氏 名  

電話 （     ）    －      番 内線 
携帯電話    －     －      番 
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(参考)身分証明書 

（表） 

 

証 票 

 

 

  第    号                             平成  年 月 日交付 

 

 

所   属   
職名・氏名   
生年月日    

 

 

  上記の者は、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律第11条の規定による、立入調査 

を行う職員であることを証明する。 

 

 

 

                                       西 宮 市 長 ○ ○ ○ ○      
 

 

（裏） 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

（通報等を受けた場合の措置） 

第９条 市町村は、第７条第１項の規定による通報又は障害者からの養護者による障害者虐待を受けた旨の届出を 

受けたときは、速やかに、当該障害者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講 

ずるとともに、第３５条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「障害者虐待対応協力者」という。） 

とその対応について協議を行うものとする。 

２ 市町村は、第７条第１項の規定による通報又は前項に規定する届出があった場合には、当該通報又は届出に係 

る障害者に対する養護者による障害者虐待の防止及び当該障害者の保護が図られるよう、養護者による障害者虐 

待により生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる障害者を一時的に保護するため迅速 

に当該市町村の設置する障害者支援施設又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五 

条第六項の厚生労働省令で定める施設（以下「障害者支援施設等」という。）に入所させる等、適切に、身体障 

害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１８条第１項若しくは第２項又は知的障害者福祉法（昭和３５年法 

律第３７号）第１５条の４若しくは第１６条第１項第２号の規定による措置を講じるものとする。この場合にお 

いて、当該障害者が身体障害者福祉法第四条に規定する身体障害者（以下「身体障害者」という。）及び知的障 

害者福祉法にいう知的障害者（以下「知的障害者」という。）以外の障害者であるときは、当該障害者を身体障 

害者又は知的障害者とみなして、身体障害者福祉法第１８条第１項又は若しくは第２項又は知的障害者福祉法第 

１５条の４若しくは第１６条第１項第２号の規定を適用する。 

３ 市町村長は、第７条第１項の規定による通報又は第１項に規定する届出があった場合には、当該通報又は届出 

に係る障害者に対する養護者による障害者虐待の防止並びに当該障害者の保護及び自立の支援が図られるよう、 

適切に、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５１条の１１の２又は知的 

障害者福祉法第２８条の規定により審判の請求をするものとする。 

（立入調査） 

第１１条 市町村長は、養護者による障害者虐待により障害者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれが 

あると認めるときは、障害者の福祉に関する事務に従事する職員をして、当該障害者の住所又は居所に立ち入り、

必要な調査又は質問をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな 

らない。 
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２．やむを得ない事由による措置 

生命や身体に関わる危険性が高く、放置しておくと重大な結果を招くことが予測されると判断され

た場合には、迅速かつ的確な対応が必要となります。こうした場合、当該障害者の安全確保が最重要

ですので、養護者の意向に関わらず、必要に応じて警察への通報や緊急的な保護について検討します。

また、本人が保護に対して拒否することもありますが、粘り強く説得を重ねることが必要です。どう

しても本人の同意が得られないときはリスクを説明したうえで緊急時は警察に連絡することなどを

助言したり、あるいは本人に判断能力がない場合などは本人の意向に関わらず保護することも検討し

ます。 

１）やむを得ない事由による措置の要否の判断 

契約に基づいたサービスの利用により保護・分離を優先的に活用すべきですが、一手法として、身

体障害者福祉法または知的障害者福祉法に基づく市長による「やむを得ない事由による措置」があり

ます。やむを得ない事由による措置とは、やむを得ない事由によって契約による障害福祉サービスを

利用することが著しく困難な場合や虐待から保護される必要があると認められる場合に、市長が職権

により障害福祉サービスを利用させることができるというものです。（「西宮市障害福祉サービス及び

障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱（Ｐ．７５参照）」）。その判断は担当者個人

ではなく、市としての決定であることが重要です。そのため、管理職を含んだコア会議で判断します。 

障害者虐待防止法では、通報等の内容や事実確認によって障害者の生命または身体に重大な危険が

生じているおそれがあると認められる場合には、養護者による障害者虐待の防止及び当該障害者の保

護が図られるよう、適切に障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置を講じることが規

定されています（身体障害者福祉法第１８条第１項または第２項、知的障害者福祉法第１５条の４ま

たは第１６条第１項第２号）。身体障害者及び知的障害者以外の障害者である場合は、身体障害者ま

たは知的障害者とみなして、上記の規定を適用することも定められています（第９条第２項）。 

また、指定障害者支援施設等及び指定障害福祉サービス事業等の運営基準によって定員の遵守が定

められていますが、災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合には、この限りではないとされて

いること、報酬告示においてその場合は定員超過に該当する場合の減算を算定する利用者数から除外

する規定が置かれていること、知的障害者福祉法第２１条及び身体障害者福祉法第１８条の２におい

て、やむを得ない事由による措置による委託を受けたときは、正当な理由がない限りこれを拒んでは

ならないと定められていることについても説明し、協力を要請します。 

 

２）虐待を受けた障害者の措置のために必要な居室の確保 

市は、養護者による虐待を受けた障害者について、身体障害者福祉法または知的障害者福祉法の規

定による措置を行うために必要な居室を確保するための措置を講ずるものとされています（第１０

条）。 

 

３）面会の制限 

障害者虐待防止法では、身体障害者福祉法または知的障害者福祉法に規定される「やむを得ない事

由による措置」が採られた場合、市長や障害者支援施設等の長は、虐待の防止や障害者の保護の観点

から、養護者と障害者の面会を制限することができるとされています（第１３条）。 

①面会要望に対する基本的な対応 

やむを得ない事由による措置を実施する場合は、保護先を秘匿することがほとんどですが、虐待を

行っていた養護者から障害者への面会申し出があった場合には、本人の意思や心身の状況、養護者と

面会することによる弊害や危険性など、総合的に検討し、市が判断します。判断の際は障害者の安全
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を最優先とします。面会できる状態と判断した場合であっても、職員が同席する、面会後に家に連れ

て帰ることはできないことを約束する、養護者に居所を知らせていない場合は本人の居所でないとこ

ろで面会するなど、状況に応じた対応が必要です。 

②施設側の対応について 

虐待を事由にして「やむを得ない措置」を行う場合、養護者から障害者支援施設等に直接面会の要

望があった場合の対応として、市は施設等に対して、面会の可否の判断は行わずに市に相談するよう

指示しておきます。また、措置の継続中は、市と障害者支援施設等とは定期的に協議を行い、障害者

や養護者の状況と面会希望時の対応を確認しておきます。 

③契約入所や入院等の場合 

契約による施設入所や入院した場合については、障害者虐待防止法では面会の制限に関する規定は

設けられていません。しかし、このような場合であっても、養護者と面会することによって障害者の

心身の安全や権利が脅かされると判断される場合には、市は養護者に対して障害者が面会できる状況

にないことを伝え、説得するなどの方法で面会を制限することが必要となります。 

  

４）措置後の対応 

 措置によって障害者を保護したことで、虐待事案対応が終了するわけではありません。措置は障害

者と養護者の生活を支援する過程における手段の一つと捉え、障害者が安心して生活できるようにな

ることを最終的な目標とすることが重要です。 

＜障害者のフォロー＞ 

保護された障害者は、虐待を受けたことに対する恐怖心や不安を抱きながら慣れない環境で生活を

送ることになるので、障害者に対する精神的な支援は非常に重要です。また、障害者が特に介護の必

要がなく自立している場合などには、障害者施設の環境になじめないことも予想されます。可能な限

り障害者本人の意思を尊重するとともに、経済状態や親族等の協力度合いを把握しながら、障害者が

安心して生活できる居所を確保するための支援が重要となります。 

＜虐待者のフォロー＞ 

家庭に残された養護者や家族の中には、精神的な支えを失って日常生活に支障をきたす場合や障害

者の年金で生活していたため生活に困窮する場合などがあります。養護者に対しても、保護した障害

者と同様に精神的な面などでフォローが必要です。また、虐待者からのクレームや苦情などについて

も一定の方針をもって対応します。 

 

５）措置の解除 

措置により施設に一時入所した障害者の措置が解除される場合としては、以下の例が考えられます。 

①自立した生活に移行する場合 

保護によって障害者の心身の状況が落ち着き、今後、養護者の元に戻るより独立した生活を営んだ

方が良いと判断される場合です。退所するまでは地域移行支援、退所した後には地域定着支援の対象

となる場合がありますので、これらの制度を活用しながら継続的に支援を行うことが必要です。 

②家庭へ戻る場合 

関係機関からの支援によって養護者や家族の状況が改善し、障害者が家庭で生活することが可能と

判断される場合です。ただし、家庭に戻ってからの一定期間は、関係機関による障害者や養護者等へ

の手厚いフォローが必要と考えられますので、継続的に支援を行うことが必要です。 

③障害福祉サービスの申請や契約が可能になり、契約入所になる場合 

保護によって障害者の心身の状況が落ち着き、自ら障害福祉サービスの利用に関する契約が可能に
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なった場合や、後見人等が選任されたことによって障害福祉サービスの利用に関する契約が可能にな

った場合などです。 

 

３．成年後見制度 

成年後見制度は、判断能力の不十分な人（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者等）を保護する

ための制度です。虐待を受けている障害者の権利を擁護する方法として、成年後見制度の活用も含め

た検討を行う必要があります。障害者虐待防止法には、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

５１条の１１の２または知的障害者福祉法第２８条の規定により、適切に市町村長による成年後見制

度の利用開始の審判請求（以下「市長申立」といいます。）を行うことが定められています（第９条

第３項）。また、国や地方公共団体が成年後見制度の周知や制度利用に当たっての経済的負担の軽減

措置を図ることも規定されています（第４４条）。 

○法定後見制度 

判断能力の程度に応じて補助、保佐、後見の類型があります。精神上の障害（認知症・知的障害・

精神障害等）により判断能力が不十分な人は「補助」、精神上の障害により判断能力が著しく不十分

な人は「保佐」、精神上の障害により常に判断能力を欠く状態にある人は「後見」となります。 

これらの類型に応じてそれぞれ保護する人を補助人、保佐人、後見人と言い、本人もしくは４親等

内の親族、そのほか市長村長等の申立により家庭裁判所が選任します。成年後見人等には、親族のほ

か、弁護士、司法書士、社会福祉士、法人等から選任されます。後見人等には本人の権利行使や保護

を支援するための法的な権限として、①同意権・取消権（後見人等の同意なしに行った本人の法律行

為を取消（無効）にする権限）と②代理権（後見人等が本人に代わって法律行為を行う権限）が与え

られています。 

○任意後見制度 

本人の判断能力が十分なうちに、将来に備えてあらかじめ契約（任意後見契約）によって後見人と

その後見人が本人を代理して行う事項を定めておく制度です。当該本人の判断能力が不十分になった

際に、家庭裁判所に任意後見監督人選任の申立てを行い、監督人が選任されたのちに任意後見契約が

発効することになります。 

 

(参考)成年後見制度の類型など 

 
法定後見制度 

（判断能力が不十分な人） 

任意後見制度 

（判断能力のある人） 

名称 後見 保佐 補助 任意後見 

対象者 

(利用者本人) 

日常生活で判断能力が常に

欠けている状態の人 

日常生活で判断能力が 

著しく不十分な人 

日常生活で判断能力が 

不十分な人 
判断能力がある人 

支援する人 成年後見人 保佐人 補助人 任意後見人 

仕事の内容 財産管理・身上監護 財産管理・身上監護 財産管理・身上監護 財産管理・身上監護 

代理権 
本人が行うすべての 

法律行為 

本人の同意を得たうえ

で、家庭裁判所が定めた

法律行為 

本人の同意を得たうえ

で、家庭裁判所が定めた

法律行為 

本人との契約で 

定めた行為 

同意権 

取消権 

日常生活に関する行為以外

の全ての行為（取消権のみ） 

法律上定められた 

重要な行為 

本人の同意を得たうえ

で、家庭裁判所が定めた

法律行為 

なし 
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○西宮市成年後見制度利用支援事業 

①市長申立 

法定後見の申立は、原則、本人・配偶者・４親等内の親族等が行いますが、市長申立を行うに当た

っては、基本的には２親等内の親族の意思を確認すれば足りる取扱いになっています。ただし、申立

の意思のある３親等または４親等の親族の存在が明らかである場合には、市長申立は行いません。な

お、虐待等の場合で２親等内の親族が申立に反対する場合も考えられます。そのような場合には、本

人の保護を図るため、市長申立が必要となる場合があります。（「西宮市成年後見制度利用支援事業市

長申立に関する取扱要綱（Ｐ．７８参照）」）。 

②報酬等の助成 

 西宮市に住所を有し、生活保護受給者もしくは活用できる資産等が乏しい者に対して、申立及び登

記に係る収入印紙代、郵便切手代、鑑定費用料その他申立に係る費用および成年後見人等に対する報

酬の助成を行っています。（「西宮市成年後見制度利用支援事業申立に係る費用及び後見人等の報酬助

成実施要綱（Ｐ．７９参照）」。 

 

【参考】成年後見制度利用促進法 

平成２８年４月、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目

的とした「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が議員立法により成立し、同年５月に施行され

ました。 

同法に基づき、政府においては、平成２９年３月、成年後見制度利用促進基本計画を閣議決定しま

した。同計画は、「財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視する等、利用者がメリット

を実感できる制度・運用の改善」「福祉等の関係者と後見人等がチームとなって本人を見守る体制及

びチームを支える地域連携ネットワークの構築とその運営の中核となる機関を整備する、権利擁護支

援の地域連携ネットワークづくり」「不正防止の徹底と利用しやすさとの調和」をポイントとしてい

ます。この計画に基づいて、市町村は成年後見制度利用促進計画を策定し、都道府県においては人材

の育成や必要な助言を行い、成年後見制度の利用促進を図ることとされています。 

 

４．福祉サービス利用援助事業 

福祉サービス利用援助事業では、認知症高齢者や知的障害者、精神障害者等の判断能力が不十分な

人が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助や

日常的な金銭管理などを行います。本事業の対象となるのは、福祉サービスの利用や利用料の支払い、

日常的な金銭管理などについては自分の判断で適切に行うことが困難ですが、契約書や支援計画書の

内容を理解することができる方です。契約までの相談・訪問は無料ですが、契約後の生活支援員によ

る援助は有料になります。 

【窓口】社会福祉法人西宮市社会福祉協議会（０７９８－３７－００２３） 

 

５．その他の障害者支援 

○住民基本台帳の閲覧等の不当利用の防止 

虐待を受けた障害者が、虐待した養護者から身を守るために転居した場合、養護者やその知人が住

民基本台帳の閲覧等の制度を不当に利用して被害者の住所を探し、再び虐待に及ぶ危険が考えられる

場合があります。 

その場合、虐待被害者からの申出（Ｐ．３５参照）に基づき、加害者からの被害者にかかる住民基

本台帳の閲覧等の請求は拒否されます。また、第三者からの請求については、加害者のなりすましや
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加害者からの依頼による閲覧等を防止するため、本人確認や請求事由の審査がより厳格に行われます。

虐待被害者の保護を図る観点から、これらの措置を採ることが考えられます。 

 

○年金搾取等の事実確認のための年金個人情報の確認 

養護者等が障害者の年金を管理し、経済的虐待に及んでいることが考えられる場合、年金の引き出

し履歴を確認して虐待の事実を把握したり、振り込み口座を変更し、障害者の年金を保護する等の対

応が必要な場合が考えられます。 

年金に関する個人情報は、プライバシー性が非常に高いことから、その目的外利用・提供は行政機

関個人情報保護法よりも厳しく制限されており、他の行政機関等への年金個人情報の提供は、政府管

掌年金事業に関連する事務や明らかに本人の利益となる場合等に限られています。しかし、平成２６

年１０月施行の政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律によ

り、年金詐取や介護放棄等の虐待を受けている恐れのある事案に関して、以下の厚生労働省令で定め

る事務の遂行に必要な場合、年金個人情報を提供できることになりました。 

＜厚生労働省令で定める事務＞ 

・事実関係の把握 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律第９条第１項・第１９条 

・福祉の措置（措置に当たって所得の把握が必要） 

身体障害者福祉法第１８条 

知的障害者福祉法第１５条の４・第１６条第１項 

・後見開始等の審判の請求（審判に当たって所得の把握が必要） 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５１条の１１の２ 

知的障害者福祉法第２８条 

※本人に意思能力があり同意を得ることができる場合には、年金個人情報の提供はその同意による。 

 

○年金個人情報の秘密保持の手続 

日本年金機構では、配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者のうち、婦人相談所や福祉事務所等にある配

偶者暴力相談支援センターが発行するＤＶ被害者の保護に関する証明書または裁判所が発行する保

護命令に係る書類、住民基本台帳事務における支援措置申出書の写し（Ｐ．３５参照）を所持する人

については、本人の希望があれば、年金記録を含む個人情報について他者の閲覧を防止する取り組み

（以下「秘密保持の手続」という）を行ってきました。 

平成２７年７月からは、ＤＶ被害者以外の人からも秘密保持の手続を希望する声が年金事務所に寄

せられていることに鑑み、ＤＶ被害者に準ずる人についても同様の取り扱いを開始されました。新た

な対象者は、暴力や財産の不当な搾取等の虐待を受けているため、保護や支援を受けているまたは過

去に受けていたことが支援機関等により証明されている人が該当します。たとえば、親からの暴力を

受けているため避難をしており住所を親に隠す必要がある子どもや、老齢・障害基礎年金を家族等か

ら不当に搾取されているといった経済的虐待を受けている高齢者や障害者です。 

秘密保持の手続による対応内容は、①基礎年金番号を別の番号に変更する、②本人または法定代理

人以外の者が委任状を持参して来訪したとしても個人情報に関する回答および手続を行わないとい

うものです。 

日本年金機構では、秘密保持の手続の要件として、支援機関等による証明書の提出を求めているた

め、保護を求める虐待被害者等が市に対して支援機関等の証明書発行の要請を行った場合は、保護や

支援を受けているまたは過去に受けていた旨の証明を行うなどの対応を行うことが必要です。 
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○マイナンバー制度における不開示措置について  

マイナンバー制度においては、平成２９年７月１８日より、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に規定する情報提供ネットワークシステムを使用した情報照会

または情報提供（以下「情報連携」という）及びマイナポータルの試行運用を開始しています。  

マイナポータルでは、情報連携が行われた記録の表示、行政機関等の保有する自らの個人番号を含

む個人情報の表示、行政機関等からのお知らせの受け取りや表示の機能を実装していますが、ＤＶ・

虐待等の被害者（ＤＶ・虐待等のおそれがある者を含む。以下「ＤＶ・虐待等被害者」という）の住

所や居所がある都道府県または市町村にかかる情報を加害者が確認できないよう、不開示コード等の

設定やお知らせを送る対象から除外する措置（以下「不開示措置」という）を行うことができます。  

１．不開示措置の設定が必要と想定されるケース  

①ＤＶ・虐待等被害者の行う行政手続により情報連携を行うケース  

②加害者が ＤＶ・虐待等被害者の代理人である（※）または ＤＶ・虐待等被害者がマイナンバー 

カード（以下「カード」という）を置いたまま避難しているケース  

※マイナポータルにおいて代理人に設定されている場合や加害者が法定代理人となる場合も含む。 

２．ＤＶ・虐待等被害者に取っていただきたい対応  

（１）住民票を移しているか否かに関わらず、避難先の各行政機関等においてマイナンバーを提出し

て最初に手続を行う際、避難に至った状況を説明の上、不開示措置を講じるよう申し出るようにす

る。 ＤＶ・虐待等被害者の心身の機能や判断能力の著しい低下等により自ら申し出るまたは代理

人による対応も困難な場合には、申請等の際にマイナンバーを記載するか否かに関わらず、当該被

害者の支援を行う者から申し出るようにする。  

（２）カードを置いたまま避難している場合には、カードの停止の連絡のほか、必要な場合にはマイ

ナンバーの変更やカードの再交付の申請を行うようにする。  

（３）必要に応じて、マイナポータルの利用者フォルダ（アカウント）の削除を行うようにする。ま

た、加害者を代理人設定している場合には、当該設定の解除を行う。アカウントの削除や代理人設

定の解除のためには、カードを使用してマイナポータルにログインする必要があるため、カードを

置いたまま避難している場合には、（２）の対応を併せて取る必要があることに留意する。なお、

こうした手続等が完了するまでの間は、不開示措置により対応することが可能です。 
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(参考)住民基本台帳事務における支援措置申出書 

 

 

住民基本台帳事務におけるドメスティック・バ 

イオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及び 

これらに準ずる行為の被害者保護の支援措置の 

実施を求めます。 

 

平成 ○○年 ○○月 ○○日 

（注）○太枠の中に記入して下さい。 

○申出に際し、ご本人の確認をさせていただきます。 

○法定代理人、児童相談所長、児童福祉施設の長、里親、ファミリーホーム事業を行う者等支援措置対象者対象者本人以外の者が申し出る場合は、備考欄に実際に申出を行う 

者の氏名、生年月日、住所、連絡先などを記入してください。 

○申出の内容について、相談機関等に確認させていただく場合があります。 

○支援措置は、厳格な審査の結果､不当な目的によるものでないこととされた請求まで拒否するものではなりません。 

○支援の期間は、支援開始の連絡日から1 年です。期限到達の1 月前から延長の申出を受け付けます。 当該申出がない場合、期限到達をもって支援を終了します。 

○申出書の内容に変更が生じた場合には、当初に申出を行った市区町村長に申出を行ってください。 

 

 

 

 

  

市区町村 受付  連絡   

  ／  

転

送 

／    ／ 

／    ／ 

／    ／ 

 氏名               ○印 
備考 

申出者 氏 名 
(生年月日) 

(   年  月  日)  

住所  
連

絡

先 
 

本
人
確
認 

□免許 □個カ 

□パスポート 

□その他（     ） 
 

加害者 
(判明している

場合) 

氏 名 
(生年月日) 

(   年  月  日) 
住所  

そ

の

他 

(続柄等)  

申出者の 

状  況 
(いずれかに○) 

Ａ 配偶者暴力防止法 Ｂ ストーカー規制法 Ｃ 児童虐待防止法 
Ｄ その他前記ＡからＣま

でに準ずるケース 

 

添付書類 
(該当書類に✓) 

□保護命令決定書(写し)  □ストーカー規制法に基づく警告等実地書面  □その他（              ）  

相談先 

(警察署や配偶者暴力相談支援センターなどに相談している場合、相談した日時、警察署などの名称、担当課などを可能な範囲で

記入して下さい) 
 

年  月  日(相談先の名称               ) (担当課及び担当者             ) 

支援措置を

求めるもの 
(現住所が記載

されているもの

に限る) 

希望に✓ 支援を求める事務 現住所等  
 住民基本台帳の閲覧 現住所  

 住民票の写しの交付(現住所地) 現住所  

 住民票の写しの交付(前住所地) 前住所  

 戸籍の附票の写しの交付(本籍地) 本籍地  

 戸籍の附票の写しの交付(前本籍地) 前本籍  

併せて支援

を求める者 
(同一の住所を有す

る者に限る) 

申出者との関係 氏名 生年月日 申出者との関係 氏名 生年月日 

       

      

(添付書類がなかった場合) 

 

相談機関 

等の意見 

(いずれか 

に✔) 

□１ 上記申出者の状況に相違ないものと認める 

□２ 上記併せて支援を求める者について、申出者を保護する為の支援の必要性があるものと認める 

□３ １、２以外の場合に、警察などに於いて、特に把握している状況(※一時保護の有無、相談時期等)がある場合 

把握している状況： 

 

 

 

 

市
区
町
村
の
確
認 

 

年月日 

 

担当 

 

相手方 

平成  年  月  日 

                   長 ㊞ (担当     課     係     ) 

備

考  

○○市区町村長     様 

関係市区町村長     様 
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◎印はシート作成担当

担当

・（生活支援課）

◎法人指導課

・（障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託）

・（権利擁護支援ｾﾝﾀｰ）

・（その他関係者）

施設従事者等への

改善指導等

及び

個別支援

様式②

情報共有ｼｰﾄ

受 付

通報の受理

事 実 確 認

コアメンバー

会議

個別支援評価

会議

虐待対応の

終了（終結）

生活支援ニーズへの対応

（相談・通報・届出）

担当

◎生活支援課

・法人指導課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

実施内容

・緊急性の判断

・相談受付ｼｰﾄの記入

・初動会議の日程調整

実施内容

・被虐待者・事業所への訪問

・確認項目の調査

・緊急性の判断

・施設等従事者からの報告徴収

・施設等従事者への立入検査

担当

・（生活支援課）

◎法人指導課

・（障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託）

・（権利擁護支援ｾﾝﾀｰ）

・（その他関係者）

実施内容

・情報の整理

・緊急性の判断

・虐待の認定

・対応方針の決定

・支援計画の作成

担当

・生活支援課

・法人指導課

・障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託(⑥)

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ(⑤)

担当

◎生活支援課

◎法人指導課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・権利擁護支援ｾﾝﾀｰ

・（その他関係者）

実施内容

・実施した支援の評価

・支援計画の見直し

・支援の役割分担

担当

◎生活支援課

◎法人指導課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ

・（その他関係者）

実施内容

・虐待状況の解消の確認

・今後の支援の役割分担

・終結終了の判断

・再発防止に係る事業者等の措置

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待対応フロー

（ 要 請）

（コア会議）

・権限行使の

要否の判断

(専門職）

・対応に関する

専門的判断・助言

初動・継続

会議

スーパーバイズ

コアメンバー会議(=虐
待認定)については、必

ずこの3機関のみで行
う。

様式①

相談受付ｼｰﾄ

様式③

初動・継続

会議ｼｰﾄ

様式④、④-2

事実確認ｼｰﾄ

様式⑥

支援計画ｼｰﾄ

様式⑤

コアメンバー

会議ｼｰﾄ

様式⑦

個別支援評価

ｼｰﾄ

支援記録票

様式⑧

個別支援終結

ｼｰﾄ

権利擁護支援ニーズへの対応

新
た
な
虐
待
発
生
の
場
合

実施内容

・現時点での情報共有

・緊急性の判断

・必要な確認項目の洗い出し

・事実確認の方法と役割分担

・ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ会議の日程調整

行政上の措置

における検討

兵庫県へ

虐待の状況等

の報告

担当

◎法人指導課

検討内容

・改善勧告、改善命令

・効力停止・指定取消等

県様式

障害者虐待

について（報告）

担当

◎生活支援課

虐
待
の
有
無
が
判
断
で
き
な
い
場
合
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１ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止                                         

１）障害者福祉施設等の設置者等の責務 
障害者虐待防止法では、障害者福祉施設の設置者または障害福祉サービス事業等を行う者の責務と

して、障害者福祉施設従事者等の研修の実施、当該障害者福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉

施設を利用し、または当該障害福祉サービス事業等に係るサービスの提供を受ける障害者及びその家

族からの苦情の処理の体制の整備その他の障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止等のた

めの措置を講ずることが定められています（第１５条）。 
また、障害者福祉施設等の運営基準では、障害者福祉施設等の運営についての重要事項に関する運

営規程に、虐待の防止のための措置に関する事項を定めなくてはならないこととされています。具体

的には「虐待の防止に関する責任者の選定」「成年後見制度の利用支援」「苦情解決体制の整備」「従

業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計画等）」等を指すも

のとされています。 
 

２）管理職・職員の研修、資質向上 

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を防止するためには、何よりまず障害者の人権の尊重や

障害者虐待の問題について、管理職、職員が自ら高い意識を持つことが必要です。また、職員各人が

支援技術を高め、組織としてもノウハウを共有することが不可欠です。 
自治体が実施する、障害者虐待防止・権利擁護に関する研修は、障害者福祉施設等の管理者または

サービス管理責任者等を対象として、障害者虐待防止の基礎知識や障害者の権利擁護に関する意識啓

発、障害者虐待防止委員会の設置等の具体的な虐待防止の体制づくり、身体拘束や行動制限を廃止す

るための具体的な取り組み等、障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応を学ぶ機会を提供

するものです。 
自治体においては、障害者福祉施設等の管理者またはサービス管理責任者の研修受講状況を把握し、

受講していない場合は積極的な受講勧奨を行う等、未受講をなくす取り組みが期待されます。 
また、自治体が行う障害者虐待防止研修を受講した職員が、勤務する施設・事業所の職員に対して

伝達研修を行うことを推奨することにより、施設・事業所の職員に研修内容を普及することができま

す。「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」に、施設・事業所で障害者虐待

防止の伝達研修を行う際に利用できる冊子を掲載していますので、その活用を推奨するとともに、研

修受講者に伝達研修の実施時期などを報告させることにより実施状況を把握することで、確実な普及

啓発に努めます。 
障害者福祉施設等においては、定期的に障害者虐待防止や支援技術向上に関する研修を実施すると

ともに、各種研修会に職員を参加させる等により職員の資質の向上に努めることが必要です。 
虐待を防止するためには、実際に支援に当たる職員だけでなく管理者も含めた事業所全体での取り

組みが重要です。管理者が率先して障害者の人権の保持に向けて行動し、職員とともに、風通しが良

く、働きがいのある職場となるよう環境を整えていくことが必要です。 
 
３）個別支援の推進 

数多くの障害者が障害福祉サービスを利用しているため、個々の利用者への配慮よりも管理的な運

営に傾きがちな状況があります。こうした運営は利用者にとっても職員にとってもストレスの原因と

なるものであり、特に入所型の事業において、身体拘束や心理的虐待と考えられる事態が発生する危

険が潜んでいます。 
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入浴、排せつ、更衣等の介助においては、勤務シフトや業務内容の分担の工夫などにより、可能な

限り同性介助ができる体制を整え、特に性的虐待の被害に遭いやすい女性障害者に対して配慮する必

要があります。利用している障害者一人ひとりが、尊厳を保ちながら自分らしく生活できる環境をつ

くることが障害者福祉施設従事者等には求められています。そのために、それぞれの事業所では個々

の利用者への総合的な支援の方針や生活全般の質を向上させるための課題等を記載した個別支援計

画を作成します。個別支援計画に基づいて事業所職員はサービスを提供し、サービス管理責任者は計

画の実施状況を把握して、必要に応じて見直します。 
利用者一人ひとりに対して、その個々のニーズに応じた個別的な支援を日々実践することが、虐待

という重大な人権侵害事案を防止することにつながります。 
 
４）開かれた施設運営の推進 

障害者支援施設は、入所している障害者の居住の場でもあるため、ともすると閉じられた場になり

やすいという側面があります。内部の習慣的な行動が外部から乖離していく危険性をはらんでいると

ともに、虐待防止に向けた各種取り組みが形式的なものになり、虐待事案が発生した場合も発見され

にくい土壌ともなり得ます。このため、地域に開かれた施設運営をしていくことが重要です。 
地域の住民やボランティア、実習生等多くの人が施設に関わることによって、職員の意識にも影響

を及ぼすと考えられます。また、他施設との職員交流、利用者の個別支援に関する事例検討に外部の

専門家からコンサルテーションを受ける機会を設ける等、外部の目や援助が入る機会を増やすことが

虐待防止につながります。さらに、サービス評価（自己評価、第三者評価等）の導入も積極的に検討

することが大切です。 
 
５）実効性のある苦情処理体制の構築 

障害者虐待防止法では、障害福祉サービス事業所等に対してサービスを利用している障害者やその

家族からの苦情を処理する体制を整備すること等により虐待の防止等の措置を講ずることが規定さ

れています（第１５条）。障害福祉サービス事業所等においては、苦情相談窓口を開設する等必要な

措置を講ずべきことが運営基準等にも規定されています。サービスの質を向上させるため、利用者等

に継続して相談窓口の周知を図る等、苦情処理のための取り組みを効果的なものとしていくことも大

切です。 
 
６）指導監査等による確認 

自治体は、障害者福祉施設等の指導監査において、報告書類のチェックだけでなく施設内巡回の時

間をなるべく多く確保し、利用者の様子や職員の対応、同性介助について可能な限り配慮されている

か等について観察したり、幹部職員のみならず現場の職員からも聴き取りを行う等、実質的なチェッ

クになるよう心がけることが求められます。 
また、自治体は相談支援専門員が障害者福祉施設等の利用者についてモニタリングを行った際に、

気になった点があればすぐに相談支援専門員から情報提供を受けられるよう連携体制を構築してお

くことが望ましいと考えられます。 
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２ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の対応プロセス           

１．相談、通報及び届出の受付 

障害者虐待防止法では、障害者福祉施設従事者等による虐待を受けたと思われる障害者を発見した

者に対し、市町村への通報義務が規定されています（第１６条第１項）。これは、発見者が障害者福

祉施設従事者等の場合であっても同様です。また、虐待を受けた障害者は市町村に届け出ることがで

きることとされています（第１６条第２項）。 

虐待通報の受付は、市もしくは障害者虐待ホットラインが行います。障害者虐待ホットラインで通

報を受理した場合は速やかに市に連絡を行います。情報収集や緊急性の判断は、市が中心となり行い

ます。また、通報を受けたときは相談受付シート(様式①)、情報共有シート(様式②)を作成し、関係機

関で情報共有を行います。 
通報等の受付およびその後に把握・確認する事項 

□ 通報等の受付（虐待の状況、通報者の情報などの確認） 

□ 障害者に関する情報収集 

□ 緊急性の判断 

□ 関係機関との情報共有 

 

１）通報等の受付、障害者に関する情報収集、緊急性の判断、関係機関との情報共有 
基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です。Ｐ．１４「相

談、通報及び届出の受付」のポイントに沿って、聞き取りを行います。 

また、障害者福祉施設従事者等による虐待に関する通報等の内容は、サービス内容に対する苦情や

過失による事故も考えられます。通報等の内容が、サービス内容に対する苦情等と判断できる場合は、

市で情報共有したり、当該事業所の苦情処理窓口などの適切な相談窓口につなぎます。なお、障害者

福祉施設従事者が通報者である場合は、通報者に関する情報の取り扱いには特に注意が必要であり、

事実確認の際はそれが虚偽または過失によるものでないか留意しつつ、施設・事業者には通報者は明

かさずに調査を行う等、通報者の保護に配慮することが必要です。 

 

２）通報等による不利益取り扱いの禁止 

障害者虐待防止法では、刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する法律の規定は、障害者福祉施

設従事者等による障害者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならないこと（第１６条第３項）、障

害者福祉施設従事者等による障害者虐待の通報等を行った従業者等は、通報等をしたことを理由に、

解雇その他不利益な取り扱いを受けないこと（第１６条第４項）が規定されています。こうした規定

は、障害者福祉施設等における障害者虐待の事案を施設等の中で抱えてしまうことなく、早期発見・

早期対応を図るために設けられたものです。ただし、これらの規定が適用される「通報」については、

虚偽であるもの及び過失によるものを除くこととされています。障害者虐待の事実もないのに故意に

虚偽の通報をした場合には、そもそも第１６条第１項に規定する「障害者虐待を受けたと思われる障

害者」について通報したことにはなりません。したがって、通報が「虚偽であるもの」については、

「障害者虐待を受けたと思われる障害者」に関する通報による不利益取り扱いの禁止等を規定する第

１６条第４項が適用されないことになります。また、「過失によるもの」とは一般人であれば虐待が

あったと考えることには合理性がない場合の通報と解されます。したがって、虐待があったと考える

ことに合理性が認められる場合でなければ、不利益取り扱いの禁止等の適用対象とはなりません。 

なお、平成１８年４月から公益通報者保護法が施行されており、労働者が、事業所内部で法令違反
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行為が生じまたは生じようとしている旨を①事業所内部、②行政機関、③事業者外部に対して所定の

要件を満たして公益通報を行った場合、通報者に対する保護が規定されています。たとえば行政機関

への通報を行おうとする場合には、不正の目的で行われた通報でないこと、通報内容が真実であると

信じる相当の理由があることの２つの要件を満たすことが必要です。公益通報者に対する保護規定で

は、解雇の無効、その他不利益な取り扱い（降格、減給、訓告、自宅待機命令、給与上の差別、退職

の強要、専ら雑務に従事させること、退職金の減給・没収等）の禁止が定められています。 

 

３）施設等の所在地と支給決定を行った市町村が異なる場合 

障害者が利用している障害者福祉施設等の所在地と当該支給決定を行った市町村が異なる場合、ど

ちらの市町村にも通報等が行われる可能性があります。いずれの場合であっても、通報者への聞き取

り等の初期対応は通報等を受けた市町村が行います。その上で、支給決定を行った市町村が異なる場

合は、速やかに支給決定を行った市町村に引き継ぎます。また、その後の対応等については、障害者

福祉施設等の指定や法人の許認可を行った都道府県（政令市・中核市）と協力して行うことになりま

すので、当該自治体にも速やかに連絡を入れる必要があります。 

 

例）他市が支給決定を行った障害者が西宮市の施設に入所 

・西宮市に通報があった場合：西宮市で初期対応。支給決定を行った他市に連絡。兵庫県には 

事実の確認後、報告。 

・他市に通報があった場合：他市で初期対応。兵庫県に連絡。施設所在地の西宮市にも情報提 

供。 

 

例）西宮市が支給決定を行った障害者が他市の施設に入所 

・他市に通報があった場合：他市で初期対応。支給決定を行った西宮市に連絡。指定権者の都 

道府県（政令市、中核市）に連絡。 

・西宮市に通報があった場合：西宮市で初期対応。指定権者の都道府県（政令市、中核市）に 

連絡。施設所在地の他市に情報提供。 

注：障害者福祉施設等の所在地と当該支給決定を行った市町村が遠方の他県である場合等は、 

支給決定を行った市町村が速やかに障害者の安全確認や事実確認を行うことが困難な事 

態も考えられます。その場合は、障害者福祉施設等が所在する市町村が通報等を受け付 

け、当該施設所在地の都道府県等が支給決定市町村に代わり障害者の安全確認や事実確 

認を行うことも考えられます。支給決定を行った市町村も当該施設所在地の都道府県等 

に対し、障害者の支給決定状況等の情報提供を含め積極的に協力するなど、通報を受け 

た市町村、障害者福祉施設等の所在地の都道府県、支給決定をした市町村が連携し、速 

やかに障害者の安全確認、事実確認を行うことができるよう適切に対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

41 
 

２．初動会議 

初動会議では、収集した情報を共有したうえで、事実確認の実施方法、役割分担を決めたり、緊急

性の判断などを行います。法人指導課が招集し、生活支援課、障害者虐待防止センター/委託、権利擁

護支援センターで構成されるメンバーで行います。また、会議という名称になっていますが、緊急度

合等により会議形式にとらわれずにさまざまな方法を検討し、合議で対応方針等を決定するようにし

ます。 
初動会議での確認事項 

□ 情報共有（通報内容等の確認） 

□ 緊急性の判断（緊急対応の要否の判断） 

□ 事実確認の方法（訪問、電話、立入など）、役割分担、予測されるリスクの確認 

□ 施設従事者等から報告させる事項の確認（事業所等が行った状況及び事実確認内容、当該障害

者に対するサービス提供状況及び支援方法、虐待を行った疑いのある職員の勤務状況、事実発

生要因、事実後の対応など） 

□ 注意点の確認（通報内容をどのように伝えるか、確認事項を明確にする など） 

□ コアメンバー会議の日程調整 

 

１）初動会議での確認事項 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ．１７「２．

初動会議」参照）。また、障害者福祉施設従事者等による虐待事案においては、証拠隠滅を図られる

リスクもありますので、より慎重に検討を行う必要があります。障害者福祉施設従事者等から報告さ

せる事項については、事例を分析したうえで、下表を参考に検討します。 

 

＜事実確認で確認すべき記録等（例）＞ 

○障害者本人に関する記録等 

確認記録等 確認する内容 

□個別支援計画 

□アセスメント記録 

□モニタリング記録 

□サービス担当者会議録 

□処遇会議録 

・障害者の心身状態に即した個別支援計画が作成されているか、状態変化に

応じた見直し、障害者の要望に即した見直しが行われているか 

・アセスメント、モニタリングは定期的に行われているか、状態の変化に応

じて行われているか 

・当該障害者にどのような生活課題があり、その課題に対してどのような対

処がなされていたか(方針、具体的な対応方法、緊急時における対応方法等) 

□介護（支援経過）記録 

□生活相談記録 

□作業日報 

・通報等の内容に関係する記録が残されているか、どのような内容か（日時

や状況を特定する手がかり） 

・通報等の内容以外に、不適切なケアは行われていなかったか 

・障害者や家族からどのような相談が寄せられ、それに対してどのように対

処していたか 

・当該障害者の生活課題や要望に即した支援・介護がされていたか 

□看護記録 

□診療記録 

□処方箋 

・障害者の健康管理が適切に行われているか 

・通報等の内容に関係する記録が残されているか、どのような内容か、その

際どのように対応したか 

・通報等の内容以外に当該障害者の健康管理記録から気になる記載はないか 
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□事故報告 

□ヒヤリハット記録 

・どのような状況で発生した事故・ヒヤリハット事例なのか 

・事故等が発生した際の対応は適切に行われていたか 

・事故やヒヤリハット事例が発生した要因は何か、再発防止に向けてどのよ

うな対策が取られていたか 

□身体拘束の３要件を検討した 

記録 

□身体拘束に関する家族等への 

説明文・同意書 

□身体拘束中の障害者の心身の 

状況および態様記録 

□その他身体拘束に係る記録 

・身体拘束が行われている場合、身体拘束の３要件が満たされ、適正な手続

きがとられているか 

・身体拘束が行われている場合、定期的に身体拘束解除に向けた取り組みを

実施しているか、またその結果を検証しているか 

・身体拘束が行われている場合、障害者の心身の状況及びその態様について

記録しているか 

・身体拘束が行われている場合、その拘束期間の延長を繰り返し、漫然と身

体拘束を継続していないか 

□入所契約書 

□金銭管理契約書 

□通帳、出納帳等 

□賃金・工賃規程 

□労働契約書 

□賃金台帳 

□出勤簿・タイムカード 

・適正な契約内容となっているか（障害者に不利な内容になっていないか） 

・金銭管理は適正に行われているか 

・賃金・工賃は規程に基づき、適正に支払われているか 

 

○利用者全員に関する記録等 

確認記録等 確認する内容 

□事業計画 ・当該施設・事業所の全体的な取り組みを確認 

□事業所パンフレット 

□重要事項説明書 

□利用者への配布書類 

・当該施設・事業所の全体的な取り組みを確認 

□業務日誌 

□申し送りのノート 
・虐待や不適切なケアなどに関する記述がないか 

 

○虐待を行った職員（疑いを含む）に関する記録等 

確認記録等 確認する内容 

□勤務表 

□勤怠表 

□休暇届 

・虐待が発生した疑いの期日に勤務していた職員は誰か、その時の勤務体制に

問題はなかったか 

・当該職員の経験年数や能力に比して負担が大きい勤務状況になっていないか

（勤務経験が浅い職員が週○回の夜勤を行っていた等） 

□研修計画 

□受講記録 

・障害特性に対するケアや虐待防止に関する研修計画は組まれていたか 

・当該職員は研修を受講していたか 
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○事業所の取り組みに関する記録等 

確認記録等 確認する内容 

□事業所全体の研修計画 

□実施記録 

・事業所として障害者虐待防止等に対する研修に取り組んでいるか 

・研修未受講者に対してどのようなフォローがなされているか 

□事故防止委員会記録 

□身体拘束廃止委員会の活動 

記録 

□苦情受付・対応記録 

□負担軽減・ストレスマネジ 

 メントなどの取り組み 

・事故防止や身体拘束廃止に向けて、どのような委員会活動がなされているか 

・事故防止や身体拘束廃止に向けて、職員に対してどのように周知なされ、取り

組まれているか 

・利用者や家族等からどのような苦情が寄せられ、どのように対応しているか 

・職員の負担軽減やストレスマネジメントに取り組んでいるか 

 

○障害者福祉施設内の状況把握、点検 

確認記録等 確認する内容 

□障害者の居室や作業場の配 

置（フロア見取り図） 

□居室内の物品等の配置、衛生 

状態 

□共有部分（フロア、浴室、ト 

イレ、廊下等）の配置、衛生 

状態 

・虐待や不適切なケアにつながるおそれのある構造上の問題はないか 

・研修未受講者に対してどのようなフォローがなされているか 
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３．事実確認 

初動会議で決定された内容に沿って、原則複数職員の直接訪問・目視により、通報等内容の事実確

認や障害者の安全確認を行います。障害者福祉施設等への事実確認は、障害者総合支援法に規定する

市長による調査権限（障害者総合支援法第１０条、第４８条第１項、第３項、第５１条の２７第１項

及び第２項）に基づくものではなく、障害福祉サービス事業所等の任意の協力の下に行われるもので

す。そのため、調査にあたっては、障害福祉サービス事業所等に対して十分に説明し理解を得ること

が必要です。悪質なケース等で迅速な権限発動が求められる場合には、障害者総合支援法の規定によ

り市長が調査権限に基づいて障害者福祉施設等に対して報告徴収、立ち入り検査を行います。質問に

対して虚偽の答弁をしたり、検査を妨害したりした場合は、障害者総合支援法の規定により指定の取

消等を行ったり、３０万円以下の罰金に処することができます。これらの規定について、障害福祉施

設等の管理者や従事者等に説明し、事実確認調査への誠実な協力を要請します。 

ただし、市が行う虐待対応は、障害者の権利利益の擁護を目的に事実確認や権限行使を行うもので

あり、警察の行う犯人・犯行の捜査や処罰を目的とした刑法の適用とは目的も手法も異なるものであ

ることにも留意しなければなりません。なお、障害福祉サービス事業所等において、第三者性を担保

したオンブズマン制度や虐待防止委員会等の組織が整備されている場合には、市による事実確認とあ

わせ、これら第三者性を担保した組織が事実確認を行うことにより、当該施設の運営改善に向けた取

り組みが機能しやすくなると考えられます。 

事実確認で把握・確認する事項 

□ 安否確認（緊急性の判断） 

□ 虐待内容に関すること 

□ 総合的な生活状況に関すること 

□ 本人（や養護者）の意思確認 

 

１）事実確認での確認事項 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ．１８「３．

事実確認」参照）。また、障害者福祉施設従事者等に事実確認を行う際は以下の点に留意します。 

□ 記録類は重要な情報源となります。日々の利用者支援に関する記録や事故報告書等に、虐待通報

に関連した記述がないか、虐待があったとされる日の勤務表や業務の分担表等で虐待の現場に居

合わせたり目撃した可能性の高い職員を絞り込めないか等必要な分析を行います。 

□ 記録類のコピーを施設側に求めることがありますが、拒否されることも考えられますので、デジ

タルカメラ等を持参することを検討します。 

□ 通報等のあった虐待の事実を確認するとともに、通報等以外の虐待や不適切なケアの有無につい

ても確認します。当該通報のあった障害者に限らず、他の障害者に対するものも含まれます。 

□ 障害者福祉施設従事者等へ聞き取り調査をする場合は、虐待の疑いのある同僚の職員への遠慮や

気兼ね等から、虐待の事実を知っていても黙っていたり、最低限のことしか話さなかったりする

ことが考えられます。聞き取り調査を受ける相手の立場や心情に理解を示した上で、それでも真

実を話してもらうことが、結果として利用者、職員、管理者・設置者全ての人にとって最善の道

につながることを説明し、協力を求めます。 

□ 当該施設等を退職した元職員は、在職中に感じる懸念や心配から解放されるため、事実確認を進

める際には、在職中に目撃したかもしれない虐待事案に関する情報提供についても協力が得られ

やすいことが考えられます。職員からの聞き取り調査から十分な情報が得られない場合、聞き取

り調査の対象に当該施設の元職員を加えることを検討します。 
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４．コアメンバー会議 

コアメンバー会議は、市、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターで協議します。事

実確認によって収集した情報を整理し、事案の分析、緊急性や虐待の判断を行い、そのうえで対応方

針を決定します。必要に応じて、行政権限の行使のためのコア会議の要請や専門家への助言の要請を

検討します。また、会議という名称になっていますが、緊急度合等により会議形式にとらわれずにさ

まざまな方法を検討し、合議で対応方針等を決定します。 
コアメンバー会議で把握・確認する事項 

□ 事実確認の情報整理と事例分析 

□ 虐待の有無の判断 

□ 緊急性の判断 

□ 対応方針、支援計画の決定 ※虐待認定した場合 

□ （必要に応じて）専門職への助言要請 

□ （必要に応じて）行政権限の行使の検討 

  
１）事実確認の情報整理と事例分析、虐待・緊急性の判断、支援計画書 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ.２０「４．

コアメンバー会議」参照）。虐待の行為だけではなく、状況全体の評価のもとに、虐待の判断を行い

ます。 

虐待の原因のひとつには、職員個人または事業所の問題として、支援スキルが不十分であるという

ことが挙げられます。障害者の特性に応じた支援方法や緊急時の対応について、日頃から検討し、ど

のような安全配慮していたか等、予見可能性や結果回避可能性があったかどうかも虐待の判断のひと

つの目安となります。これらの判断に当たっては、正確な情報収集に基づき「緊急性」と「重大性」

を評価し、それらを根拠に組織として判断します。なお、事実確認時に大きな危険性が認められなく

ても、その後に問題が深刻化するケースも考えられることも踏まえ、早期にかつ適切に判断し対応す

ることが望まれます。 
障害者虐待の疑いが認められない事案に対しては、苦情処理窓口等の適切な対応窓口につなぎ、通

報等への対応を終了します。 
 

２）支援計画書 

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の事実が確認された場合には、障害者本人や障害福祉サ

ービス事業所等への対応方針等を協議します。 
 虐待の事実が確認されれば、なぜそれが発生したのか、背景となる要因がどこにあるかを確認しま

す。当該障害者への支援内容や配慮事項、事故やヒヤリハットの報告体制のほか、障害者福祉施設と

して虐待防止や事故防止に取り組んでいるか、職員の勤務状況や負担感やストレスに対してどのよう

に対処しているかなど、当該障害者への対応状況や事業運営に関する事項の確認を行います。 
虐待を行った職員の個人の問題等が直接的な原因として発生している場合があるとしても、その背

景には組織運営面において何らかの課題があると考えて対処する必要があります。虐待が発生した要

因を、虐待を行った職員個人の問題に帰せず、組織の問題として捉えることが重要です。また、虐待

を受けた障害者（児）やその家族については、心のケアを含め、その後の支援が適切に行われるよう

継続的にフォローすることが必要です。 
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５．施設従事者への改善指導等および個別支援 

障害者福祉施設に対して、事実確認の結果とともに、下表の改善を要する事項の例を参考に、改善

が必要と考えられる事項を整理して通知します。調査結果や改善が必要な事項を伝える際には、指導

内容の主旨を徹底するため、直接説明し文書を渡すことが望ましいです。 

１）障害者福祉施設への対応 

ア）改善計画書の提出要請等 

 障害者福祉施設に対して、指導内容に準じた改善計画書等の提出を求めます。この際、必ず提出期

限を設定します。 

改善計画には、下表の改善計画を作成する上での要件等を参考に、虐待が発生した要因の分析や再

発防止に向けた実行性のある具体的な取り組みの立案を求めます。 

改善指導項目（例） 

□ 改善を要する事項の例 

・行動障害者等に対するケアの充実を図る必要性 
・身体拘束（抑制）廃止に関する取り組みの充実を図る必要性 
・利用者の特性、職員の技術レベルを十分に考慮し、夜勤帯等における職員負担を軽減する取り組

み（配置職員の増員、勤務時間の調整等）の必要性 
・職員のストレスを受け止めるための取り組みの必要性 
・障害者虐待防止に対する意識の希薄さ、不十分さを払拭するための取り組みの必要性 
・利用者一人ひとりに対して、きめ細かいアセスメントとサービス計画の見直しを行い、職員が共

有化して対処するチームケアができるための業務改善の必要性 
・連絡や報告に対して職員間で意識差が生じないよう、日々の指導または研修などにおいて周知を

図る必要性 
・組織として、苦情対応を含むリスクマネジメント体制を徹底させる必要性 
・各種委員会活動が十分機能するよう、運営体制の強化を図る必要性 
・再発防止のための組織体制の見直しの必要性 
□ 改善計画を作成する上での要件等 

・虐待が発生した原因を障害者福祉施設として究明する。その際、虐待を行った職員個人の責任に

帰結させず、組織運営や職場環境面から十分な検討が必要である（全職員が自己チェックできる

チェックシート等の活用も有効）。 
・明らかとなった虐待発生要因に対し、具体的な改善内容（目標、方法、開始・達成時期、担当者

等）を設定した改善計画を作成する。達成時期には、「すぐにできること」「３ヶ月以内にできる

こと」「１年以内にできること」など短期・中期・長期に分けて整理し、優先順位の高い事項か

ら取り組む。 
・改善計画書は、経営者・管理者層の責任で作成する。しかし、経営層だけでなく一般職員も参加

して作り上げる過程も重要であるため、何らかの形で職員が関わることができるように工夫す

る。 
・虐待発生原因の究明および改善計画の立案と定期的な評価には、施設・事業所外部の専門家等を

委員とする虐待防止委員会等を設置し、十分検討がなされることが望ましい。 

 

イ）改善計画書のチェック 

 提出された改善計画書は、以下の点を踏まえて内容を検討することが必要です。改善計画書に記さ

れた取り組み内容が不十分であったり、具体性や実現性がないなどと考えられる場合には、当該障害
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者福祉施設に対して修正するように指導を行います。 

改善計画のチェック項目（例） 

・市が指摘した事項が改善取組として網羅されているか 
・改善取組の目的達成時期が明確になっているか（短期・中長期に達成すべきこと等） 
・改善取組の具体的方法が示されているか 
・改善取組のために適切な職員（役職者等）が割り振られているか 
・改善計画の作成には経営者・管理者層や職員全員が関わっているか 
・改善計画は経営層の責任において作成されているか 
・改善取組を担保するための仕組みの実効性はあるか  など 

 

ウ）改善計画書の受理と評価時期の設定 

 内容に問題がないと判断された場合には改善計画書を受理します。その際、改善取組に対するモニ

タリング・評価を行うおおよその時期も定めておき、一定期間後には改善取組の評価が行われること

を当該障害者福祉施設に伝達することも必要です。虐待対応指導内容の達成状況を確認し、達成され

なかった目標は期限を再設定して目標達成に向けて取り組むよう指導を行います。 

改善計画のモニタリング・評価で確認すべき項目（例） 

・事実確認において確認された虐待や不適切なケアなどが解消されているか 
・評価時点でその他の虐待や不適切なケアなどが生じていないか 
・個々の改善目標が計画どおり達成されているか 
・改善が進んでいない項目について、新たな取り組みの必要性はないか 
・当初指摘した時点以外の点で、虐待に関連して改善を要する事項はないか 
・障害者の生活を支援する環境として虐待を生ずるような不安要素はないか 
・虐待予防のための取り組みが継続して行われているか 
・虐待が生じた場合の対応策が講じられているか  など 

 

２）通報者への対応 

通報者への報告が必要な場合には、事実確認の結果やその後の対応について、個人情報の取り扱い

に十分配慮して可能な範囲で報告します。また、通報等を行ったことにより通報者が何らかの不利益

を被っていないかあわせて確認する必要があります（当該障害者福祉施設・事業所職員の場合に解雇

その他の不利益取り扱い、家族などであった場合の契約解除要請や嫌がらせ等）。通報者が何らかの

不利益を被っていた場合には、適切に権限を行使し、当該障害者福祉施設に対して指導を行うことが

必要です。 
 

６．個別支援評価会議 

個別支援評価会議では、支援計画書で設定した目標や支援状況について確認を行い、虐待状態が解

消したかどうかを評価します。基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場

合と同様です（Ｐ.２４「５．個別支援評価会議」参照）。 
 
７．虐待対応の終結（終了） 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ.２４「６．

虐待対応の終結（終了）」参照）。 
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８．行政上の措置における検討 

 障害者虐待防止法では、障害者虐待の防止と虐待を受けた障害者の保護を図るため、市町村長又は

都道府県知事は、社会福祉法及び障害者総合支援法に規定された権限を適切に行使し、対応を図るこ

とが規定されています（第１９条）。 

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待が強く疑われる場合には、当該施設等から報告徴収を受

けて事実を確認し、障害者虐待が認められた場合または認められなくても不適切な支援方法や体制等

がある場合には、市は指導を行い改善を図るようにします。 
改善指導の例としては、虐待防止改善計画の作成や第三者による虐待防止委員会の設置を求め、改

善計画に沿って事業が行われているかどうかを第三者委員が定期的にチェックし継続的に関与した

り、当該事業所または第三者委員から定期的に報告を受け、必要に応じて当該事業所に対する指導や

助言を行ったりするなどの対応が考えられます。 
さらに、管理者、設置者が自ら虐待を行っていた場合や、職員の虐待行為の放置、虚偽報告、隠蔽

等悪質な行為があった場合は、当該管理者、設置者を障害者福祉施設等の運営に関与させない指導を

行い、体制の刷新を求めることを検討する必要があります。 
指導に従わない場合には、社会福祉法および障害者総合支援法に基づく勧告・命令、指定の取消処

分などの権限を適切に行使することにより、障害者の保護を図ります。また、特定非営利活動法人が

運営している障害福祉サービス事業所等で虐待があった場合、事案によっては、都道府県等の所轄庁

が特定非営利活動促進法の規定に基づいて、法人に対して改善命令や設立の認証の取消し等の措置を

とることも考えられます。 
 
９．兵庫県への虐待等の報告 
市は、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関する通報等を受けた場合、虐待に関する事項

を都道府県に報告することとされています（第１７条）。ただし、通報等で寄せられる情報には、苦

情処理窓口で対応すべき内容や過失による事故等、虐待事案以外のさまざまなものも含まれると考え

られます。そのため、県に報告する情報は、通報のあったすべての事案ではなく、障害者福祉施設従

事者等による虐待の事実が確認できた事案とします（Ｐ．５０「障害者福祉施設従事者等による障害

者虐待について（報告）」参照）。 
また、悪質なケース等で、県による迅速な権限発動が求められる場合には、速やかに市から県に報

告することも必要です。 
 
１０．障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況の公表 
障害者虐待防止法においては、都道府県知事は、毎年度、障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待の状況、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令

で定める事項を公表（年次報告）することとされています（第２０条）。 
この公表制度を設けた趣旨は、県において、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況を定

期的かつ的確に把握し、県における障害者虐待の防止に向けた取り組みに反映していくことを目的と

するものであり、公表することによりこれらの施設等に対して制裁を与えることを目的とするもので

はありません（ただし、障害者虐待等により、障害福祉サービス事業所としての指定取消が行われた

場合には、障害者総合支援法に基づきその旨を公示します）。 

公表の対象となるのは市が事実確認を行った結果、実際に障害者虐待が行われていたと認められた

事案です。具体的には、次のようなものが考えられます。 
①市町村による事実確認の結果、障害者虐待が行われていたと認められるものとして、都道府県に報
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告された事案 
②市町村及び都道府県が共同で事実確認を行った結果、障害者虐待が行われていたと認められた事案 
③市町村からの報告を受け、改めて都道府県で事実確認を行った結果、障害者虐待が行われていたと

認められた事案 
(厚生労働省令に定める都道府県知事が公表する項目) 

一 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況 

二 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待があった場合に採った措置 

三 虐待があった障害者福祉施設等の種別  

四 虐待を行った障害者福祉施設従事者等の職種  
 
※法に基づく公表事項以外にも、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に対する指導・措置等を

適宜公表することとしている自治体もあります。 
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(参考)障害者福祉施設従事者等による障害者虐待について（報告） 

本件は、本市において事実確認を行った事案 
□ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の事実が認められた事案である。 

□ 特に、下記の理由により、悪質なケースと判断したため、都道府県の迅速な対応を行う必要がある事案である。 

□ 更に都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある事案である。 

 
（注）不明の項目については記載しなくてもよい。 

１ 障害者福祉施設等の名称、所在地及びサービス種別 
・名    称 ：                                       
・サービス種別 ：                                       
         （事業者番号：                               ） 
・所  在  地 ：                                       
          TEL                FAX                  

 
２ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けた又は受けたと思われる障害者の性別、年齢及び障害種別そ

の他の心身の状況 
性   別 男 ・ 女 年 齢  

障害の種類 
（支援区分） 

身体障害   知的障害   精神障害 
その他（                         ）  
障害支援区分 非該当 １ ２ ３ ４ ５ ６  不明等 

心身の状況 

 

 
３ 虐待の種別、内容及び発生要因 

虐待の種別 
身体的虐待     性的虐待     心理的虐待 
放棄・放任    経済的虐待 
その他（                      ） 

虐待の内容 

 
 

発 生 要 因 
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４ 虐待を行った障害者福祉施設従事者等の氏名、生年月日及び職種 

氏 名（※）  生年月日（※）  

（資格を有する者についてはその資格及び職名を、その他の者については職名及び職務内容を記載すること） 

 
 

 
５ 市町村が行った対応 

□ 施設等に対する指導 
□ 施設等からの改善計画の提出依頼 
□ 虐待を行った障害者福祉施設従事者への注意・指導 
□ その他（具体的に記載すること） 
 
 
 
 
 

 
６ 虐待を行った障害者福祉施設等において改善措置が行われている場合にはその内容 

□ 施設等からの改善計画の提出 
□ その他（具体的に記載すること） 

 
 
 
 
 

 
  

 
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律第17条の規定に基づき、上記の通り報告する。 

 
平成  年  月  日 

 
兵庫県知事様（担当課：障害福祉課） 

 
西 宮 市 長   

 

 
 
市 長 印 
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３ 身体拘束に対する考え方                          
１．基本的な考え方 

障害者支援施設等の利用者が、興奮して他の利用者を叩く、噛みつくなどの行為があるときや自分

自身を強く叩き続けるなどの行為があるときには、やむを得ず利用者の身体を拘束したり居室に隔離

したりするなど行動抑制をすることがあります。このような行動制限が日常化してしまうと、そのこ

とが契機となって利用者に対する身体的虐待や心理的虐待に至ってしまう危険があります。 
障害者虐待防止法では、「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は身体的虐待とされてい

ます。身体拘束が日常化することが更に深刻な虐待事案の第一歩となってしまう危険もあります。身

体拘束は、行動障害のある利用者への支援技術が十分でないことが原因の場合が多いので、やむを得

ず身体拘束をする場合であっても、その必要性を慎重に判断するとともに、その範囲は最小限にしな

ければなりません。また、判断に当たっては適切な手続きを踏むとともに、身体拘束の解消に向けて

の道筋を明確にして職員全体で取り組む必要があります。 
 
２．身体拘束とは 

身体拘束の具体的な内容としては、以下のような行為が該当すると考えられます。 

①車いすやベッドなどに縛り付ける。 

②手指の機能を制限するために、ミトン型の手袋を付ける。 
③行動を制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 
④支援者が自分の体で利用者を押さえつけて行動を制限する。 
⑤行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 
⑥自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

 
３．やむを得ず身体拘束を行うときの留意点 

「障害者総合支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」等には、

緊急やむを得ない場合を除き身体拘束等を行ってはならないとされています。さらに、やむを得ず身

体拘束等を行う場合には、その様態および時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由その他必要な事項を記録しなければならないとされています。 
緊急やむを得ない場合とは、支援の工夫のみでは十分に対応できないような、一時的な事態に限定

されます。当然のことながら、安易に緊急やむを得ないものとして身体拘束を行わないように、慎重

に判断することが求められます。具体的には「身体拘束ゼロへの手引き」（厚生労働省 身体拘束ゼロ

作戦推進会議 ２００１年３月）に基づく以下の要件に沿って検討する方法などが考えられます。 
なお、以下の３要件の全てに当てはまる場合であっても、身体拘束を行う判断は慎重に行います。 

 

１）やむを得ず身体拘束を行う３要件 

①切迫性 

利用者本人または他の利用者等の生命、身体、権利が危険にさらされる可能性が著しく高いことが

要件となります。切迫性を判断する場合には、身体拘束を行うことにより本人の日常生活等に与える

悪影響を勘案し、それでもなお身体拘束を行うことが必要な程度まで利用者本人等の生命または身体

が危険にさらされる可能性が高いことを確認する必要があります。 
②非代替性 

身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないことが要件となります。非代替性を判
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断する場合には、まず身体拘束を行わずに支援するすべての方法の可能性を検討し、利用者本人等の

生命または身体を保護するという観点から、他に代替手法が存在しないことを複数職員で確認する必

要があります。また、拘束の方法についても、利用者本人の状態像等に応じて最も制限の少ない方法

に選択する必要があります。 
③一時性 

身体拘束その他の行動制限が一時的であることが要件となります。一時性を判断する場合には、利

用者本人の状態像等に応じて必要とされる最も短い拘束時間を想定する必要があります。 
 
２）やむを得ず身体拘束を行うときの手続き 

①組織による決定と個別支援計画への記載  

 やむを得ず身体拘束を行うときには、個別支援会議などにおいて組織として慎重に検討・決定する

必要があります。この場合、管理者、サービス管理責任者、運営規程に基づいて選定されている虐待

の防止に関する責任者など、支援方針について権限を持つ職員が出席していることが大切です。 
身体拘束を行う場合には、個別支援計画に身体拘束の様態および時間、緊急やむを得ない理由を記

載します。これは、合議によって身体拘束の原因となる状況の分析を徹底的に行い、身体拘束の解消

に向けた取組方針や目標とする解消の時期などを統一した方針の下で決定していくために行うもの

です。ここでも、利用者本人のニーズに応じた個別の支援を検討することが重要です。 
②障害者本人・家族への十分な説明 

身体拘束を行う場合には、これらの手続きの中で、適宜利用者本人や家族に十分に説明をし、了解

を得ることが必要です。 
③必要な事項の記録 

身体拘束を行った場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由など必要な事項を記録します。 
 

３）やむを得ず身体拘束の期間を延長する場合の留意点 

身体拘束を開始する際は、必ず解除の予定日時を設定します。しかし、予定日時においてもなお、

前記「１）やむを得ず身体拘束を行う３要件」の３要件のすべてに当てはまり、身体拘束期間を延長

しなければならない場合があります。その際は「２）やむを得ず身体拘束を行うときの手続き」と同

様の手続きを行うことが必要です。 
ただし、事業者として身体拘束期間内に解除するための取り組みを実施し、その結果について検証

することが必要です。この検証をせずに、漫然と身体拘束を継続して行ってはなりません。事業者に

対し、検証等の記録を残すように指導することも必要です。 
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◎印はシート作成担当

担当

◎生活支援課、兵庫県

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・権利擁護支援ｾﾝﾀｰ

・（その他関係者）

様式②

情報共有ｼｰﾄ

受 付

通報の受理

事 実 確 認

コアメンバー

会議

市から都道府

県へ通知

都道府県から

労働局へ報告

（相談・通報・届出）

担当

◎生活支援課、兵庫県

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

実施内容

・緊急性の判断

・相談受付ｼｰﾄの記入

・初動会議の調整

実施内容

・被虐待者・事業所への訪問

・確認項目の調査

・緊急性の判断

担当

◎生活支援課、兵庫県

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・（権利擁護支援ｾﾝﾀｰ）

・（その他関係者）

実施内容

・情報の整理

・緊急性の判断

・虐待の認定

・対応方針の決定

・支援計画の作成

担当

・生活支援課、兵庫県

・障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託(⑥)

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ(⑤)

担当

・都道府県

実施内容

・虐待に関する事項の報告

使用者による障害者虐待対応フロー

（コア会議）

・権限行使の

要否の判断

(専門職）

・対応に関する

専門的判断・助言

初動・継続

会議

スーパーバイズコアメンバー会議(=虐
待認定)については、必

ずこの3機関のみで行
う。

様式①

相談受付ｼｰﾄ

様式③

初動・継続

会議ｼｰﾄ

様式④

事実確認ｼｰﾄ

様式⑥

支援計画ｼｰﾄ

様式⑤

コアメンバー

会議ｼｰﾄ

実施内容

・現時点での情報共有

・緊急性の判断

・必要な確認項目の洗い出し

・事実確認の方法と役割分担

・ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ会議の日程調整

労働局

による対応

担当

・都道府県労働局

実施内容

・事実確認、対応

・法に基づく権限行使

・対応終結時、県への情報提供。県から市への情報提供

具体的な支援

使用者による障害者

虐待の状況の公表

コアメンバー会議

または

個別支援

評価会議

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

・権利擁護支援ｾﾝﾀｰ

実施内容

・実施した支援の評価

・支援計画の見直し

・支援の役割分担

様式⑦

個別支援評価

ｼｰﾄ

支援記録票

（ 要 請）

虐待対応の

終了（終結）

担当

◎生活支援課

◎障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ/委託

◎権利擁護支援ｾﾝﾀｰ
・（その他関係者）

実施内容

・虐待状況の解消の確認

・今後の支援の役割分担

・終結終了の判断

様式⑧

個別支援終結

ｼｰﾄ

担当

・厚生労働省

実施内容

・虐待の状況の公表

担当

◎生活支援課

実施内容

・虐待に関する事項の通知
県様式

通知例

県様式

労働相談票

虐
待
の
有
無
が
判
断
で
き
な
い
場
合
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１ 使用者による障害者虐待の防止                        
１）労働関連法規の遵守 

使用者は、障害者雇用促進法、労働基準法、男女雇用機会均等法、個別労働紛争解決促進法等の労

働関連法規を遵守しなければなりません。障害者虐待防止法施行後の使用者による障害者虐待の状況

等の調査によると、使用者による障害者虐待の８割以上を労働基準関係法令に基づく指導等の対象と

なった事案が占めており、そのほとんどが最低賃金法関係（経済的虐待）となっています。労働関連

法規の遵守を徹底し、虐待の防止を進めることが求められます。 

 

２）労働者への研修の実施 

使用者による障害者虐待を防止するためには、職員が障害者の人権や障害者虐待についての理解を

深め、障害者への接し方等を学ぶことが必要です。障害者虐待防止法では、事業主は労働者に対し研

修を実施することとされており（第２１条）、事業所自らの研修実施や各種研修会への職員の参加等

を行うことが必要です。 

企業等において、障害特性に応じた配慮が分からず、それが職場でのトラブルにつながっているケ

ースもあります。障害のある人への接し方が分からない等の場合には、ハローワークや地域障害者職

業センター、障害者就業・生活支援センター等に相談することが重要です。使用者による障害者虐待

防止には、事業主を始めとした事業所全体で取り組むことが重要です（なお、使用者による虐待には

他の労働者による虐待行為の放置も含まれます）。このため、上司と部下の間や同僚同士で率直に意

見の言えるような職場環境の構築が重要となります。 

 

３）苦情処理体制の構築 

障害者虐待防止法では、障害者を雇用する事業主に対して、雇用される障害者やその家族からの苦

情を処理する体制を整備すること等により虐待の防止等の措置を講ずることが規定されています（第

２１条）。事業所においては、苦情相談の窓口を開設するなど必要な措置を講ずるとともに、相談窓

口の周知を図ることによって苦情処理のための取り組みを適切に実施していくことが大切です。 
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２ 使用者による障害者虐待の対応プロセス                       

１．相談、通報および届出の受付 
 障害者虐待防止法では、使用者による虐待を受けたと思われる障害者を発見した者に対し、市町村

又は都道府県への通報義務が規定されています（第２２条第１項）。また、使用者による虐待を受け

た障害者は、市町村又は都道府県に届け出ることができることとされています（第２２条第２項）。 

なお、就労継続支援Ａ型に関する相談・通報等であって、当該事業所と利用者が雇用契約を結んで

いる場合は、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待と使用者による障害者虐待の両方に該当しま

す。この場合、虐待への具体的な対応は、それぞれの業務内容や権限に基づき、市町村、都道府県及

び都道府県労働局等が緊密な連携を取ることが必要です。 

虐待通報の受付は、市もしくは障害者虐待ホットラインが行います。障害者虐待ホットラインで通

報を受理した場合は速やかに市に連絡を行います。情報収集や緊急性の判断は、市が中心となり行い

ます。また、通報を受けたときは相談受付シート(様式①)、情報共有シート(様式②)を作成し、関係機

関で情報共有します。 
通報等の受付およびその後に把握・確認する事項 

□ 通報等の受付（虐待の状況、通報者の情報などの確認） 

□ 障害者に関する情報収集 

□ 緊急性の判断 

□ 関係機関との情報共有 

 

１）通報等の受付、障害者に関する情報収集、緊急性の判断、関係機関との情報共有 
基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です。Ｐ．１４「相

談、通報及び届出の受付」のポイントに沿って、聞き取りを行います。 

 使用者による虐待に関する通報等の内容は、労働条件に対する苦情であったり、また虚偽による通

報や過失による事故であったりすることも考えられます。そのため、通報等を受けたときは、まず通

報者から発見した状況等について詳細に説明を受け、それが使用者による障害者虐待に該当するかど

うか判断できる材料となるように情報を整理します。 

なお、通報等の内容が明らかに使用者による障害者虐待ではなく、以下に例示する労働相談である

場合には、適切な相談窓口につなぎます。 

＜労働相談の例＞ 

○労働基準監督署：長時間労働等の労働基準関係法令上問題がある事案 など 

○公共職業安定所：離職票、失業手当、求職に関するもの など 

○都道府県労働局雇用環境・均等部（室）：育児・介護休業、女性問題、労働条件引き下げ、配置転

換 など 

 ※どこの相談窓口につなぐのか不明である場合は、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に相談 

 

２）通報等による不利益な取り扱いの禁止 

障害者虐待防止法では、①刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する法律の規定は、使用者によ

る障害者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならないこと（第２２条第３項）、②使用者による障

害者虐待の通報等を行った労働者は、通報等をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを

受けないこと（第２２条第４項）が規定されています。詳しくは「第Ⅲ部 障害者福祉施設従事者等

による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ．３９参照）。 
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３）企業等の所在地と障害者の居住地が異なる場合 

①企業等の所在地の市町村に通報等があった場合 

通報等を受けた市町村は、通報者への聞き取りなどの初期対応を行った上で、厚生労働省令に基づ

き、企業等の所在地の都道府県に通知します。併せて、その後の対応等については居住地の市町村が

生活上の支援を行うことになりますので、通報を受けた市町村は速やかに居住地の市町村に連絡をす

る必要があります。 

②居住地の市町村に通報等があった場合 

通報等を受けた市町村は、通報者への聞き取りなどの初期対応を行った上で、厚生労働省令に基づ

き、企業等の所在地の都道府県に通知します。併せて、企業等への訪問調査等を行う際に、その企業

等と付き合いのある企業等の所在地の市町村の協力が必要な場合は、企業等の所在地の市町村にも情

報提供します。 

③企業等の所在地または居住地の都道府県に通報等があった場合 

通報を受けた都道府県は、速やかに居住地の市町村に連絡をする必要があります。 
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２．初動会議 

初動会議では、収集した情報を共有したうえで、事実確認の実施方法、役割分担を決めたり、緊急

性の判断などを行います。生活支援課、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターで構成

されるメンバーで行います。また、会議という名称になっていますが、緊急度合等により会議形式に

とらわれずにさまざまな方法を検討し、合議で対応方針等を決定するようにします。 
初動会議での確認事項 

□ 情報共有（通報内容等の確認） 

□ 緊急性の判断（緊急対応の要否の判断） 

□ 事実確認の方法（訪問、電話、立入など）、役割分担、予測されるリスクの確認 

□ コアメンバー会議の日程調整 

１）初動会議での確認事項 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ．１７「２．

初動会議」参照）。また、使用者による虐待事案においては、証拠隠滅を図られるリスクもあります

ので、より慎重に検討を行う必要があります。 

 

 

３．事実確認 

事実確認は、初動会議で決定した内容に沿って、予測されたリスクなどに留意しながら行います。

前述しているとおり、事実確認は原則は複数機関が直接訪問・目視により行います。 
事実確認で把握・確認する事項 

□ 安否確認（緊急性の判断） 

□ 虐待内容に関すること 

□ 総合的な生活状況に関すること 

□ 本人の意思確認 

１）事実確認での確認事項 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ．１８「３．

事実確認」参照）。 

なお、市・県には事業所や企業等に対する指導権限がないため、基本的には事業所の協力の下に行

われるものです。事業所や企業等の協力が得られる場合には、当該障害者の従事する業務内容、勤務

体制、労働環境であったり、虐待を行った疑いのある従業員の業務内容、勤務状況、当該企業等の勤

務体制や給与の支払い状況など、必要な事実確認を行います。企業等の協力を得られず、障害者の安

全確保等の必要がある場合には、速やかに、市は事業所や企業等の所在地の都道府県を経由して、ま

た都道府県は直接、事業所や企業等の所在地の都道府県労働局に報告し、都道府県労働局が行う調査

に同行するなど、協力して対応することを検討します。 
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４．コアメンバー会議 

コアメンバー会議は、市、障害者虐待防止センター/委託、権利擁護支援センターで協議します。事

実確認によって収集した情報を整理し、事案の分析、緊急性や虐待の判断を行い、そのうえで対応方

針を決定します。必要に応じて、行政権限の行使のためのコア会議の要請や専門家への助言の要請を

検討します。また、会議という名称になっていますが、緊急度合等により会議形式にとらわれずにさ

まざまな方法を検討し、合議で対応方針等を決定します。 
コアメンバー会議で把握・確認する事項 

□ 事実確認の情報整理と事例分析 

□ 虐待の有無の判断 

□ 緊急性の判断 

□ 対応方針、支援計画の決定 ※虐待認定した場合 

□ （必要に応じて）専門職への助言要請 

□ （必要に応じて）行政権限の行使の検討 

  
１）事実確認の情報整理と事例分析、虐待・緊急性の判断、支援計画書 

基本的には「第Ⅱ部 養護者による障害者虐待への防止と対応」の場合と同様です（Ｐ.２０「４．

コアメンバー会議」参照）。虐待の行為だけではなく、状況全体の評価のもとに、虐待の判断を行い

ます。 

虐待の原因のひとつには、職員個人または事業所の問題として、支援スキルが不十分であるという

ことが挙げられます。障害者の特性に応じた支援方法や緊急時の対応について、日頃から検討し、ど

のような安全配慮していたか等、予見可能性や結果回避可能性があったのかどうかも虐待の判断のひ

とつの目安となります。これらの判断に当たっては、正確な情報収集に基づき「緊急性」と「重大性」

を評価し、それらを根拠に組織として判断します。なお、事実確認時に大きな危険性が認められなく

ても、その後に問題が深刻化するケースも考えられることも踏まえ、早期にかつ適切に判断し対応す

ることが望まれます。 
虐待の事実があると判断した場合、速やかに事業所の所在地の都道府県に通知します。必要があれ

ば、事業所の所在地の市町村に情報の提供を行います。また、都道府県に通知した後、当該障害者へ

の生活支援を行います。 

虐待事実の判断材料となる情報が不十分であり、虐待の有無が判断できない場合、事実確認を継続

するとともに、市は事業所の所在地の都道府県を経由して、また都道府県は直接事業所所在地の都道

府県労働局に報告します。その後都道府県労働局が行う調査に同行するなど、協力して対応すること

を検討します。 

使用者による障害者虐待ではなく、一般的な労働条件に対する苦情等で他の相談窓口（例えば労働

基準監督署や公共職業安定所等）での対応が適切と判断できる場合には、適切な対応窓口につなぎ、

通報等への対応を終了します。 
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５．市から都道府県へ通知 

 市は、使用者による障害者虐待に関する通報等を受けた場合、虐待に関する事項を事業所の所在地

の都道府県に通知することとされています（第２３条）。通知様式は、Ｐ．６２「市町村から都道府

県への通知例」参照。 

ただし、通報等で寄せられる情報には、別の窓口で対応すべき内容や過失による事故等、虐待事案

以外のさまざまなものも含まれていることがあります。これらが障害者虐待ではないと明確に判断さ

れる事案を除いて、通報等があった事案は市から都道府県へ通知することになります。この場合、Ｐ．

６３の「労働相談票（使用者による障害者虐待）」を作成し、添付します。 

また、悪質なケース等で、都道府県労働局等による迅速な行政指導が求められる場合には、速やか

に市から都道府県を経由して都道府県労働局に報告し、協力して対応することが必要です。 

 

６．都道府県から労働局への報告 

都道府県は、市町村からの通知を受けた場合や、直接に使用者による障害者虐待に関する通報等を

受けた場合には、厚生労働省令で定めるところにより、事業所の所在地を管轄する都道府県労働局雇

用環境・均等部（室）に報告します（第２４条）。なお、使用者による虐待に該当するか疑義が生じ

た場合には、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に照会します。 

都道府県が直接通報等を受けた場合には、都道府県から都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ

の報告に当たり、労働相談票（使用者による障害者虐待）を作成し、添付します。 

都道府県は、通報等の内容から緊急性があると判断される場合には、速やかに都道府県労働局雇用

環境・均等部（室）に報告するとともに、障害者の居住地の市町村に情報提供し連携して対応します。

なお、都道府県労働局においては、虐待の早期対応にあたって、市町村、都道府県と都道府県労働局

の円滑な情報共有が必要であることから、市町村、都道府県が虐待に関する通報、届出を受けた際に、

労働相談票を作成して障害者虐待防止法２４条に基づく報告を行う前に、事案の概要や市町村等の対

応予定状況、緊急を要するか否かについて、事前の情報提供を要請する等、都道府県との連携体制を

構築することとされています。 

都道府県においても、使用者による障害者虐待に関する通報、届出を受けた際に、事案の内容が労

働関係法規に基づく都道府県労働局による権限を行使することにより、早期の解決が図られるものに

ついては、通報・届出を受けた段階で、まずは都道府県労働局に一報を入れることが望まれます。 

 
７．労働局による対応 

都道府県から報告を受けた都道府県労働局雇用環境・均等部(室)は、報告内容から公共職業安定所、

労働基準監督署、雇用環境・均等部（室）などの対応部署を決め、事実確認および対応を行います。 

対応部署は「障害者の雇用の促進等に関する法律」「労働基準法」「雇用の分野における男女の均

等な機会及び待遇の確保等に関する法律」「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」などの関

係法令の規定による権限を適切に行使して適正な労働条件および雇用管理を確保します。 

住み込みで働いている場合等は、使用者による障害者虐待であっても、生活支援が必要な場合があ

ると考えられます。対応部署は市町村等の関係機関と連携し、迅速な対応を行う必要があります。ま

た、行政（公共職業安定所、労働基準監督署等）職員が障害者虐待を発見した場合、都道府県労働局

雇用環境・均等部(室)へ速やかに情報提供を行います。 

なお、対応部署による障害者虐待対応が終結した場合には、その結果を都道府県労働局から事業所

の所在地の都道府県に情報提供します。情報提供を受けた都道府県は、障害者の居住地の市町村に情

報提供します。 
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８．コアメンバー会議、個別支援評価会議、具体的な支援 

使用者による障害者虐待が発生した場合、労働条件や雇用管理の面からの事業者に対する指導は都

道府県労働局が、障害者に対する生活支援等については市町村や都道府県が担当することとなります。

たとえば、社員寮などに住み込んで働いている障害者が、使用者による障害者虐待を受け生活支援等

が必要になる場合に、市町村や都道府県が関係機関とも連携しながら迅速な対応を行う場合などが考

えられます。障害者の生活を全人的に回復させることが重要であり、都道府県労働局と市町村や都道

府県が十分に連携することが必要です。 

障害者虐待防止法においても、都道府県労働局長等が権限を行使する際には、当該報告に係る都道

府県と連携を図ることとされており（第２６条）、都道府県に対し適宜情報提供しながら対応します。

都道府県においては、早い時期に障害者の居住する市町村や障害者就業・生活支援センターに情報提

供等を行い、具体的な相談支援や福祉的な措置等について依頼します。 

 

９．使用者による障害者虐待の状況の公表 

障害者虐待防止法においては、厚生労働大臣は、毎年度、使用者による障害者虐待の状況、使用者

による障害者虐待があった場合に採った措置その他厚生労働省令で定める事項を公表（年次報告）す

ることとされています（第２８条）。 

(厚生労働大臣が公表する項目) 

一 虐待があった事業所の業種及び規模  

二 虐待を行った使用者と被虐待者との関係  

三 使用者による障害者虐待があった場合に採った措置 
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参考）市町村から都道府県への通知例 

平成  年  月  日  
西生援発第     号 

 
兵庫県知事 様 

 
西 宮 市 長   印 

 
使用者による障害者虐待に係る通知 

  
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律第２３条の規定に基づき、下 

記のとおり通知する。 
 

記 
１ 通知資料 

  ① 労働相談票（使用者による障害者虐待） 
  ② 添付資料（具体的に記載） 

 
２ 連絡先 

担当部署  担当者名  
電話番号      －     － 
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参考）労働相談票（使用者による障害者虐待） 

 

市 町 村 名 届出等

来庁等

局

部署

性　　別 生　年　月　日 年　齢

1. 男 2. 女 3. 不 明

年齢

関係

規模

業種

労働相談票(使用者による障害者虐待）

受 付 機 関 名 対 応 者 名

（番号　　　　　　）

1.来庁 2.電話 3.ＦＡＸ・郵送等1. 通 報 2. 届 出 3. 相 談

性別

就労

状況

1.事 業 所 内 労 働 者 2.被 虐 待 者 の 家 族 ・ 親 族 3. 行 政 機 関 等 4. そ の 他 （ ） 5. 不 明

性別

処理欄

事業所への

通報内容の通知

諾　　・　　否

1. 製 造 業 2. 情 報 通 信 業 3. 運 輸 業 、 郵 便 業 4. 卸 売 業 、 小 売 業

5. 金 融 業 、 保 険 業 6. 医 療 、 福 祉 7. サ ー ビ ス 業 8. 1 ～ 7 以 外 9 不 明

平 成 年 月 日

業 種

性　　別

1. 男 2. 女 3. 不 明

事 業 所 名

届出（被虐待 ）者 氏名

障害

種類

就　　労　　状　　況

　ＴＥＬ　　　　 　　-　　　　　　- 　  　　　　　　　　　　　　携帯ＴＥＬ　　　　　　-　　　　　　-

電 話 番 号

電 話 番 号

所 在 地

1. 10 人 未 満 2. 10 ～ 49 人 3. 50 ～ 99 人 4. 100 ～ 299 人 5. 300 人 以 上 6. 不 明

　ＴＥＬ　　　　 　　-　　　　　　- 　  　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　-　　　　　　-

（ 事 業 所 へ の 氏 名 の 通 知 諾 ・ 否 ）

（ 市 町 村 、 都 道 府 県 又 は 都 道 府 県 労 働 局 か ら の 連 絡 諾 ・ 否 ）

障 害 の 種 類 1. 正 社 員 2. パ ー ト ・ ア ル バ イ ト 3. 派 遣 労 働 者

4. 期 間 契 約 社 員 5. そ の 他 （ ） 6. 不 明

都 道 府 県 名

受 付 年 月 日

　ＴＥＬ　　　　 　　-　　　　　　- 　  　　　　　　　　　　　　携帯ＴＥＬ　　　　　　-　　　　　　-

通 報 者 氏 名

（ 事 業 所 へ の 氏 名 の 通 知 諾 ・ 否 ）

被 虐 待 者 と の 関 係

（ 市 町 村 、 都 道 府 県 又 は 都 道 府 県 労 働 局 か ら の 連 絡 諾 ・ 否 ）

1. ～ 20 歳 2. 21 ～ 30 歳 3. 31 ～ 40 歳 4. 41 ～ 50 歳 5. 51 ～ 60 歳 6. 61 歳 ～ 7. 不 明

1. 身 体 障 害 2. 知 的 障 害

3. 精 神 障 害 4. そ の 他 / 不 明

（ ）

代 表 者 職 氏 名

担 当 者 職 氏 名

電 話 番 号

住 所

規 模

住 所
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性　　別 生　年　月　日 年　齢

1. 男 2. 女 3. 不 明

年齢

関係

種類
10. 身 体 的 虐 待 20. 性 的 虐 待 30. 心 理 的 虐 待 40. 放 棄 ・ 放 任 50. 経 済 的 虐 待

41. 放 棄 ・ 放 任 （ 身 体 的 虐 待 ） 42. 放 棄 ・ 放 任 （ 性 的 虐 待 ） 43. 放 棄 ・ 放 任 （ 心 理 的 虐 待 ）

虐 待 者 氏 名

虐 待 の 種 別

虐待の内容及び

発生要因

希望する使用者に

対する措置

1. 使 用 者 （ 役 員 ） 2. 上 司 3. 同 僚 4. 部 下 5. そ の 他 （ ） 6. 不 明

年 齢 区 分

被 虐 待 者 と の 関 係

1. ～ 20 歳 2. 21 ～ 30 歳 3. 31 ～ 40 歳 4. 41 ～ 50 歳 5. 51 ～ 60 歳 6. 61 歳 ～ 7. 不 明

性別
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○障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律(平成23年法律第79号) 

目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 養護者による障害者虐待の防止、養護者に対する支援等（第七条―第十四条） 

第三章 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止等（第十五条―第二十条） 

第四章 使用者による障害者虐待の防止等（第二十一条―第二十八条） 

第五章 就学する障害者等に対する虐待の防止等（第二十九条―第三十一条） 

第六章 市町村障害者虐待防止センター及び都道府県障害者権利擁護センター（第三十二条―第三十九条） 

第七章 雑則（第四十条―第四十四条） 

第八章 罰則（第四十五条・第四十六条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって

障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、障害者虐待の

予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止等に関する国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び

自立の支援のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による障害者虐待の防止に資

する支援（以下「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者

に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「障害者」とは、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する

障害者をいう。 

２ この法律において「障害者虐待」とは、養護者による障害者虐待、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待及

び使用者による障害者虐待をいう。 

３ この法律において「養護者」とは、障害者を現に養護する者であって障害者福祉施設従事者等及び使用者以外の

ものをいう。 

４ この法律において「障害者福祉施設従事者等」とは、障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）第五条

第十二項に規定する障害者支援施設（以下「障害者支援施設」という。）若しくは独立行政法人国立重度知的障害者

総合施設のぞみの園法（平成十四年法律第百六十七号）第十一条第一号の規定により独立行政法人国立重度知的障

害者総合施設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園」という。）（以下「障害者福祉施設」という。）又は障

害者自立支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス事業、同条第十七項に規定する一般相談支援事業若しく

は特定相談支援事業、同条第二十五項に規定する移動支援事業、同条第二十六項に規定する地域活動支援センター

を経営する事業若しくは同条第二十七項に規定する福祉ホームを経営する事業その他厚生労働省令で定める事業

（以下「障害福祉サービス事業等」という。）に係る業務に従事する者をいう。 

５ この法律において「使用者」とは、障害者を雇用する事業主（当該障害者が派遣労働者（労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第二号に規定

する派遣労働者をいう。以下同じ。）である場合において当該派遣労働者に係る労働者派遣（同条第一号に規定する

労働者派遣をいう。）の役務の提供を受ける事業主その他これに類するものとして政令で定める事業主を含み、国及

び地方公共団体を除く。以下同じ。）又は事業の経営担当者その他その事業の労働者に関する事項について事業主の

ために行為をする者をいう。 

６ この法律において「養護者による障害者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 
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一 養護者がその養護する障害者について行う次に掲げる行為 

イ 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束

すること。 

ロ 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

ハ 障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

ニ 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイからハまでに掲げる行為

と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 

二 養護者又は障害者の親族が当該障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者から不当に財産上の利益を

得ること。 

７ この法律において「障害者福祉施設従事者等による障害者虐待」とは、障害者福祉施設従事者等が、当該障害者

福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉施 設を利用する障害者又は当該障害福祉サービス事業等に係るサービス

の提供を受ける障害者について行う次のいずれかに該当する行為をいう。 

一 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束

すること。 

二 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

三 障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著しい心理的外傷を与

える言動を行うこと。 

四 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該障害者福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉

施設を利用する他の障害者又は当該障害福祉サービス事業等に係るサービスの提供を受ける他の障害者による前三

号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

五 障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。 

８ この法律において「使用者による障害者虐待」とは、使用者が当該事業所に使用される障害者について行う次の

いずれかに該当する行為をいう。 

一 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束

すること。 

二 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

三 障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害者に著しい心理的外傷を与

える言動を行うこと。 

四 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該事業所に使用される他の労働者による前三号に掲

げる行為と同様の行為の放置その他これらに準ずる行為を行うこと。 

五 障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得ること。 

（障害者に対する虐待の禁止） 

第三条 何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第四条 国及び地方公共団体は、障害者虐待の予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害

者の迅速かつ適切な保護及び自立の支援並びに適切な養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係

機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対

する支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的知識及び技術を有する人材その

他必要な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

３ 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対



 

68 
 

する支援に資するため、障害者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の

啓発活動を行うものとする。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、国又は地方公

共団体が講ずる障害者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に協力するよう努めなければならない。 

（障害者虐待の早期発見等） 

第六条 国及び地方公共団体の障害者の福祉に関する事務を所掌する部局その他の関係機関は、障害者虐待を発見し

やすい立場にあることに鑑み、相互に緊密な連携を図りつつ、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。 

２ 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業務上関係のある団体並びに障害者福祉施設従

事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある者及び使用者は、

障害者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。 

３ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる障害者虐待の防止のための啓発活動並びに障害者虐待を受け

た障害者の保護及び自立の支援のための施策に協力するよう努めなければならない。 

 

第二章 養護者による障害者虐待の防止、養護者に対する支援等 

（養護者による障害者虐待に係る通報等） 

第七条 養護者による障害者虐待（十八歳未満の障害者について行われるものを除く。以下この章において同じ。）を

受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

２ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の規定に

よる通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

第八条 市町村が前条第一項の規定による通報又は次条第一項に規定する届出を受けた場合においては、当該通報又

は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを

漏らしてはならない。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第九条 市町村は、第七条第一項の規定による通報又は障害者からの養護者による障害者虐待を受けた旨の届出を受

けたときは、速やかに、当該障害者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講ずる

とともに、第三十五条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「市町村障害者虐待対応協力者」という。）

とその対応について協議を行うものとする。 

２ 市町村は、第七条第一項の規定による通報又は前項に規定する届出があった場合には、当該通報又は届出に係る障

害者に対する養護者による障害者虐待の防止及び当該障害者の保護が図られるよう、養護者による障害者虐待によ

り生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる障害者を一時的に保護するため迅速に当該市

町村の設置する障害者支援施設又は障害者自立支援法第五条第六項の厚生労働省令で定める施設（以下「障害者支

援施設等」という。）に入所させる等、適切に、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十八条第

一項若しくは第二項又は知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三 十七号）第十五条の四若しくは第十六条第一項

第二号の規定による措置を講ずるものとする。この場合において、当該障害者が身体障害者福祉法第四条に規定す

る身体障害者（以下「身体障害者」という。）及び知的障害者福祉法にいう知的障害者（以下「知的障害者」という。）

以外の障害者であるときは、当該障害者を身体障害者又は知的障害者とみなして、身体障害者福祉法第十八条第一

項若しくは第二項又は知的障害者福祉法第十五条の四若しくは第十六条第一項第二号の規定を適用する。 

３ 市町村長は、第七条第一項の規定による通報又は第一項に規定する届出があった場合には、当該通報又は届出に

係る障害者に対する養護者による障害者虐待の防止並びに当該障害者の保護及び自立の支援が図られるよう、適切

に、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）第五十一条の十一の二又は知的

障害者福祉法第二十八条の規定により審判の請求をするものとする。 
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（居室の確保） 

第十条 市町村は、養護者による障害者虐待を受けた障害者について前条第二項の措置を採るために必要な居室を確

保するための措置を講ずるものとする。 

（立入調査） 

第十一条 市町村長は、養護者による障害者虐待により障害者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあ

ると認めるときは、障害者の福祉に関する事務に従事する職員をして、当該障害者の住所又は居所に立ち入り、必

要な調査又は質問をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（警察署長に対する援助要請等） 

第十二条 市町村長は、前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合において、これらの

職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該障害者の住所又は居所の所在地を管轄する警察署長に対し援助

を求めることができる。 

２ 市町村長は、障害者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適切に、前項の規定によ

り警察署長に対し援助を求めなければならない。 

３ 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、障害者の生命又は身体の安全を確保するた

め必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行を援助するために必要な警察官職務執行法

（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところによる措置を講じさせるよう努めなければならな

い。 

（面会の制限） 

第十三条 養護者による障害者虐待を受けた障害者について第九条第二項の措置が採られた場合においては、市町村

長又は当該措置に係る障害者支援施設等若しくはのぞみの園の長若しくは当該措置に係る身体障害者福祉法第十八

条第二項に規定する指定医療機関の管理者は、養護者による障害者虐待の防止及び当該障害者の保護の観点から、

当該養護者による障害者虐待を行った養護者について当該障害者との面会を制限することができる。 

（養護者の支援） 

第十四条 市町村は、第三十二条第二項第二号に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対する

相談、指導及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急の必要がある

と認める場合に障害者が短期間養護を受けるために必要となる居室を確保するための措置を講ずるものとする。 

 

第三章 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止等 

（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止等のための措置） 

第十五条 障害者福祉施設の設置者又は障害福祉サービス事業等を行う者は、障害者福祉施設従事者等の研修の実施、

当該障害者福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉施設を利用し、又は当該障害福祉サービス事業等に係るサー

ビスの提供を受ける障害者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他の障害者福祉施設従事者等による障

害者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。 

（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に係る通報等） 

第十六条 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、これを

市町村に通報しなければならない。 

２ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けた障害者は、その旨を市町村に届け出ることができる。 
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３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定による通報（虚偽であるもの及

び過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 障害者福祉施設従事者等は、第一項の規定による通報をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受

けない。 

第十七条 市町村は、前条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受けたときは、厚生労働省令

で定めるところにより、当該通報又は届出に係る障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関する事項を、当該

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に係る障害者福祉施設又は当該障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待に係る障害福祉サービス事業等の事業所の所在地の都道府県に報告しなければならない。 

第十八条 市町村が第十六条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受けた場合においては、当

該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させ

るものを漏らしてはならない。都道府県が前条の規定による報告を受けた場合における当該報告を受けた都道府県

の職員についても、同様とする。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第十九条 市町村が第十六条第一項の規定による通報若しくは同条第二項の規定による届出を受け、又は都道府県が

第十七条の規定による報告を受けたときは、市町村長又は都道府県知事は、障害者福祉施設の業務又は障害福祉サ

ービス事業等の適正な運営を確保することにより、当該通報又は届出に係る障害者に対する障害者福祉施設従事者

等による障害者虐待の防止並びに当該障害者の保護及び自立の支援を図るため、社会福祉法（昭和二十六年法律第

四十五号）、障害者自立支援法その他関係法律の規定による権限を適切に行使するものとする。 

（公表） 

第二十条 都道府県知事は、毎年度、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況、障害者福祉施設従事者等に

よる障害者虐待があった場合に採った措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。 

 

第四章 使用者による障害者虐待の防止等 

（使用者による障害者虐待の防止等のための措置） 

第二十一条 障害者を雇用する事業主は、労働者の研修の実施、当該事業所に使用される障害者及びその家族からの

苦情の処理の体制の整備その他の使用者による障害者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。 

（使用者による障害者虐待に係る通報等） 

第二十二条 使用者による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、これを市町村又は都道

府県に通報しなければならない。 

２ 使用者による障害者虐待を受けた障害者は、その旨を市町村又は都道府県に届け出ることができる。 

３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定による通報（虚偽であるもの及

び過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 労働者は、第一項の規定による通報又は第二項の規定による届出（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。）

をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けない。 

第二十三条 市町村は、前条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受けたときは、厚生労働省

令で定めるところにより、当該通報又は届出に係る使用者による障害者虐待に関する事項を、当該使用者による障

害者虐待に係る事業所の所在地の都道府県に通知しなければならない。 

第二十四条 都道府県は、第二十二条第一項の規定による通報、同条第二項の規定による届出又は前条の規定による

通知を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報、届出又は通知に係る使用者による障害者虐

待に関する事項を、当該使用者による障害者虐待に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局に報告しなけれ

ばならない。 

第二十五条 市町村又は都道府県が第二十二条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受けた場
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合においては、当該通報又は届出を受けた市町村又は都道府県の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通

報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。都道府県が第二十三条の規定による通知を受けた場

合における当該通知を受けた都道府県の職員及び都道府県労働局が前条の規定による報告を受けた場合における当

該報告を受けた都道府県労働局の職員についても、同様とする。 

（報告を受けた場合の措置） 

第二十六条 都道府県労働局が第二十四条の規定による報告を受けたときは、都道府県労働局長又は労働基準監督署

長若しくは公共職業安定所長は、事業所における障害者の適正な労働条件及び雇用管理を確保することにより、当

該報告に係る障害者に対する使用者による障害者虐待の防止並びに当該障害者の保護及び自立の支援を図るため、

当該報告に係る都道府県との連携を図りつつ、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）、障害者の雇用の促進等

に関する法律（昭和三 十五年法律第百二十三号）、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成十三年法律

第百十二号）その他関係法律の規定による権限を適切に行使するものとする。 

（船員に関する特例） 

第二十七条 船員法（昭和二十二年法律第百号）の適用を受ける船員である障害者について行われる使用者による障

害者虐待に係る前三条の規定の適用については、第二十四条中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令又は厚

生労働省令」と、「当該使用者による障害者虐待に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局」とあるのは「地

方運輸局その他の関係行政機関」と、第二十五条中「都道府県労働局」とあるのは「地方運輸局その他の関係行政

機関」と、前条中「都道府県労働局が」とあるのは「地方運輸局その他の関係行政機関が」と、「都道府県労働局長

又は労働基準監督署長若しくは公共職業安定所長」とあるのは「地 方運輸局その他の関係行政機関の長」と、「労

働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）」とあるのは「船員法（昭和二十二年法律第百号）」とする。 

（公表） 

第二十八条 厚生労働大臣は、毎年度、使用者による障害者虐待の状況、使用者による障害者虐待があった場合に採

った措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。 

 

第五章 就学する障害者等に対する虐待の防止等 

（就学する障害者に対する虐待の防止等） 

第二十九条 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校、同法第百二十四条に規定す

る専修学校又は同法第百三十四条第一項に規定する各種学校をいう。以下同じ。）の長は、教職員、児童、生徒、学

生その他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を深めるための研修の実施及び普及啓発、就学する障害者

に対する虐待に関する相談に係る体制の整備、就学する障害者に対する虐待に対処するための措置その他の当該学

校に就学する障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとする。 

（保育所等に通う障害者に対する虐待の防止等） 

第三十条 保育所等（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所若しくは同

法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的とするもの（少数の乳児又

は幼児を対象とするものその他の厚生労働省令で定めるものを除く。）又は就学前の子ども に関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第七条第一項に規定する認定こども園をいう。

以下同じ。）の長は、保育所等の職員その他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を深めるための研修の実

施及び普及啓発、保育所等に通う障害者に対する虐待に関する相談に係る体制の整備、保育所等に通う障害者に対

する虐待に対処するための措置その他の当該保育所等に通う障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ず

るものとする。 

（医療機関を利用する障害者に対する虐待の防止等） 

第三十一条 医療機関（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院又は同条第二項に

規定する診療所をいう。以下同じ。）の管理者は、医療機関の職員その他の関係者に対する障害及び障害者に関する
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理解を深めるための研修の実施及び普及啓発、医療機関を利用する障害者に対する虐待に関する相談に係る体制の

整備、医療機関を利用する障害者に対する虐待に対処するための措置その他の当該医療機関を利用する障害者に対

する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとする。 

 

第六章 市町村障害者虐待防止センター及び都道府県障害者権利擁護センター 

（市町村障害者虐待防止センター） 

第三十二条 市町村は、障害者の福祉に関する事務を所掌する部局又は当該市町村が設置する施設において、当該部

局又は施設が市町村障害者虐待防止センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村障害者虐待防止センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 第七条第一項、第十六条第一項若しくは第二十二条第一項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出若

しくは第十六条第二項若しくは第二十二条第二項の規定による届出を受理すること。 

二 養護者による障害者虐待の防止及び養護者による障害者虐待を受けた障害者の保護のため、障害者及び養護者に

対して、相談、指導及び助言を行うこと。 

三 障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報その他の啓発活動を行うこと。 

（市町村障害者虐待防止センターの業務の委託） 

第三十三条 市町村は、市町村障害者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、前条第二項各号に掲げる業務

の全部又は一部を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由なし

に、その委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 第一項の規定により第七条第一項、第十六条第一項若しくは第二十二条第一項の規定による通報又は第九条第一

項に規定する届出若しくは第十六条第二項若しくは第二十二条第二項の規定による届出の受理に関する業務の委託

を受けた者が第七条第一項、第十六条第一項若しくは第二十二条第一項の規定による通報又は第九条第一項に規定

する届出若しくは第十六条第二項若しくは第二十二条第二項の規定による届出を受けた場合には、当該通報若しく

は届出を受けた者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特

定させるものを漏らしてはならない。 

（市町村等における専門的に従事する職員の確保） 

第三十四条 市町村及び前条第一項の規定による委託を受けた者は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者

の保護及び自立の支援並びに養護者に対する支援を適切に実施するために、障害者の福祉又は権利の擁護に関し専

門的知識又は経験を有し、かつ、これらの事務に専門的に従事する職員を確保するよう努めなければならない。 

（市町村における連携協力体制の整備） 

第三十五条 市町村は、養護者による障害者虐待の防止、養護者による障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の

支援並びに養護者に対する支援を適切に実施するため、社会福祉法に定める福祉に関する事務所（以下「福祉事務

所」という。）その他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなければならない。この場合において、養護

者による障害者虐待にいつでも迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。 

（都道府県障害者権利擁護センター） 

第三十六条 都道府県は、障害者の福祉に関する事務を所掌する部局又は当該都道府県が設置する施設において、当

該部局又は施設が都道府県障害者権利擁護センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 都道府県障害者権利擁護センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 第二十二条第一項の規定による通報又は同条第二項の規定による届出を受理すること。 

二 この法律の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情報の提供、

助言その他必要な援助を行うこと。 

三 障害者虐待を受けた障害者に関する各般の問題及び養護者に対する支援に関し、相談に応ずること又は相談を行
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う機関を紹介すること。 

四 障害者虐待を受けた障害者の支援及び養護者に対する支援のため、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整そ

の他の援助を行うこと。 

五 障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する情報を収集し、分析し、及び提供すること。 

六 障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報その他の啓発活動を行うこと。 

七 その他障害者に対する虐待の防止等のために必要な支援を行うこと。 

（都道府県障害者権利擁護センターの業務の委託） 

第三十七条 都道府県は、第三十九条の規定により当該都道府県と連携協力する者（以下「都道府県障害者虐待対応

協力者」という。）のうち適当と認められるものに、前条第二項第一号又は第三号から第七号までに掲げる業務の全

部又は一部を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由なし

に、その委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 第一項の規定により第二十二条第一項の規定による通報又は同条第二項に規定する届出の受理に関する業務の委

託を受けた者が同条第一項の規定による通報又は同条第二項に規定する届出を受けた場合には、当該通報若しくは

届出を受けた者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定

させるものを漏らしてはならない。 

（都道府県等における専門的に従事する職員の確保） 

第三十八条 都道府県及び前条第一項の規定による委託を受けた者は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害

者の保護及び自立の支援並びに養護者に対する支援を適切に実施するために、障害者の福祉又は権利の擁護に関し

専門的知識又は経験を有し、かつ、これらの事務に専門的に従事する職員を確保するよう努めなければならない。 

（都道府県における連携協力体制の整備） 

第三十九条 都道府県は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対す

る支援を適切に実施するため、福祉事務所その他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなければならな

い。 

 

第七章 雑則 

（周知） 

第四十条 市町村又は都道府県は、市町村障害者虐待防止センター又は都道府県障害者権利擁護センターとしての機

能を果たす部局又は施設及び市町村障害者虐待対応協力者又は都道府県障害者虐待対応協力者の名称を明示するこ

と等により、当該部局又は施設及び市町村障害者虐待対応協力者又は都道府県障害者虐待対応協力者を周知させな

ければならない。 

（障害者虐待を受けた障害者の自立の支援） 

第四十一条 国及び地方公共団体は、障害者虐待を受けた障害者が地域において自立した生活を円滑に営むことがで

きるよう、居住の場所の確保、就業の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（調査研究） 

第四十二条 国及び地方公共団体は、障害者虐待を受けた障害者がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の分析

を行うとともに、障害者虐待の予防及び早期発見のための方策、障害者虐待があった場合の適切な対応方法、養護

者に対する支援の在り方その他障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並びに養護者

に対する支援のために必要な事項についての調査及び研究を行うものとする。 

（財産上の不当取引による被害の防止等） 

第四十三条 市町村は、養護者、障害者の親族、障害者福祉施設従事者等及び使用者以外の者が不当に財産上の利益

を得る目的で障害者と行う取引（以下「財産上の不当取引」という。）による障害者の被害について、相談に応じ、
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若しくは消費生活に関する業務を担当する部局その他の関係機関を紹介し、又は市町村障害者虐待対応協力者に、

財産上の不当取引による障害者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実施を委託するものとする。 

２ 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある障害者について、適切に、精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律第五十一条の十一の二又は知的障害者福祉法第二十八条の規定により審判の請求をす

るものとする。 

（成年後見制度の利用促進） 

第四十四条 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止並びに障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並び

に財産上の不当取引による障害者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知のための措置、成年後見

制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずることにより、成年後見制度が広く利用されるようにし

なければならない。 

 

第八章 罰則 

第四十五条 第三十三条第二項又は第三十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金

に処する。 

第四十六条 正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の

規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは障害者に答弁をさせず、若しくは虚偽の

答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年十月一日から施行する。 

（検討） 

第二条 政府は、学校、保育所等、医療機関、官公署等における障害者に対する虐待の防止等の体制の在り方並びに

障害者の安全の確認又は安全の確保を実効的に行うための方策、障害者を訪問して相談等を行う体制の充実強化そ

の他の障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援、養護者に対する支援等のための制度

について、この法律の施行後三年を目途として、児童虐待、高齢者虐待、配偶者からの暴力等の防止等に関する法

制度全般の見直しの状況を踏まえ、この法律の施行状況等を勘案して検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

（高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の一部改正） 

第三条 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号）の一部を

次のように改正する。 

第二条の見出しを「（定義等）」に改め、同条に次の一項を加える。 

６ 六十五歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、又は養介護事業に係るサービスの

提供を受ける障害者（障害者基本法（昭和 四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する障害者をいう。）に

ついては、高齢者とみなして、養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する規定を適用する。 

（調整規定） 

第四条 この法律の施行の日が障害者基本法の一部を改正する法律（平成二十三年法律第号）の施行の日前である場

合には、同法の施行の日の前日までの間における第二条第一項及び前条の規定による改正後の高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第二条第六項の規定の適用については、これらの規定中「第二条第一

号」とあるのは、「第二条」とする。 
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○西宮市障害福祉サービス及び障害児通所支援に係るやむを得ない事由による措置要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号。以下｢身障法｣という。）第１８条第１項若しくは

第２項、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号。以下｢知障法｣という。）第１５条の４第１項若しくは第１６条

第１項第２号又は児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下｢児福法｣という。）第２１条の６の規定に基づき、や

むを得ない事由による措置（以下｢措置｣という。）を行うために必要な事項を定める。 

(対象者等) 

第２条 措置の対象者は、やむを得ない事由により障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第123号。以下 「障害者総合支援法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サービス又は児福法

第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援の利用をすることが著しく困難であると認める障害者又は障害児

とする。 

２ 前項の｢やむを得ない事由｣とは、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

（１）障害者総合支援法の規定により当該措置に相当する障害福祉サービスに係る給付を受けることができる障害者

又は障害児の保護者が、事業者と契約をして障害福祉サービスを利用し、又はその前提となる支給申請を期待しが

たいことにより障害福祉サービスを利用することが著しく困難であると認められる場合 

（２）児福法の規定により当該措置に相当する障害児通所支援に係る給付を受けることができる障害児の保護者が、

事業者と契約をして障害児通所支援を利用し、又はその前提となる支給申請を期待しがたいことにより障害児通所

支援を利用することが著しく困難であると認められる場合 

（３）家族等の介護者から虐待を受け、当該介護者による虐待から保護される必要があると認められる場合 

（４）その他福祉事務所長がやむを得ない事由と認める場合 

(措置の内容) 

第３条 福祉事務所長は、第２条に規定する者に対し、必要に応じて次の各号に掲げる措置を行うものとする。 

（１）居宅介護 

（２）重度訪問介護 

（３）行動援護 

（４）同行援護 

（５）重度障害者等包括支援 

（６）短期入所 

（７）生活介護 

（８）療養介護 

（９）施設入所支援 

（１０）自立訓練 

（１１）就労移行支援 

（１２）就労継続支援 

（１３）共同生活援助 

（１４）宿泊型自立訓練 

（１５）児童発達支援 

（１６）医療型児童発達支援 

（１７）放課後等デイサービス 

（１８）保育所等訪問支援 

(調査及び措置の決定) 

第４条 福祉事務所長は、第２条に規定する者であると見込まれる者を発見し、又は関係機関等から通報を受けたと
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きは、直ちに当該者の実態を調査するものとする。 

２ 福祉事務所長は、当該者が障害者総合支援法に規定する障害支援区分認定を受けていない場合は、必要に応じて

障害支援区分認定を実施する。ただし、急を要する場合は、次項による措置の決定後又は措置の開始後にこれを実

施する。 

３ 福祉事務所長は、第１項の実態調査及び第２項の障害支援区分認定の結果を基に、次の各号に掲げる事項を総合

的に考慮して措置の決定を行うものとする。ただし、知障法第１６条第１項第２号の規定に基づく場合であって、

医学的及び心理学的判定を必要とする場合には、同法第１６条第２項の規定に基づき、あらかじめ、兵庫県知的障

害者更生相談所の判定を求めなければならない。 

（１）当該者の意思と尊厳 

（２）当該者及び家族等の身体及び精神の状況並びに置かれている環境 

（３）その他当該者及び家族等の福祉を図るために必要な事情 

４ 福祉事務所長は、前項の決定を行った場合は、措置開始決定通知書（様式第１号）により当該者に通知するもの

とする。この場合において、当該者が２０歳未満の場合は、親権者及び未成年後見人へも通知するものとする。 

５ 福祉事務所長は、措置を決定したときは、できるだけ早い時期に措置を開始するものとする。 

６ 福祉事務所長は、措置を決定した後、必要な調査及び指導その他必要な援助を行うものとする。 

(事業の委託) 

第５条 福祉事務所長は、措置を決定したときは、障害者総合支援法に規定する指定障害福祉サービス事業者、指定

障害者支援施設若しくはのぞみの園、身障法に規定する指定医療機関の設置者又は児福法に規定する指定障害児通

所支援事業者（以下「事業者」という。）に第３条第１項各号に掲げるサービスを提供することを委託するものとす

る。 

２ 福祉事務所長は、前項によるサービスを提供することを委託する場合は、措置委託通知書（様式第２号）により、

委託する事業者に対し通知するものとする。 

３ 福祉事務所長は、事業者が前項の規定による委託を正当な理由なく拒んだときは、身障法第１８条の２、知障法

第２１条及び児福法第２１条の７の規定により、当該事業者に措置を受託させるものとする。 

(費用の支弁) 

第６条 福祉事務所長は、措置に要する費用を支弁するものとする。措置に要する費用とは、次の各号に掲げる費用

とする。 

（１）障害福祉サービス 

ア「やむを得ない事由による措置を行なった場合の単価等の取扱いについて」（平成18年11月17日付け障障発

第1117002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「措置単価等の取扱い」という。）

に基づき算定した額 

イ「障害者自立支援給付費国庫負担金交付要綱」に基づき算定した額 

（２）障害児通所支援 

ア「やむを得ない事由による措置（障害児通所支援）を行なった場合の単価等の取扱いについて」（平成24 年 6

月25日付け障障発0625第1号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「措置通所単

価等の取扱い」という。）に基づき算定した額 

イ「児童福祉法施行規則（昭和23年3月31日厚生省令第11号）」第１８条の２に規定する通所特定費用 

(費用の請求) 

第７条 事業者は、措置に要する費用について、措置費請求書（様式第３号）により福祉事務所長に請求するものと

する。 

(費用の徴収) 

第８条 福祉事務所長は、第６条の規定により費用を支弁した場合は、措置単価等の取扱い又は措置通所単価等の取
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扱いに基づき、当該措置に要する費用について費用徴収額決定通知書（様式第４号）により当該措置に係る者又は

その扶養義務者(民法に定める扶養義務者をいう。)に通知し、当該月の翌月末までに当該措置に係る者又はその扶

養義務者から徴収するものとする。 

(措置の変更) 

第９条 福祉事務所長は、措置に係る者が他の措置を受けることが適当であると認められるに至った場合は、その時

点において、措置を変更するものとする。 

２ 福祉事務所長は、措置を変更したときは、措置廃止（変更）決定通知書（様式第５号）及び措置委託解除（変更）

決定通知書（様式第６号）により、当該措置に係る者及び当該事業者に対し通知するものとする。この場合におい

て、当該措置に係る者が２０歳未満の場合は、親権者及び未成年後見人へも通知するものとする。 

(措置の解除) 

第１０条 福祉事務所長は、措置に係る者が次の各号のいずれかに該当する場合、その時点において、措置を解除す

るものとする。 

（１）障害者支援施設に入所すること等により、家族等から虐待を受ける恐れがなくなり、障害者総合支援法に基づ

く障害福祉サービスの利用に関する契約を行うことができるようになった場合 

（２）成年後見制度等に基づき、本人を代理する成年後見人等を活用することにより、障害者総合支援法に基づく障

害福祉サービスの利用に関する契約を行うことができるようになった場合 

（３）その他福祉事務所長が措置に係る者がやむを得ない事由の解消により、障害者総合支援法に基づく障害福祉サ

ービスの利用に関する契約又は児福法に基づく障害児通所支援の利用に関する契約を行うことができるようになっ

た場合 

２ 福祉事務所長は、措置を解除したときは、措置廃止（変更）決定通知書（様式第５号）及び措置委託解除（変更）

決定通知書（様式第６号）により、当該措置に係る者及び当該事業者に対し通知するものとする。この場合におい

て、当該措置に係る者が２０歳未満の場合は、親権者及び未成年後見人へも通知するものとする。 

(成年後見制度の活用) 

第１１条 福祉事務所長は、措置に係る者が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの利用に関する契約を行う

ことができるようにするため特に必要があると認めるときは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25

年法律第123号）第５１条の１１の２又は知障法第２８条に規定する審判を請求するなどして、当該措置に係る者

が民法に規定する成年後見制度等を活用できるよう援助するものとする。 

(その他) 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、福祉事務所長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２８年１１月１日から施行する。 
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○西宮市成年後見制度利用支援事業市長申立に関する取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、民法の一部を改正する法律(平成11 年法律第 149 号)の施行に伴い、老人福祉法（昭和38 年

法律第133 号）第32 条、知的障害者福祉法（昭和35 年法律第37 号）第27 条の３及び精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和25 年法律第123 号）第51 条の11 の2 の規定に基づき、後見、保佐及び補助（以下「後

見等」という。）開始の審判を市長が申立てる手続き等について必要な事項を定める。 

（市長による後見等の申立対象者） 

第２条 市長による後見等の開始の審判申立（以下、｢市長申立｣という。）を必要とする状態にある者は、本市に住

所を有し、民法の規定による後見等の要件を満たすとともに、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当する者とす

る。 

（１） 認知症、知的障害又は精神障害等の状態にあるため、日常生活を営むのに支障がある者 

（２） 認知症、知的障害又は精神障害等の状態にあり、家族等による虐待又は無視（以下、｢虐待等｣という。）を受

けている者若しくはその恐れのある者 

（３） その他市長が認める者 

（該当者及び親族の調査） 

第３条 市長は、後見等を必要とする状態にある者（以下「該当者」という。）の福祉を図るために必要と認めると

きは、該当者の健康状態及び精神状態等該当者の現状を調査する。 

２ 市長は、該当者の配偶者並びに２親等内親族（以下「親族等」という。）の存在の有無、該当者と親族の関係、

家族等による虐待等及び財産争議の事実等を調査し、市長が親族等に代わって申立をすべき事由の有無を判断する。 

（親族等への申立の説明） 

第４条 市長は、第３条に規定する調査結果により、後見等の必要があると判断された場合において、該当者の親族

等の存在が確認されたときは、当該親族等に後見等申立の必要性を説明し、親族等による申立を促すこととする。 

（市長の申立） 

第５条 次の各号に掲げる要件のいずれかに該当するときは、市長申立を行うことができる。ただし、２親等内の親

族がいない場合であっても、３親等又は４親等の親族であって審判請求をする者の存在が明らかであるときは、市

長申立を行わないものとする。 

（１） 該当者に親族等が存在しないとき。 

（２） 該当者に親族等が存在しても、親族等による申立が行われない状況にあるとき、又は該当者と親族等とが音信

不通の状況にあるとき。 

（３） 親族等が存在しても、親族等による虐待等があり、又はその恐れがあるとき。 

（４） その他該当者の福祉を図るため特に必要があると認めるとき。 

（費用負担） 

第６条 市長は、診断書の作成費用、印紙代、登記に係る費用、申立書の作成費用及び鑑定料等申立に必要な費用（以

下、｢申立に係る費用｣という。）について費用負担することができる。 

２ 市長が前項により費用負担した申立に係る費用は、家庭裁判所が後見人、保佐人又は補助人（以下、｢後見人等｣

という。）を選任した後、当該後見人等に対して全部又は一部を求償することができる。 

（付 則） 

この要綱は、平成１４年３月１日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成１７年１０ 月１日から施行する。 
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○西宮市成年後見制度利用支援事業申立に係る費用及び後見人等の報酬助成実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、民法の規定する後見、保佐及び補助（以下、｢後見等｣という。）の開始の審判の申立に関する申

立及び登記に係る収入印紙代、郵便切手代、鑑定費用その他申立に係る費用（以下、｢申立に係る費用｣という。）並

びに成年後見人、保佐人及び補助人（以下、「後見人等」という。）に対し家庭裁判所が審判した報酬付与額（以下、

「報酬額」という。）の全部又は一部を助成することにより成年被後見人、被保佐人及び被補助人（以下、「被後見

人等」という。）の生活を支援することを目的とし、助成金の交付について必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 対象者は、本市に住所を有し、次に掲げる要件のいずれかに該当する者とする。 

一 生活保護受給者 

二 市長が後見等の開始の審判の申立を行いかつ活用できる資産・貯蓄等が乏しく、後見人等の報酬の全部又は一部

の助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難な者 

三 その他市長が必要と認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、対象にならない。 

一 被後見人等が報酬額を支払う能力のある親族（民法（明治29 年法律第89 号）第725条に規定する親族をいう。

以下同じ。）その他の者に扶養されているとき。 

二 後見人等が親族またはそれに準ずる者であるとき。 

（助成金の対象費用、支給額及び対象期間） 

第３条 助成対象費用は、申立に係る費用及び後見人等の報酬額の全部又は一部とする。 

２ 後見等の開始審判申立に係る費用の助成支給額は、家庭裁判所に予納すべき額その他申立に要する経費の実費と

する。 

３ 後見人等の報酬助成支給額の上限額（以下、｢助成上限額｣という。）は、被後見人等の生活の場が在宅にある者は

月額２８，０００円、施設等へ入所中の者は月額１８，０００円とし、助成支給額は原則、次の各号に掲げるとお

りとする。 

一 被後見人等が有する資産額が４００，０００円以下のときは、報酬額と助成上限額を比較して少ない額 

二 被後見人等が有する資産額が４００，０００円を超えるときは、次の各号に掲げる額 

（１）４００，０００円に報酬額を加えたものから被後見人等が有する資産額を減じた額が助成上限額以下のときは、

その額 

（２）４００，０００円に報酬額を加えたものから被後見人等が有する資産額を減じた額が助成上限額を超えるとき

は、助成上限額 

三 被後見人等が死亡した場合は、報酬額から遺留金を控除した額と助成上限額を比較して少ない額 

４ 複数人の後見人等が選任されている場合は、各々の報酬額を合算し、前項各号の規定により算出した額を助成す

る。 

５ 助成対象期間は、報酬付与の審判があった月から15 ヶ月を超えて遡ることはできない。 

（申立に係る費用の助成金の交付申請） 

第４条 申立に係る費用の助成金の交付を申請する者は、後見等開始申立の申立人とする。 

２ 申立に係る費用の助成金の交付を受けようとするときは、申立に係る費用助成金交付申請書（様式第1 号）によ

り、市長に申請しなければならない。 

（申立に係る費用の助成金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、被後見人等の資産状況等を調査し、助成金の交付可否を

決定する。 

２ 市長は、助成金の交付可否決定を行ったときは、申請者に対し、申立に係る費用助成金交付可否決定通知書（様
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式第2 号）により通知する。 

（申立に係る費用の助成金の交付請求） 

第６条 助成金交付決定通知を受けた申請者は、申立に係る費用助成金交付請求書（様式第3号）により、市長に請

求することができる。 

（後見人等の報酬助成金の交付申請） 

第７条 後見人等の報酬助成金の交付を申請する者は、後見人等とする。 

２ 報酬額の審判後、後見人等が助成金の交付を受けようとするときは、後見人等の報酬助成金交付申請書（様式第

4 号）に必要書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

３ 前項の規定による申請は、家庭裁判所の報酬付与の審判があったときから3 ヶ月以内に行わなければならない。 

（後見人等の報酬助成金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、被後見人等の資産状況等を調査し、助成金の交付可否を

決定する。 

２ 市長は、前項の規定による調査に疑義が生じたとき、申請者に対し、報告を求めることができる。 

３ 市長は、助成金の交付可否決定を行ったときは、申請者に対し、後見人等の報酬助成金交付可否決定通知書（様

式第5 号）により通知する。 

（後見人等の報酬助成金の交付請求） 

第９条 助成金交付決定通知を受けた申請者は、後見人等の報酬助成金交付請求書（様式第6号）により、市長に請

求することができる。 

（助成金の返還） 

第１０条 市長は、虚偽の申請その他不正な手段により助成金の支給を受けた者があるときは、その者に対して当該

助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（付 則） 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
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○関係窓口一覧 

西宮市障害者虐待防止センター 

西宮市生活支援課 0798-35-3130 

西宮市障害者虐待ホットライン 0798-35-2787 

兵庫県障害者虐待防止担当 

兵庫県障害者権利擁護センター 078-362-3834 

兵庫県障害福祉課 078-362-9105 

成年後見等の権利擁護に関する相談窓口 

西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター 0798-37-0024 

高齢者・障害者総合支援センター「たんぽぽ」（兵庫県弁護士会） 078-341-0550 

成年後見センター・リーガルサポート兵庫支部（司法書士会） 078-341-8699 

権利擁護センターぱあとなあ兵庫（社会福祉士会） 078-222-8107 

神戸家庭裁判所尼崎支部 06-6438-3781 

高齢者の虐待に関する相談窓口 

西宮市生活支援課 0798-35-3175 

西宮市高齢者あんしん窓口安井（地域包括支援センター） 0798-37-1870 

西宮市高齢者あんしん窓口今津南（地域包括支援センター） 0798-32-1702 

西宮市高齢者あんしん窓口浜脇（地域包括支援センター） 0798-35-2440 

西宮市高齢者あんしん窓口西宮浜（地域包括支援センター） 0798-32-6064 

西宮市高齢者あんしん窓口小松（地域包括支援センター） 0798-45-7810 

西宮市高齢者あんしん窓口高須（地域包括支援センター） 0798-44-4505 

西宮市高齢者あんしん窓口浜甲子園（地域包括支援センター） 0798-42-3530 

西宮市高齢者あんしん窓口上甲子園（地域包括支援センター） 0798-38-6031 

西宮市高齢者あんしん窓口深津（地域包括支援センター） 0798-64-0050 

西宮市高齢者あんしん窓口瓦木（地域包括支援センター） 0798-68-2702 

西宮市高齢者あんしん窓口甲山（地域包括支援センター） 0798-71-9904 

西宮市高齢者あんしん窓口甲武（地域包括支援センター） 0798-54-8883 

西宮市高齢者あんしん窓口甲東（地域包括支援センター） 0798-57-5280 

西宮市高齢者あんしん窓口塩瀬（地域包括支援センター） 0797-63-3320 

西宮市高齢者あんしん窓口山口（地域包括支援センター） 078-903-0525 

生活保護に関する相談窓口 

西宮市厚生第１課 0798-35-3056 

労働に関する相談窓口 

西宮市障害者就労生活支援センター「アイビー」 0798-22-2725 

西宮労働基準監督署 0798-26-3733 

ハローワーク西宮 0798-75-6711 

兵庫県労働局雇用環境・均等部 指導課 078-367-0820 

兵庫県労働局雇用環境・均等部 企画課 078-367-0700 

障害のある人の福祉に関する相談窓口 

西宮市生活支援課 0798-35-3157 

障害者総合相談支援センターにしのみや 0798-37-1300 

障害者総合相談支援センターにしのみや北部窓口 078-903-1920 
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年 月 日

年 月 日

異

　　

【養護者等の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【世帯構成】　　　　　　　　　　

年 月 日 　　

年 月 日

＜具体的内容＞

（ ）即時 48時間以内 なし

（判断理由）

病院： 施設： その他：

西宮市 同左住民票登録住所

氏名
電話番号男 女

生年月日

性別

（　　　歳）

通報者氏名

昭和

担当：受付機関

相談・訴え
の内容

緊急性の
判断

情報源
相談者（通報・届出者）は　 実際に目撃した

本人から聞いた 関係者から聞いた （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

虐待の可能性 身体的 介護放棄・放任 心理的 性的

＜ポイント＞
　□ 「いつ、どこで、誰が、誰に、何を、どのように、何回」など、虐待が疑われる具体的な内容や頻度

　□ 障害者の現在の状態や生活状況、養護者に関する情報、養護者と障害者の関係など、分かる範囲
　　  で具体的に
　□ 追加で聞き取りを行う可能性があることを伝える

発見日 平成 発見場所

あり

電話番号

その他
特記事項

 昭和

家族状況（ジェノグラム）

経済的 その他

（　　　　歳）

怒鳴り声や、泣き声、物音を聞いて推測した

居宅介護事業所

近隣住民・知人

【本人の状況】　

受付日

住所または

所属機関名

家族親族（同居・別居）続柄： 民生委員

住所

平成

施設従事者等（ 障害者あんしん相談窓口

相談者
（通報者）

本人との
関係

本人

医療機関 警察 その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作成者 所属機関

相談受付シート     　　　様式① 　受付番号：　　　　　　　　　　　

電話番号

受付方法 　　電話 　　来所

 その他）通所事業所

　　その他（　　　　　　）

生年月日

　　養護者（続柄：　　　）
　　施設従事者等

　　使用者

種
別

氏名

【不適切な状況の具体的内容】　※事実確認を行うための根拠とする情報を記入する欄

居　所 自宅

住所

 



 

84 
 

　

　　　 無

） なし

その他

） なし

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

年

そ

の
他
の

情
報

作成者 所属機関

障福サービス・

介護保険などの

利用状況

経済状況

収入
　　有　　無

生活保護（　　　　　　）万／月

就労（　　　　）万／月 その他（　　　　）万／月 預貯金（　　　　　　　　）円

事業所番号

情報共有シート     　　　様式②

障福サービス

年金[国民・厚生・遺族・障害・他]（　　）万／月

その他サービス あり（ 移動支援

疾患名

その他

服薬病院

未申請

その他

経済状況
預貯金（　　　　　　　　）円

無有

その他（　　　　）万／月

持ち家
居住状況

(家賃、環境など)

賃貸

（家族関係、留意点など）

（有の場合、具体的状況）

病院ＧＨ 施設

生活状況や
障害特性等

利用サービス

医療

通院状況
本

人

　受付番号：　　　　　　　　　　　

（健康保険料、介護保険料、各種税金等）　　　　　

就労（　　　　）万／月

収入

　　有　　無

滞納・負債
　　有　　無

あり（すなご医療福祉センター）

あり（

セルフプラン

生活保護（　　　　　　）万／月

障害手帳

計画相談

施

設
従
事

者
・

使
用
者

その他
特記事項

生活状況
ほか

養

護
者

等

事業所名

資格 （当該事業所における）勤続年数

職種 職務の内容

滞納・負債
　　有　　無

年金[国民・厚生・遺族・障害・他]（　　）万／月

（健康保険料、介護保険料、各種税金等）　　　　　

身体[ 肢 ・ 聴 ・ 視 ・音 ・ 内 ] 　　級 療育[ Ａ ・ Ｂ１ ・ Ｂ２ ] 精神[ １ ・ ２ ・ ３ ]

区分（　　　）障害支援区分 申請中（　　月　　日）
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年 月 日 ： ～

（ ）

1

2

3

担当 確認者 確認日

担当 確認者期日

期日

担当 確認者期日

期日

4

緊急性の判断

あり 即時 48時間以内

確認日

出席者

1

確認日担当

確　認　結　果事実確認内容及び方法

初動・継続会議シート  　    様式③　No.    　受付番号：　　　　　　　　　　　

生活支援課等

障害者虐待防止Ｃ/委託

権利擁護支援Ｃ

平成

その他

作成者

次回コアメンバー会議日程 　　　　月　　　　日　　　　：　　　　～　　　： 場所

所属機関

5

確認日

事実確認中に予測されるリスクと対応方法

担当 確認者期日

3

開催場所

確認日

（判断理由）

確認者

開催日時

2

なし
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受付番号：

＊下線部の項目が確認された場合は『緊急保護の検討』が必要。

             ★方法:１面談　２聞き取り（面談除く） ３写真 ４記録(確認内容)　５その他

確認日 方法 確認項目 サイン：当てはまるものがあれば○で囲みチェックを行なう

外傷等

全身状態

意識レベル

脱水症状

栄養状態等

あざや傷

体重の増減

出血.傷の有無

備考

［身体状況］ ［特記事項・本人の意向］

 衣服・寝具の清潔さ

身体の清潔さ

適切な食事

適切な睡眠

行為の制限

不自然な状況

 住環境の適切さ

備考

事実確認シート      　  様式④

着の身着のまま、濡れたままの下着、汚れたままのシーツ、その他（　　　　　　　　　　　　　　）

不眠の訴え、不規則な睡眠、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

異臭がする、極度に乱雑、ベタベタした感じ、冷暖房の欠如、その他（　　　　　　　　　　　　　）

身体の異臭、汚れのひどい髪、皮膚の潰瘍、のび放題の爪、その他（　　　　　　　　　　　　　）

自由に外出できない、自由に家族以外の人と話すことができない、

長時間家の外に出されている、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

身
体
の
状
況
・
け
が
等

頭部外傷（血腫、骨折等の疑い）、腹部外傷、重度の褥そう

部位：　　　　　　　　　　　　　　　　　大きさ：

身体に複数のあざ、頻繁なあざ、やけど、刺し傷、打撲痕・腫張、床ずれ、

その他（　　　　　　　　　）部位：　　　　　　　　　　　　　大きさ：　　　　　　　　　色：

全身衰弱、意識混濁、その他（　　　　　　        　　　　　　　　　　）

生殖器等の傷、出血、かゆみの訴え、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

急な体重の減少、やせすぎ、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

栄養失調、低栄養・低血糖の疑い、その他（　　　　　　　　　　　　　　）

重い脱水症状、脱水症状の繰り返し、軽い脱水症状、その他（　　　　　　　　　　　　　　）

資産と日常生活の大きな落差、食べる物にも困っている、
年金通帳・預金通帳がない、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生
活
の
状
況

菓子パンのみの食事、余所ではガツガツ食べる、拒食や過食が見られる、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 



 

87 
 

             ★方法:１目視　２聞き取り（誰から） ３写真 ４記録(確認内容)　５その他

通報日 方法 確認項目 サイン：当てはまるものがあれば○で囲みチェックを行なう

 恐怖や不安の訴え

保護の訴え

強い自殺念慮

あざ.傷の説明

金銭の訴え

 性的事柄の訴え

話のためらい

備考

おびえ、不安

無気力さ

態度の変化

備考

 適切な医療受診

 適切な服薬の管理

入退院の状況

適切な介護等

サービス

支援のためらい・拒否

費用負担

備考

 支援者への発言

保護の訴え

暴力、脅し等

 本人に対する態度

本人への発言

支援者への態度

 精神状態判断能力

備考

家族の状況

備考

所属機関作成者

刃物、ビンなど凶器を使った暴力や脅しがある、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

「早く死んでしまえ」など否定的な発言、コミュニケーションをとろうとしない、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

無気力な表情、問いかけに無反応、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

養護者が受診を拒否、受診を勧めても行った気配がない、その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

入退院の繰り返し、救急搬送の繰り返し、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

援助を受けたがらない、新たなサービスは拒否、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

養護者が本人の保護を求めている、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

必要であるが未利用、勧めても無視あるいは拒否、必要量が極端に不足、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

サービス利用料が突然払えなくなる、サービス利用をためらう、その他（　　　　　　　　　　）

そ
の
他

養
護
者
の
態
度
等

話
の
内
容

冷淡、横柄、無関心、支配的、攻撃的、拒否的、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

「お金をとられた」「年金が入ってこない」「貯金がなくなった」などの発言、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

つじつまが合わない、求めても説明しない、隠そうとする、その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

養護者の精神不安定・判断能力低下、非現実的な認識、その他（      　　　　　　　　　　）

おびえた表情、急に不安がる、怖がる、人目を避けたがる、その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

「殺される」「○○が怖い」「何も食べていない」「家にいたくない」「帰りたくない」などの発言、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

援助の専門家と会うのを避ける、話したがらない、拒否的、専門家に責任転嫁、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

「怖い」「痛い」「怒られる」「殴られる」などの発言、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

「生殖器の写真を撮られた」などの発言、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

本人が処方されていない薬を服用、処方された薬を適切に服用できていない、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関係者に話すことをためらう、話す内容が変化、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

養護者のいる・いないで態度が異なる、なげやりな態度、急な態度の変化、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

「死にたい」などの発言、自分を否定的に話す、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

「何をするかわからない」「殺してしまうかもしれない」等の訴えがある、

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

適
切
な
支
援

表
情
・
態
度
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　 受付番号：

作成日

経験年数 年 現職の従事年数

　　　勤務表 研修受講記録

　　　研修計画 研修実施記録 　　　　各種委員会記録（　　　　　　　　　　　　　　　）委員会

　　　身体拘束廃止に係る記録 苦情受付・対応記録 　　　　負担軽減ストレスマネジメントなどの取組み

　　　その他、必要事項

【通報等の内容の確認】

□ 通報等の内容の事実の有無（以下、通報等の事実を把握している場合）

□ それが発生した状況（いつ、どこで、誰が、誰から、何をされたのか）

□ 障害者や家族等に対してどのように対処したのか（医師の受診、謝罪等）

□ 障害者本人や家族からの相談等の有無、対応状況

□ 当該職員が行っていた勤務、職務の状況

□ （虐待の通報をしていない場合）通報をしていない理由

【虐待が疑われる事案の発生要因の確認】

□ 当該障害者に対して行われていた支援・看護の内容、配慮事項等

□ 事故やヒヤリハット等の報告体制、報告状況

□ 施設・事業所としての虐待防止の取組み、研修等の実施状況、マニュアルに基づく取組状況

□ 職員の勤務状況や負担感、ストレスマネジメントへの取組状況

【その他、聴き取り内容】

【通報等の内容の確認】

□ 通報等の内容の事実の有無（以下、通報等の事実を把握している場合）

□ それが発生した状況（いつ、どこで、誰が、誰から、何をされたのか）

□ 他の利用者にも何らの異変が生じていないか

□ 施設・事業所内で虐待や権利利益の侵害と思われる行為を見聞きしたことがあるか

【虐待が疑われる事案の発生要因の確認】

□ 当該障害者に対して行われていた介護・看護の内容、配慮事項等

□ 障害者の権利擁護や虐待防止に対する意識、取組状況

□ 職場環境、勤務体制等に対する負担感

【その他、聴き取り内容】

確認すべき記録等

管理者層・管理職

一般職員・派遣職員

事実確認シート      　  様式④―２

面接者／作成者

職員氏名 平成　　　　年　　　　　月　　　　　日

面接日 平成　　　年　　　　月　　　　日 面接場所

職員の資格 年

職種 役職等
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【通報等の内容の確認】

□ 通報等の内容の事実の有無（以下、通報等の事実を把握している場合）

□ それが発生した状況（いつ、どこで、誰が、誰から、何をされたのか）

□ 他の利用者にも何らの異変が生じていないか

□ 施設・事業所内で虐待や権利利益の侵害と思われる行為を見聞きしたことがあるか

【虐待が疑われる事案の発生要因の確認】

□ 当該障害者に対して行われていた支援・看護の内容、配慮事項等

□ 障害者の権利擁護や虐待防止に対する意識、取組状況

□ 職場環境、勤務体制等に対する負担感

□ 虐待等を行った状況や理由、原因（虐待を行ったことを認めた場合）

【その他、聴き取り内容】

【通報等の内容に関する事実確認を行うために、居室等の位置関係を確認】

□ 施設内の居室、スタッフ室、エレベーター、居室内のベッド、備品や家具等の位置関係

□ エレベーターの操作方法、ベッドや家具の高さ等

□ 居室の扉に内側から開けられない鍵がついていないか

□ 寝具等は清潔か

□ 床・手すり等は清潔か

□ 廊下や居室の室温・明るさは適切か、異臭はないか

□ ナースコールやトイレの非常ボタンは適切に作動しているか

□ テレビ・棚などは固定されているか

【位置関係を把握した上で、人の動線、移動時間、行動パターンなど】

□ 廊下に物品を置いて車いすですれ違えなくなっていないか

□ 家具等に体をぶつけた場合にできる痣の位置や車いすで移動した場合の目線の高さ等

【その他】

□ 勤務中の職員の人数は適切か、言葉使いはどうか

□ 清潔物と不潔物を混在保管していないか

□ 浴室・脱衣室にカビは発生していないか

□ 剃刀やコップの共用はないか

□ 火災時や急病時の緊急対応手順を記載したものが常備されているか

□ 個人情報が来訪者の目に触れる場所に放置されていないか

□ 苦情相談機関の電話番号が掲示されているか

□ その他気付いたこと等

虐待を行った疑いのある職員

再調査の必要性 必要なし　　　　　　　必要あり 　　　　　　　月　　　　　　日　　　　　：　　　　　～

障害者福祉施設・事業所内の状況

 



 

90 
 

年 月 日 ： ～

1

　

　　　　  　　 　　  　　（

（

　

　

　

　

　

　

（ ）

（ ）

（ ）

次回評価会議 　　　　　月　　　日　　　　　：　　　　　　～

□虐待なしの場合　→終了

□虐待ありの場合　→様式⑥へ

年金、各種手当て等

判断できず 立入調査の検討　）

留意事項

支援内容・
課題

対応方針

経済的支援 生活保護の相談・申請

市長申立 関係機関との連携

その他

権利擁護支援ニーズ 生活支援ニーズ　）

その他　　）

その他（　　　　　）

現段階では判断できず疑いの状態　　→事実確認を継続（様式②へ）
5

作成者

事
案
分
析

本人の
意見・希望

障害者虐待防止Ｃ/委託

権利擁護支援Ｃ

本人の安全確認ができていない

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2

3

4

 初動・継続会議シート（確認結果） 事実確認シート その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

発生要因

緊急分離保護の検討 入院の検討 分離保護の検討・集中的支援 防止のための保護検討 あり

虐待事実の
判断

虐待事案である（ 身体的 介護放棄・放任

事実確認
情報の共有

所属機関

不明

養護者等の
意見・希望

入院や通院が必要（重篤な外傷、栄養失調、衰弱等）

判断根拠

専門的助言 要請する（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 要請しない

緊急性の判断

判断根拠

暴力や脅しが日常的に行われている

虐待につながる家庭状況・リスク要因がある今後重大な結果が生じる、繰り返される恐れが高い

虐待事案でない（

本人・養護者が保護を求めている

コアメンバー会議シート  様式⑤　No.    受付番号：

家族支援・家族間調整 介護負担軽減（在宅サービス等の導入支援）

場所

成年後見制度活用の検討

性的 経済的

医療導入支援（受診、入院等）緊急分離・保護（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生活支援課等

心理的

開催場所

措置の検討 居室保護事業の検討　）

 なし （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

虐待発生
状況

支援の必要性　　 あり なし

平成

出席者

開催日時
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受付番号：

担当

1

2

3

4

1

2

3

1

2

支援計画シート 様式⑥         No.

支援課題 支援内容・方法

作成した会議 コアメンバー会議　様式⑤　Ｎｏ． 個別支援評価会議　様式⑦　Ｎｏ．

目標(優先順位順) 支援期間

作成者

支援上の留意点

対応方針

障
害
者

養
護
者
等

そ
の
他

所属機関

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ

市

虐Ｃ/委

権Ｃ
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受付番号：

　

作成日 作成者 所属機関

　支援記録票　No.

　　　　　平成　　　　年　　　月　　　日　　　～
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　　年　　　月　　　日
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： ～

1 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

2 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

3 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

4 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

5 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

6 虐待 虐待の疑い 一時的に解消 虐待の解消 確認されていない

月 日 開催場所

個別支援評価シート 様式⑦　No. 受付番号：

1

優先順位 支援結果

      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

開催日時

出席者

平成 年

      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

1

所属機関

その他

作成者

　平成　　　年　　　月　　　日　　　：　　　～　 場所

身体的

放棄・放任

次回評価会議

生活支援課等

目標達成状況支援内容・方法 担当

新たな支援の必要性

障害者虐待防止Ｃ/委託

権利擁護支援Ｃ

2

経済的

性的

心理的

支援を要する状況の確認

      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

3
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

2
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

1
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

4
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

3
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）

2
      継続　　　  見直し
      目標達成
      その他（　　　  　　）
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年 月 日 ： ～

作成者 所属機関

平成 年 月 日

留意事項

終結・終了
の根拠

終結確認日

終了

終結 自立（改善） 生活支援

本人死亡 本人転出 養護者死亡 その他（　　　　　　　　　）

権利擁護支援

個別支援終結シート 様式⑧ 受付番号：

開催日時

出席者

平成

生活支援課等

障害者虐待防止Ｃ/委託

権利擁護支援C

開催場所

支援目標の達成状況

本人

養護者等

その他

評価結果

 


